
公布した条例一覧

令和７年
公布
番号

条例名

1
杉並区情報公開・個人情報保護審議会条例等の一部を改正する条
例

2 杉並区職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例

3
杉並区地域包括支援センターにおける包括的支援事業の実施に係
る基準に関する条例の一部を改正する条例

4
杉並区指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営等の
基準に関する条例及び杉並区家庭的保育事業等の設備及び運営の
基準に関する条例の一部を改正する条例

5 杉並区公衆浴場法施行条例の一部を改正する条例

6
杉並区が設置する専用水道の水道技術管理者の資格に関する条例
の一部を改正する条例

7 杉並区乳児等通園支援事業の設備及び運営の基準に関する条例

8
杉並区附属機関の構成員の報酬及び費用弁償に関する条例の一部
を改正する条例

9 杉並区行政財産使用料条例の一部を改正する条例

10 杉並区役所庁舎整備基金条例

11 杉並区子どもの権利に関する条例

12 杉並区事務手数料条例の一部を改正する条例

13
杉並区「特別区道」道路占用料等徴収条例等の一部を改正する条
例

14 杉並区いじめの防止等に関する条例

15
杉並区職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例の一部を改正
する条例

16
杉並区幼稚園教育職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例及
び杉並区学校教育職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例の
一部を改正する条例

17 杉並区職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例

18 杉並区国民健康保険条例の一部を改正する条例



19
杉並区住民基本台帳に係る個人情報の保護に関する条例の一部を
改正する条例

20
杉並区刑法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整理
等に関する条例

21
杉並区建築物再生可能エネルギー利用促進区域内における説明義
務の対象となる建築物の用途及び建築の規模を定める条例

22
杉並区立公園における移動等円滑化の基準に関する条例の一部を
改正する条例

23
杉並区子ども・子育て支援法に基づく過料に関する条例の一部を
改正する条例



杉並区情報公開・個人情報保護審議会条例等の一部を改正する条例を公布する。

令和７年３月１９日

杉並区長 岸 本 聡 子

杉並区条例第１号

杉並区情報公開・個人情報保護審議会条例等の一部を改正する条例

第１条 杉並区情報公開・個人情報保護審議会条例（昭和６１年杉並区条例第４１

号）の一部を次のように改正する。

第１条中「第２条第８項」を「第２条第９項」に改める。

第２条 杉並区個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例（平成２７年

杉並区条例第３８号）の一部を次のように改正する。

第２条第２号中「第２条第８項」を「第２条第９項」に改め、同条第３号中

「第２条第１２項」を「第２条第１３項」に改め、同条第４号中「第２条第１４

項」を「第２条第１５項」に改める。

別表第１中７の項を削り、６の２の項を７の項とし、１６の項を削り、１５の

２の項を１６の項とする。

別表第２の２の項中「外国人に対する生活保護法に準じて行う保護の実施又は

就労自立給付金若しくは進学・就職準備給付金の支給」を「「生活に困窮する外

国人に対する生活保護の措置について」（昭和２９年５月８日付け社発第３８２

号厚生省社会局長通知。以下「昭和２９年社発第３８２号通知」という。）に基

づく外国人（日本の国籍を有しない者をいう。以下同じ。）であって生活に困窮

する者に係る生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）による保護の実施又は就

労自立給付金若しくは進学・就職準備給付金の支給の取扱いに準じた事務」に改

め、同表の５の項を次のように改める。

５ 区長 身体障害者福祉法 国民健康保険法による保険料の徴収

（昭和２４年法律第 に関する情報であって規則で定める

２８３号）による費 もの

用の徴収に関する事

務であって規則で定 外国人生活保護関係情報であって規



めるもの 則で定めるもの

別表第２の６の項中

「

身体障害者福祉法による身体障害者

手帳の交付に関する情報（以下「身

体障害者手帳関係情報」という。）

であって規則で定めるもの

身体障害者福祉法による障害福祉サ

ービス又は障害者支援施設等への入

所等の措置に関する情報であって規

則で定めるもの

精神保健及び精神障害者福祉に関す

る法律（昭和２５年法律第１２３

号）による精神障害者保健福祉手帳

の交付に関する情報（以下「精神障

害者保健福祉手帳関係情報」とい

う。）であって規則で定めるもの

知的障害者福祉法（昭和３５年法律

第３７号）による障害福祉サービス

又は障害者支援施設等への入所等の

措置に関する情報であって規則で定

めるもの

老人福祉法（昭和３８年法律第１３

３号）による福祉の措置に関する情

報であって規則で定めるもの

介護保険法（平成９年法律第１２３

号）による地域支援事業の実施に関

する情報であって規則で定めるもの

」

を

「

身体障害者福祉法による障害福祉サ

ービス又は障害者支援施設等への入

所等の措置に関する情報であって規

則で定めるもの



知的障害者福祉法（昭和３５年法律

第３７号）による障害福祉サービス

又は障害者支援施設等への入所等の

措置に関する情報であって規則で定

めるもの

老人福祉法（昭和３８年法律第１３

３号）による福祉の措置に関する情

報であって規則で定めるもの

」

に改め、同表の７の項中「中国残留邦人等支援給付等関係情報」を「中国残留邦

人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自

立の支援に関する法律（平成６年法律第３０号）による支援給付（以下「中国残

留邦人等支援給付」という。）の支給に関する情報（以下「中国残留邦人等支援

給付関係情報」という。）」に改め、同表の８の項中「中国残留邦人等支援給付

等関係情報」を「中国残留邦人等支援給付関係情報」に改め、同表の９の項を次

のように改める。

９ 区長 国民健康保険法によ 外国人生活保護関係情報であって規

る保険給付の支給又 則で定めるもの

は保険料の徴収に関

する事務であって規 都心身障害者医療費助成関係情報で

則で定めるもの あって規則で定めるもの

別表第２の１１の項を次のように改める。

１１ 区長 知的障害者福祉法に 国民健康保険法による保険料の徴収

よる費用の徴収に関 に関する情報であって規則で定める

する事務であって規 もの

則で定めるもの

外国人生活保護関係情報であって規

則で定めるもの

別表第２の１２の項中「生活保護関係情報」を「生活保護法による保護の実施

又は就労自立給付金若しくは進学・就職準備給付金の支給に関する情報（以下

「生活保護関係情報」という。）」に改め、同表の１３の項中「身体障害者手帳



関係情報」を「身体障害者福祉法による身体障害者手帳の交付に関する情報（以

下「身体障害者手帳関係情報」という。）」に、「中国残留邦人等支援給付等関

係情報」を「中国残留邦人等支援給付関係情報」に改め、同表の１４の項から１

６の項までを次のように改める。

１４ 区長 母子及び父子並びに 外国人生活保護関係情報であって規

寡婦福祉法（昭和３ 則で定めるもの

９年法律第１２９

号）による便宜の供 区児童育成手当支給関係情報であっ

与に関する事務であ て規則で定めるもの

って規則で定めるも

の

１５及び１６

削除

別表第２の１８の項中「精神障害者保健福祉手帳関係情報」を「精神保健及び

精神障害者福祉に関する法律（昭和２５年法律第１２３号）による精神障害者保

健福祉手帳の交付に関する情報（以下「精神障害者保健福祉手帳関係情報」とい

う。）」に、「中国残留邦人等支援給付等関係情報」を「中国残留邦人等支援給

付関係情報」に改め、同表の１９の項中「中国残留邦人等支援給付等の」を「中

国残留邦人等支援給付の」に、「中国残留邦人等支援給付等関係事務」を「中国

残留邦人等支援給付関係事務」に、

「

身体障害者手帳関係情報であって規

則で定めるもの

身体障害者福祉法による障害福祉サ

ービス又は障害者支援施設等への入

所等の措置に関する情報であって規

則で定めるもの

精神障害者保健福祉手帳関係情報で

あって規則で定めるもの

知的障害者福祉法による障害福祉サ

ービス又は障害者支援施設等への入

所等の措置に関する情報であって規



則で定めるもの

老人福祉法による福祉の措置に関す

る情報であって規則で定めるもの

介護保険法による地域支援事業の実

施に関する情報であって規則で定め

るもの

」

を

「

身体障害者福祉法による障害福祉サ

ービス又は障害者支援施設等への入

所等の措置に関する情報であって規

則で定めるもの

知的障害者福祉法による障害福祉サ

ービス又は障害者支援施設等への入

所等の措置に関する情報であって規

則で定めるもの

老人福祉法による福祉の措置に関す

る情報であって規則で定めるもの

」

に改め、同表の２０の項中「介護保険法」の次に「（平成９年法律第１２３

号）」を加え、「中国残留邦人等支援給付等関係情報」を「中国残留邦人等支援

給付関係情報」に改め、同表の２１の項中

「

国民健康保険法による保険給付の支

給に関する情報であって規則で定め

るもの

中国残留邦人等支援給付等関係情報

であって規則で定めるもの

」

を

「

中国残留邦人等支援給付関係情報で

あって規則で定めるもの



」

に改め、同表の２２の項及び２３の項を次のように改める。

２２ 削除

２３ 区長 障害者の日常生活及 国民健康保険法による保険給付の支

び社会生活を総合的 給又は保険料の徴収に関する情報で

に支援するための法 あって規則で定めるもの

律による自立支援給

付の支給又は地域生 外国人生活保護関係情報であって規

活支援事業の実施に 則で定めるもの

関する事務であって

規則で定めるもの

別表第２の２４の項の次に次のように加える。

２４の２ 区 昭和２９年社発第３ 児童福祉法による助産施設における

長 ８２号通知に基づく 助産の実施又は母子生活支援施設に

外国人であって生活 おける保護の実施に関する情報であ

に困窮する者に係る って規則で定めるもの

生活保護法による保

護の決定及び実施の 身体障害者福祉法による障害福祉サ

取扱いに準じた事務 ービス又は障害者支援施設等への入

に関する事務であっ 所等の措置に関する情報であって規

て規則で定めるもの 則で定めるもの

知的障害者福祉法による障害福祉サ

ービス又は障害者支援施設等への入

所等の措置に関する情報であって規

則で定めるもの

老人福祉法による福祉の措置に関す

る情報であって規則で定めるもの

区児童育成手当支給関係情報であっ

て規則で定めるもの

区心身障害者福祉手当支給関係情報

であって規則で定めるもの

区心身障害者医療費助成関係情報で

あって規則で定めるもの



区難病患者福祉手当支給関係情報で

あって規則で定めるもの

介護サービス利用者負担額の助成に

関する情報であって規則で定めるも

の

身体障害者等に係る電話料金の助成

に関する情報であって規則で定める

もの

心身障害者自動車等燃料購入費助成

関係情報であって規則で定めるもの

心身障害者タクシー運賃等助成関係

情報であって規則で定めるもの

心身障害者リフト付タクシー予約料

等助成関係情報であって規則で定め

るもの

都心身障害者医療費助成関係情報で

あって規則で定めるもの

都難病患者等医療費等助成関係情報

であって規則で定めるもの

都重度心身障害者手当支給関係情報

であって規則で定めるもの

都精神通院医療費助成関係情報であ

って規則で定めるもの

都結核患者医療費助成関係情報であ

って規則で定めるもの

別表第２の２６の項中

「

区児童育成手当支給関係情報であっ

て規則で定めるもの



区難病患者福祉手当支給関係情報で

あって規則で定めるもの

外国人生活保護関係情報であって規

則で定めるもの

」

を

「

外国人生活保護関係情報であって規

則で定めるもの

区児童育成手当支給関係情報であっ

て規則で定めるもの

区難病患者福祉手当支給関係情報で

あって規則で定めるもの

」

に改め、同表の２７の項中

「

杉並区ひとり親家庭等の医療費の助

成に関する条例による医療費の助成

に関する情報であって規則で定める

もの

外国人生活保護関係情報であって規

則で定めるもの

」

を

「

外国人生活保護関係情報であって規

則で定めるもの

杉並区ひとり親家庭等の医療費の助

成に関する条例による医療費の助成

に関する情報であって規則で定める

もの

」

に改め、同表の２８の項中

「



区児童育成手当支給関係情報であっ

て規則で定めるもの

区心身障害者福祉手当支給関係情報

であって規則で定めるもの

外国人生活保護関係情報であって規

則で定めるもの

」

を

「

外国人生活保護関係情報であって規

則で定めるもの

区児童育成手当支給関係情報であっ

て規則で定めるもの

区心身障害者福祉手当支給関係情報

であって規則で定めるもの

」

に改め、同表の２９の項及び３０の項中「中国残留邦人等支援給付等関係情報」

を「中国残留邦人等支援給付関係情報」に改め、同表の３１の項を削り、同表の

３０の２の項中「中国残留邦人等支援給付等関係情報」を「中国残留邦人等支援

給付関係情報」に改め、同項を同表の３１の項とし、同表の３２の項及び３４の

項中「中国残留邦人等支援給付等関係情報」を「中国残留邦人等支援給付関係情

報」に改め、同表の３８の項中

「

障害者の日常生活及び社会生活を総

合的に支援するための法律による自

立支援給付の支給に関する情報であ

って規則で定めるもの

」

を

「

障害者の日常生活及び社会生活を総

合的に支援するための法律による自

立支援給付の支給に関する情報であ

って規則で定めるもの



外国人生活保護関係情報であって規

則で定めるもの

」

に改め、同表の３９の２の項中

「

地方税関係情報であって規則で定め

るもの

」

を

「

地方税関係情報であって規則で定め

るもの

外国人生活保護関係情報であって規

則で定めるもの

」

に改め、同表の３９の２の２の項を削り、同表の３９の３の項中「中国残留邦人

等支援給付等関係情報」を「中国残留邦人等支援給付関係情報」に、

「

区心身障害者医療費助成関係情報で

あって規則で定めるもの

杉並区ひとり親家庭等の医療費の助

成に関する条例による医療費の助成

に関する情報であって規則で定める

もの

外国人生活保護関係情報であって規

則で定めるもの

」

を

「

外国人生活保護関係情報であって規

則で定めるもの

区心身障害者医療費助成関係情報で

あって規則で定めるもの



杉並区ひとり親家庭等の医療費の助

成に関する条例による医療費の助成

に関する情報であって規則で定める

もの

」

に改め、同表の４０の項、４２の項及び４３の項中「中国残留邦人等支援給付等

関係情報」を「中国残留邦人等支援給付関係情報」に改める。

別表第３の２の項中「中国残留邦人等支援給付等関係事務」を「中国残留邦人

等支援給付関係事務」に改め、同表の２の２の項を削り、同表の３の項中「外国

人に対する生活保護法に準じて行う保護の決定及び実施又は徴収金の徴収」を

「昭和２９年社発第３８２号通知に基づく外国人であって生活に困窮する者に係

る生活保護法による保護の決定及び実施の取扱いに準じた事務」に改める。

第３条 杉並区特別区税条例（昭和３９年杉並区条例第４１号）の一部を次のよう

に改正する。

第４７条第２項第２号中「第２条第１５項」を「第２条第１６項」に改める。

附 則

この条例は、令和７年４月１日から施行する。ただし、第２条の規定（杉並区個

人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例第２条の改正規定、同条例別表

第１中１６の項を削り、１５の２の項を１６の項とする改正規定、同条例別表第２

の３８の項及び３９の２の項の改正規定並びに同表の３９の２の２の項を削る改正

規定を除く。）は、公布の日から起算して６月を超えない範囲内において規則で定

める日から施行する。
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杉並区情報公開・個人情報保護審議会条例等の一部を改正する条例新旧対照

表（抄）

第１条による改正（杉並区情報公開・個人情報保護審議会条例の一部改正）

新 条 例 旧 条 例

（設置） （設置）

第１条 杉並区情報公開条例（昭和６１ 第１条 杉並区情報公開条例（昭和６１

年杉並区条例第３８号）に基づく情報 年杉並区条例第３８号）に基づく情報

公開制度、個人情報の保護に関する法 公開制度、個人情報の保護に関する法

律（平成１５年法律第５７号）及び杉 律（平成１５年法律第５７号）及び杉

並区個人情報の保護に関する条例（令 並区個人情報の保護に関する条例（令

和５年杉並区条例第６号。以下「個人 和５年杉並区条例第６号。以下「個人

情報保護条例」という。）に基づく個 情報保護条例」という。）に基づく個

人情報保護制度、杉並区住民基本台帳 人情報保護制度、杉並区住民基本台帳

に係る個人情報の保護に関する条例 に係る個人情報の保護に関する条例

（平成１３年杉並区条例第４４号。以 （平成１３年杉並区条例第４４号。以

下「住基条例」という。）に基づく住 下「住基条例」という。）に基づく住

民基本台帳事務並びに杉並区防犯カメ 民基本台帳事務並びに杉並区防犯カメ

ラの設置及び利用に関する条例（平成 ラの設置及び利用に関する条例（平成

１６年杉並区条例第１７号。以下「防 １６年杉並区条例第１７号。以下「防

犯カメラ条例」という。）に基づく防 犯カメラ条例」という。）に基づく防

犯カメラの設置等に関する事務の適正 犯カメラの設置等に関する事務の適正

かつ円滑な運営を推進し、並びに行政 かつ円滑な運営を推進し、並びに行政

手続における特定の個人を識別するた 手続における特定の個人を識別するた

めの番号の利用等に関する法律（平成 めの番号の利用等に関する法律（平成

２５年法律第２７号。以下「番号利用 ２５年法律第２７号。以下「番号利用

法」という。）に基づく特定個人情報 法」という。）に基づく特定個人情報

（番号利用法第２条第９項に規定する （番号利用法第２条第８項に規定する

資 料
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特定個人情報をいう。以下同じ。）の 特定個人情報をいう。以下同じ。）の

取扱いの適正を確保するため、杉並区 取扱いの適正を確保するため、杉並区

情報公開・個人情報保護審議会（以下 情報公開・個人情報保護審議会（以下

「審議会」という。）を置く。 「審議会」という。）を置く。

第２条による改正（杉並区個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例の

一部改正）

新 条 例 旧 条 例

（定義） （定義）

第２条 この条例において、次の各号に 第２条 この条例において、次の各号に

掲げる用語の意義は、当該各号に定め 掲げる用語の意義は、当該各号に定め

るところによる。 るところによる。

(１) 略 (１) 略

(２) 特定個人情報 法第２条第９項 (２) 特定個人情報 法第２条第８項

に規定する特定個人情報をいう。 に規定する特定個人情報をいう。

(３) 個人番号利用事務実施者 法第 (３) 個人番号利用事務実施者 法第

２条第１３項に規定する個人番号利 ２条第１２項に規定する個人番号利

用事務実施者をいう。 用事務実施者をいう。

(４) 情報提供ネットワークシステム (４) 情報提供ネットワークシステム

法第２条第１５項に規定する情報 法第２条第１４項に規定する情報

提供ネットワークシステムをいう。 提供ネットワークシステムをいう。

(５)及び(６) 略 (５)及び(６) 略

第３条による改正（杉並区特別区税条例の一部改正）

新 条 例 旧 条 例

（種別割の減免） （種別割の減免）

第４７条 略 第４７条 略
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２ 前項の規定によつて種別割の減免を ２ 前項の規定によつて種別割の減免を

受けようとする者は、納期限までに、 受けようとする者は、納期限までに、

当該軽自動車等について減免を受けよ 当該軽自動車等について減免を受けよ

うとする税額及び次に掲げる事項を記 うとする税額及び次に掲げる事項を記

載した申請書に減免を必要とする理由 載した申請書に減免を必要とする理由

を証明する書類を添付し、これを区長 を証明する書類を添付し、これを区長

に提出しなければならない。 に提出しなければならない。

(１) 略 (１) 略

(２) 軽自動車等の所有者等の住所若 (２) 軽自動車等の所有者等の住所若

しくは居所又は事務所若しくは事業 しくは居所又は事務所若しくは事業

所の所在地、氏名又は名称及び個人 所の所在地、氏名又は名称及び個人

番号（行政手続における特定の個人 番号（行政手続における特定の個人

を識別するための番号の利用等に関 を識別するための番号の利用等に関

する法律（平成２５年法律第２７ する法律（平成２５年法律第２７

号。以下「番号利用法」という。） 号。以下「番号利用法」という。）

第２条第５項に規定する個人番号を 第２条第５項に規定する個人番号を

いう。以下同じ。）又は法人番号 いう。以下同じ。）又は法人番号

（番号利用法第２条第１６項に規定 （番号利用法第２条第１５項に規定

する法人番号をいう。以下同じ。） する法人番号をいう。以下同じ。）

（個人番号又は法人番号を有しない （個人番号又は法人番号を有しない

者にあつては、住所若しくは居所又 者にあつては、住所若しくは居所又

は事務所若しくは事業所の所在地及 は事務所若しくは事業所の所在地及

び氏名又は名称） び氏名又は名称）

(３)～(８) 略 (３)～(８) 略



杉並区職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例を公布する。

令和７年３月１９日

杉並区長 岸 本 聡 子

杉並区条例第２号

杉並区職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例

杉並区職員の退職手当に関する条例（昭和５０年杉並区条例第１１号）の一部を

次のように改正する。

第１５条第８項第４号中「職業」を「安定した職業」に改め、同条第１２項中

「次の各号に掲げる退職手当ごとに、当該各号に定める」を「雇用保険法第５６条

の３第１項第１号に該当する者に係る就業促進手当に相当する退職手当について同

条第４項の規定により基本手当を支給したものとみなされる日数に相当する」に改

め、同項各号を削る。

附則第２１項中「令和７年３月３１日」を「令和９年３月３１日」に改める。

附 則

１ この条例は、令和７年４月１日から施行する。

２ この条例による改正後の杉並区職員の退職手当に関する条例第１５条第８項

（第４号に係る部分に限り、同条第９項において準用する場合を含む。）及び第

１２項の規定は、退職職員（退職した杉並区職員の退職手当に関する条例第２条

第１項に規定する職員をいう。以下同じ。）であってこの条例の施行の日以後に

安定した職業に就いたものについて適用し、退職職員であって同日前に職業に就

いたものに対する就業促進手当に相当する退職手当の支給については、なお従前

の例による。
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杉並区職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例新旧対照表

新 条 例 旧 条 例

(失業者の退職手当) (失業者の退職手当)

第１５条 略 第１５条 略

２～７ 略 ２～７ 略

８ 第１項、第３項及び第５項から前項 ８ 第１項、第３項及び第５項から前項

までに定めるもののほか、第１項又は までに定めるもののほか、第１項又は

第３項の規定による退職手当の支給を 第３項の規定による退職手当の支給を

受けることができる者で次の各号の規 受けることができる者で次の各号の規

定に該当するものに対しては、それぞ 定に該当するものに対しては、それぞ

れ当該各号に掲げる金額を、退職手当 れ当該各号に掲げる金額を、退職手当

として、雇用保険法の規定による技能 として、雇用保険法の規定による技能

習得手当、寄宿手当、傷病手当、就業 習得手当、寄宿手当、傷病手当、就業

促進手当、移転費又は求職活動支援費 促進手当、移転費又は求職活動支援費

の支給の条件に従い支給する。 の支給の条件に従い支給する。

(１)～(３) 略 (１)～(３) 略

(４) 安定した職業に就いた者 雇用 (４) 職業 に就いた者 雇用

保険法第５６条の３第３項に規定す 保険法第５６条の３第３項に規定す

る就業促進手当の額に相当する金額 る就業促進手当の額に相当する金額

(５)及び(６) 略 (５)及び(６) 略

９～１１ 略 ９～１１ 略

１２ 第８項第４号に掲げる退職手当の １２ 第８項第４号に掲げる退職手当の

支給があつたときは、第１項、第３項 支給があつたときは、第１項、第３項

又は第８項の規定の適用については、 又は第８項の規定の適用については、

雇用保険法第５６条の３第１項第１号 次の各号に掲げる退職手当ごとに、当

に該当する者に係る就業促進手当に相 該各号に定める

当する退職手当について同条第４項の
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規定により基本手当を支給したものと

みなされる日数に相当する日数分の第 日数分の第

１項又は第３項の規定による退職手当 １項又は第３項の規定による退職手当

の支給があつたものとみなす。 の支給があつたものとみなす。

(１) 雇用保険法第５６条の３第１項

第１号イに該当する者に係る就業促

進手当に相当する退職手当 当該退

職手当の支給を受けた日数に相当す

る日数

(２) 雇用保険法第５６条の３第１項

第１号ロに該当する者に係る就業促

進手当に相当する退職手当 当該就

業促進手当について同条第５項の規

定により基本手当を支給したものと

みなされる日数に相当する日数

１３及び１４ 略 １３及び１４ 略

附 則 附 則

１～２０ 略 １～２０ 略

２１ 令和９年３月３１日以前に退職し ２１ 令和７年３月３１日以前に退職し

た職員に対する第１５条第７項の規定 た職員に対する第１５条第７項の規定

の適用については、同項中「第２８条 の適用については、同項中「第２８条

まで」とあるのは「第２８条まで及び まで」とあるのは「第２８条まで及び

附則第５条」と、同項第２号中「イ 附則第５条」と、同項第２号中「イ

雇用保険法第２２条第２項に規定する 雇用保険法第２２条第２項に規定する

厚生労働省令で定める理由により就職 厚生労働省令で定める理由により就職

が困難な者であつて、同法第２４条の が困難な者であつて、同法第２４条の

２第１項第２号に掲げる者に相当する ２第１項第２号に掲げる者に相当する

者として規則で定める者に該当し、か 者として規則で定める者に該当し、か

つ、区長が同項に規定する指導基準に つ、区長が同項に規定する指導基準に
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照らして再就職を促進するために必要 照らして再就職を促進するために必要

な職業安定法第４条第４項に規定する な職業安定法第４条第４項に規定する

職業指導を行うことが適当であると認 職業指導を行うことが適当であると認

「イ 雇用保険 「イ 雇用保険
めたもの」とあるのは めたもの」とあるのは

ウ 特定退職 ウ 特定退職

法第２２条第２項に規定する厚生労働 法第２２条第２項に規定する厚生労働

者であつて、雇用保険法附則第５条第 者であつて、雇用保険法附則第５条第

省令で定める理由により就職が困難な 省令で定める理由により就職が困難な

１項に規定する地域内に居住し、か １項に規定する地域内に居住し、か

者であつて、同法第２４条の２第１項 者であつて、同法第２４条の２第１項

つ、区長が同法第２４条の２第１項に つ、区長が同法第２４条の２第１項に

第２号に掲げる者に相当する者として 第２号に掲げる者に相当する者として

規定する指導基準に照らして再就職を 規定する指導基準に照らして再就職を

規則で定める者に該当し、かつ、区長 規則で定める者に該当し、かつ、区長

促進するために必要な職業安定法第４ 促進するために必要な職業安定法第４

が同項に規定する指導基準に照らして が同項に規定する指導基準に照らして

条第４項に規定する職業指導を行うこ 条第４項に規定する職業指導を行うこ

再就職を促進するために必要な職業安 再就職を促進するために必要な職業安

とが適当であると認めたもの（アに掲 とが適当であると認めたもの（アに掲

定法第４条第４項に規定する職業指導 定法第４条第４項に規定する職業指導

げる者を除く。） げる者を除く。）

を行うことが適当であると認めたも を行うことが適当であると認めたも

の の
とする。 とする。

」 」

２２～３３ 略 ２２～３３ 略
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杉並区地域包括支援センターにおける包括的支援事業の実施に係る基準に関する

条例の一部を改正する条例を公布する。

令和７年３月１９日

杉並区長 岸 本 聡 子

杉並区条例第３号

杉並区地域包括支援センターにおける包括的支援事業の実施に係る基準に関

する条例の一部を改正する条例

杉並区地域包括支援センターにおける包括的支援事業の実施に係る基準に関する

条例（平成２７年杉並区条例第５号）の一部を次のように改正する。

第３条第１項中「次条各号」を「次条第１項各号」に改め、同条第２項中「杉並

区介護保険運営協議会」の次に「（以下「協議会」という。）」を加える。

第４条第１項各号中「１人」を「当該地域包括支援センターが担当する区域にお

ける第１号被保険者の数がおおむね３，０００人以上６，０００人未満ごとに１

人」に改め、同条に次の２項を加える。

２ 前項の規定にかかわらず、協議会が地域包括支援センターの効果的な運営に資

すると認めるときは、複数の地域包括支援センターが担当する区域を一の区域と

して、当該複数の地域包括支援センターに前項各号に掲げる職員をそれぞれ当該

区域内の第１号被保険者の数がおおむね３，０００人以上６，０００人未満ごと

に１人置くことにより、当該区域内のそれぞれの地域包括支援センターが同項の

基準を満たすものとする。この場合において、当該区域内の一の地域包括支援セ

ンターに置くべき専らその職務に従事する常勤の職員は同項各号に掲げる職員の

うち異なる２以上のものとし、当該職員の員数はそれぞれ１人とする。

３ 前２項の規定にかかわらず、協議会が地域包括支援センターが担当する区域に

おける第１号被保険者の数及び当該地域包括支援センターの運営の状況を勘案し

て必要であると認めるときは、前２項の規定による常勤の職員に代えて、当該地

域包括支援センターの職員の勤務延時間数を当該地域包括支援センターにおいて

常勤の職員が勤務すべき時間数で除することにより、当該地域包括支援センター



の職員の員数を常勤の職員の員数に換算する方法により、前２項の規定による常

勤の職員の員数に相当する員数の職員を置くものとすることができる。

附 則

この条例は、令和７年４月１日から施行する。
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杉並区地域包括支援センターにおける包括的支援事業の実施に係る基準に関

する条例の一部を改正する条例新旧対照表

新 条 例 旧 条 例

（基本方針） （基本方針）

第３条 地域包括支援センターは、次条 第３条 地域包括支援センターは、次条

第１項各号に掲げる職員が協働して包 各号 に掲げる職員が協働して包

括的支援事業を実施することにより、 括的支援事業を実施することにより、

被保険者の心身の状況、その置かれて 被保険者の心身の状況、その置かれて

いる環境等に応じて、介護給付等対象 いる環境等に応じて、介護給付等対象

サービスその他の保健医療サービス又 サービスその他の保健医療サービス又

は福祉サービス、権利擁護のための必 は福祉サービス、権利擁護のための必

要な援助等を利用できるように導き、 要な援助等を利用できるように導き、

被保険者が可能な限り、住み慣れた地 被保険者が可能な限り、住み慣れた地

域において自立した日常生活を営むこ 域において自立した日常生活を営むこ

とができるようにしなければならな とができるようにしなければならな

い。 い。

２ 地域包括支援センターは、杉並区介 ２ 地域包括支援センターは、杉並区介

護保険運営協議会（以下「協議会」と 護保険運営協議会

いう。）の意見を踏まえて、適切、公 の意見を踏まえて、適切、公

正かつ中立な運営を確保するものとす 正かつ中立な運営を確保するものとす

る。 る。

（職員） （職員）

第４条 地域包括支援センターに置くべ 第４条 地域包括支援センターに置くべ

き専らその職務に従事する常勤の職員 き専らその職務に従事する常勤の職員

及び当該職員の員数は、原則として次 及び当該職員の員数は、原則として次

のとおりとする。 のとおりとする。

(１) 保健師その他これに準ずる者 (１) 保健師その他これに準ずる者

資 料
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当該地域包括支援センターが担当す １人

る区域における第１号被保険者の数

がおおむね３，０００人以上６，０

００人未満ごとに１人

(２) 社会福祉士その他これに準ずる (２) 社会福祉士その他これに準ずる

者 当該地域包括支援センターが担 者 １人

当する区域における第１号被保険者

の数がおおむね３，０００人以上

６，０００人未満ごとに１人

(３) 主任介護支援専門員（介護保険 (３) 主任介護支援専門員（介護保険

法施行規則（平成１１年厚生省令第 法施行規則（平成１１年厚生省令第

３６号）第１４０条の６６第１号イ ３６号）第１４０条の６６第１号イ

（３）に規定する主任介護支援専門 （３）に規定する主任介護支援専門

員をいう。）その他これに準ずる者 員をいう。）その他これに準ずる者

当該地域包括支援センターが担当 １人

する区域における第１号被保険者の

数がおおむね３，０００人以上６，

０００人未満ごとに１人

２ 前項の規定にかかわらず、協議会が

地域包括支援センターの効果的な運営

に資すると認めるときは、複数の地域

包括支援センターが担当する区域を一

の区域として、当該複数の地域包括支

援センターに前項各号に掲げる職員を

それぞれ当該区域内の第１号被保険者

の数がおおむね３，０００人以上６，

０００人未満ごとに１人置くことによ

り、当該区域内のそれぞれの地域包括

支援センターが同項の基準を満たすも
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資 料

のとする。この場合において、当該区

域内の一の地域包括支援センターに置

くべき専らその職務に従事する常勤の

職員は同項各号に掲げる職員のうち異

なる２以上のものとし、当該職員の員

数はそれぞれ１人とする。

３ 前２項の規定にかかわらず、協議会

が地域包括支援センターが担当する区

域における第１号被保険者の数及び当

該地域包括支援センターの運営の状況

を勘案して必要であると認めるとき

は、前２項の規定による常勤の職員に

代えて、当該地域包括支援センターの

職員の勤務延時間数を当該地域包括支

援センターにおいて常勤の職員が勤務

すべき時間数で除することにより、当

該地域包括支援センターの職員の員数

を常勤の職員の員数に換算する方法に

より、前２項の規定による常勤の職員

の員数に相当する員数の職員を置くも

のとすることができる。



杉並区指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営等の基準に関する条

例及び杉並区家庭的保育事業等の設備及び運営の基準に関する条例の一部を改正す

る条例を公布する。

令和７年３月１９日

杉並区長 岸 本 聡 子

杉並区条例第４号

杉並区指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営等の基準に関す

る条例及び杉並区家庭的保育事業等の設備及び運営の基準に関する条例の一

部を改正する条例

第１条 杉並区指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営等の基準に関

する条例（平成２５年杉並区条例第４号）の一部を次のように改正する。

第１５１条第１２項中「、栄養士又は」を「、栄養士若しくは管理栄養士又

は」に改める。

第２条 杉並区家庭的保育事業等の設備及び運営の基準に関する条例（平成２６年

杉並区条例第２７号）の一部を次のように改正する。

第１６条第１項第２号中「栄養士」の次に「又は管理栄養士」を加える。

附 則

この条例は、令和７年４月１日から施行する。
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杉並区指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営等の基準に関す

る条例及び杉並区家庭的保育事業等の設備及び運営の基準に関する条例の一

部を改正する条例新旧対照表

第１条による改正（杉並区指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営等

の基準に関する条例の一部改正）

新 条 例 旧 条 例

（従業者の配置の基準） （従業者の配置の基準）

第１５１条 略 第１５１条 略

２～１１ 略 ２～１１ 略

１２ 指定地域密着型介護老人福祉施設 １２ 指定地域密着型介護老人福祉施設

に指定通所介護事業所（指定居宅サー に指定通所介護事業所（指定居宅サー

ビス等基準第９３条第１項に規定する ビス等基準第９３条第１項に規定する

指定通所介護事業所をいう。以下同 指定通所介護事業所をいう。以下同

じ。）、指定短期入所生活介護事業所 じ。）、指定短期入所生活介護事業所

等、指定地域密着型通所介護事業所又 等、指定地域密着型通所介護事業所又

は併設型指定認知症対応型通所介護の は併設型指定認知症対応型通所介護の

事業を行う事業所若しくは指定地域密 事業を行う事業所若しくは指定地域密

着型介護予防サービス基準条例第５条 着型介護予防サービス基準条例第５条

第１項に規定する併設型指定介護予防 第１項に規定する併設型指定介護予防

認知症対応型通所介護の事業を行う事 認知症対応型通所介護の事業を行う事

業所が併設される場合においては、当 業所が併設される場合においては、当

該併設される事業所の生活相談員、栄 該併設される事業所の生活相談員、栄

養士若しくは管理栄養士又は機能訓練 養士又は 機能訓練

指導員については、当該指定地域密着 指導員については、当該指定地域密着

型介護老人福祉施設の生活相談員、栄 型介護老人福祉施設の生活相談員、栄

養士若しくは管理栄養士又は機能訓練 養士若しくは管理栄養士又は機能訓練

指導員により当該事業所の利用者の処 指導員により当該事業所の利用者の処

資 料
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遇が適切に行われると認められるとき 遇が適切に行われると認められるとき

は、これを置かないことができる。 は、これを置かないことができる。

１３～１６ 略 １３～１６ 略

第２条による改正（杉並区家庭的保育事業等の設備及び運営の基準に関する条例の

一部改正）

新 条 例 旧 条 例

（食事の提供の特例） （食事の提供の特例）

第１６条 家庭的保育事業者等は、次の 第１６条 家庭的保育事業者等は、次の

各号のいずれにも該当する場合は、前 各号のいずれにも該当する場合は、前

条第１項の規定にかかわらず、当該家 条第１項の規定にかかわらず、当該家

庭的保育事業者等の利用乳幼児に対す 庭的保育事業者等の利用乳幼児に対す

る食事の提供について、次項に規定す る食事の提供について、次項に規定す

る搬入施設において調理し家庭的保育 る搬入施設において調理し家庭的保育

事業所等に搬入する方法により行うこ 事業所等に搬入する方法により行うこ

とができる。この場合において、当該 とができる。この場合において、当該

家庭的保育事業者等は、当該食事の提 家庭的保育事業者等は、当該食事の提

供について当該方法によることとして 供について当該方法によることとして

もなお当該家庭的保育事業所等におい もなお当該家庭的保育事業所等におい

て行うことが必要な調理のための加 て行うことが必要な調理のための加

熱、保存等の調理機能を有する設備を 熱、保存等の調理機能を有する設備を

備えなければならない。 備えなければならない。

(１) 略 (１) 略

(２) 当該家庭的保育事業所等又はそ (２) 当該家庭的保育事業所等又はそ

の他の施設、保健所、区等の栄養士 の他の施設、保健所、区等の栄養士

又は管理栄養士により、献立等につ により、献立等につ

いて栄養の観点からの指導が受けら いて栄養の観点からの指導が受けら

れる体制にある等、栄養士又は管理 れる体制にある等、栄養士
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栄養士による必要な配慮が行われて による必要な配慮が行われて

いること。 いること。

(３)～(５) 略 (３)～(５) 略

２ 略 ２ 略

資 料



杉並区公衆浴場法施行条例の一部を改正する条例を公布する。

令和７年３月１９日

杉並区長 岸 本 聡 子

杉並区条例第５号

杉並区公衆浴場法施行条例の一部を改正する条例

杉並区公衆浴場法施行条例（平成２４年杉並区条例第４６号）の一部を次のよう

に改正する。

第４条第１項第６号ウ中「大腸菌群数」を「大腸菌数」に改める。

附 則

この条例は、令和７年４月１日から施行する。



杉並区公衆浴場法施行条例の一部を改正する条例新旧対照表

新 条 例 旧 条 例

（衛生及び風紀に必要な措置等の基準） （衛生及び風紀に必要な措置等の基準）

第４条 法第３条第２項の規定による条 第４条 法第３条第２項の規定による条

例で定める措置の基準のうち、普通公 例で定める措置の基準のうち、普通公

衆浴場の営業者が講じなければならな 衆浴場の営業者が講じなければならな

い措置の基準は、次のとおりとする。 い措置の基準は、次のとおりとする。

(１)～(５) 略 (１)～(５) 略

(６) 浴槽水の水質基準については、 (６) 浴槽水の水質基準については、

次のとおりとすること。ただし、区 次のとおりとすること。ただし、区

長は、この基準（ウ及びエの基準を 長は、この基準（ウ及びエの基準を

除く。以下この号において同じ。） 除く。以下この号において同じ。）

により難く、かつ、公衆衛生上支障 により難く、かつ、公衆衛生上支障

がないと認めるときは、この基準の がないと認めるときは、この基準の

一部又は全部を適用しないことがで 一部又は全部を適用しないことがで

きる。 きる。

ア及びイ 略 ア及びイ 略

ウ 大腸菌数 は、１ミリリットル ウ 大腸菌群数は、１ミリリットル

中に１個以下とすること。 中に１個以下とすること。

エ 略 エ 略

(７)～(４１) 略 (７)～(４１) 略

２及び３ 略 ２及び３ 略

資 料



杉並区が設置する専用水道の水道技術管理者の資格に関する条例の一部を改正す

る条例を公布する。

令和７年３月１９日

杉並区長 岸 本 聡 子

杉並区条例第６号

杉並区が設置する専用水道の水道技術管理者の資格に関する条例の一部を改

正する条例

杉並区が設置する専用水道の水道技術管理者の資格に関する条例（平成２７年杉

並区条例第３６号）の一部を次のように改正する。

第３条第１項第１号及び第２号を次のように改める。

(１) 学校教育法（昭和２２年法律第２６号）による大学（短期大学を除く。）

若しくは旧大学令（大正７年勅令第３８８号）による大学（以下この号及び次

号において単に「大学」という。）、同法による短期大学（同法による専門職

大学の前期課程を含む。）若しくは高等専門学校若しくは旧専門学校令（明治

３６年勅令第６１号）による専門学校（以下この号及び次号において「短期大

学等」という。）又は同法による高等学校若しくは中等教育学校若しくは旧中

等学校令（昭和１８年勅令第３６号）による中等学校（以下この号及び次号に

おいて「高等学校等」という。）において土木工学科若しくは土木科又はこれ

らに相当する課程を修めて卒業した後（同法による専門職大学の前期課程にあ

っては、修了した後）、大学を卒業した者については３年以上、短期大学等を

卒業した者（同法による専門職大学の前期課程にあっては、修了した者）につ

いては５年以上、高等学校等を卒業した者については７年以上水道に関する技

術上の実務に従事した経験を有する者

(２) 大学、短期大学等又は高等学校等において工学、理学、農学、医学若しく

は薬学の課程又はこれらに相当する課程（土木工学科及び土木科並びにこれら

に相当する課程を除く。）を修めて卒業した後（学校教育法による専門職大学

の前期課程にあっては、修了した後）、大学を卒業した者については４年以上、



短期大学等を卒業した者（同法による専門職大学の前期課程にあっては、修了

した者）については６年以上、高等学校等を卒業した者については８年以上水

道に関する技術上の実務に従事した経験を有する者

第３条第１項第３号から第５号までを削り、同項第６号を同項第３号とし、同項

第７号中「前各号」を「前３号」に改め、同号を同項第４号とし、同条第２項を次

のように改める。

２ １日最大給水量が１万立方メートル以下である専用水道については、前項第１

号中「３年」とあるのは「１年６月」と、「５年」とあるのは「２年６月」と、

「７年以上」とあるのは「３年６月以上」と、同項第２号中「４年」とあるのは

「２年」と、「６年」とあるのは「３年」と、「８年」とあるのは「４年」と、

同項第３号中「１０年」とあるのは「５年」とそれぞれ読み替えるものとする。

附 則

この条例は、令和７年４月１日から施行する。
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杉並区が設置する専用水道の水道技術管理者の資格に関する条例の一部を改

正する条例新旧対照表

新 条 例 旧 条 例

（水道技術管理者の資格） （水道技術管理者の資格）

第３条 法第３４条第１項において準用 第３条 法第３４条第１項において準用

する法第１９条第３項に規定する条例 する法第１９条第３項に規定する条例

で定める資格は、次のとおりとする。 で定める資格は、次のとおりとする。

(１) 学校教育法（昭和２２年法律第 (１) 学校教育法（昭和２２年法律第

２６号）による大学（短期大学を除 ２６号）による大学（短期大学を除

く。）若しくは旧大学令（大正７年 く。以下同じ。）の土木工学科若し

勅令第３８８号）による大学（以下 くはこれに相当する課程において衛

この号及び次号において単に「大 生工学若しくは水道工学に関する学

学」という。）、同法による短期大 科目を修めて卒業した後、又は旧大

学（同法による専門職大学の前期課 学令（大正７年勅令第３８８号）に

程を含む。）若しくは高等専門学校 よる大学において土木工学科若しく

若しくは旧専門学校令（明治３６年 はこれに相当する課程を修めて卒業

勅令第６１号）による専門学校（以 した後、２年以上水道に関する技術

下この号及び次号において「短期大 上の実務に従事した経験を有する者

学等」という。）又は同法による高

等学校若しくは中等教育学校若しく

は旧中等学校令（昭和１８年勅令第

３６号）による中等学校（以下この

号及び次号において「高等学校等」

という。）において土木工学科若し

くは土木科又はこれらに相当する課

程を修めて卒業した後（同法による

専門職大学の前期課程にあっては、

資 料



- 2 -

修了した後）、大学を卒業した者に

ついては３年以上、短期大学等を卒

業した者（同法による専門職大学の

前期課程にあっては、修了した者）

については５年以上、高等学校等を

卒業した者については７年以上水道

に関する技術上の実務に従事した経

験を有する者

(２) 大学、短期大学等又は高等学校 (２) 学校教育法による大学の土木工

等において工学、理学、農学、医学 学科又はこれに相当する課程におい

若しくは薬学の課程又はこれらに相 て衛生工学及び水道工学に関する学

当する課程（土木工学科及び土木科 科目以外の学科目を修めて卒業した

並びにこれらに相当する課程を除 後、３年以上水道に関する技術上の

く。）を修めて卒業した後（学校教 実務に従事した経験を有する者

育法による専門職大学の前期課程に

あっては、修了した後）、大学を卒

業した者については４年以上、短期

大学等を卒業した者（同法による専

門職大学の前期課程にあっては、修

了した者）については６年以上、高

等学校等を卒業した者については８

年以上水道に関する技術上の実務に

従事した経験を有する者

(３) 学校教育法による短期大学（同

法による専門職大学の前期課程を含

む。）若しくは高等専門学校又は旧

専門学校令（明治３６年勅令第６１

号）による専門学校において土木科

又はこれに相当する課程を修めて卒
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業した後（同法による専門職大学の

前期課程にあっては、修了した

後）、５年以上水道に関する技術上

の実務に従事した経験を有する者

(４) 学校教育法による高等学校若し

くは中等教育学校又は旧中等学校令

（昭和１８年勅令第３６号）による

中等学校において土木科又はこれに

相当する課程を修めて卒業した後、

７年以上水道に関する技術上の実務

に従事した経験を有する者

(５) 第１号及び前２号に規定する学

校において土木工学以外の工学、理

学、農学、医学若しくは薬学に関す

る学科目又はこれらに相当する学科

目を修めて卒業した後（学校教育法

による専門職大学の前期課程にあっ

ては、修了した後）、第１号に規定

する学校を卒業した者については４

年以上、第３号に規定する学校を卒

業した者（同法による専門職大学の

前期課程にあっては、修了した者）

については６年以上、前号に規定す

る学校を卒業した者については８年

以上水道に関する技術上の実務に従

事した経験を有する者

(３) 略 (６) 略

(４) 規則で定めるところにより、前 (７) 規則で定めるところにより、前

３号に掲げる者と同等以上の技能を 各号に掲げる者と同等以上の技能を

資 料
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有すると認められる者 有すると認められる者

２ １日最大給水量が１万立方メートル ２ １日最大給水量が１，０００立方メ

以下である専用水道については、前項 ートル以下である専用水道について

第１号中「３年」とあるのは「１年６ は、前項第１号中「２年以上」とある

月」と、「５年」とあるのは「２年６ のは「１年以上」と、同項第２号中

月」と、「７年以上」とあるのは「３ 「３年」とあるのは「１年６箇月」

年６月以上」と、同項第２号中「４ と、同項第３号中「５年」とあるのは

年」とあるのは「２年」と、「６年」 「２年６箇月」と、同項第４号中「７

とあるのは「３年」と、「８年」とあ 年」とあるのは「３年６箇月」と、同

るのは「４年」と、同項第３号中「１ 項第５号中「４年」とあるのは「２

０年」とあるのは「５年」とそれぞれ 年」と、「６年」とあるのは「３年」

読み替えるものとする。 と、「８年」とあるのは「４年」と、

同項第６号中「１０年」とあるのは

「５年」とそれぞれ読み替えるものと

する。



杉並区乳児等通園支援事業の設備及び運営の基準に関する条例を公布する。

令和７年３月１９日

杉並区長 岸 本 聡 子

杉並区条例第７号

杉並区乳児等通園支援事業の設備及び運営の基準に関する条例

（趣旨）

第１条 この条例は、児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号。以下「法」とい

う。）第３４条の１６第１項の規定に基づき、乳児等通園支援事業の設備及び運

営の基準（以下「最低基準」という。）を定めるものとする。

（定義）

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めると

ころによる。

(１) 乳幼児 法第６条の３第２３項の乳児又は幼児をいう。

(２) 利用乳幼児 乳児等通園支援事業を利用している乳幼児をいう。

(３) 乳児等通園支援事業者 乳児等通園支援事業を行う者をいう。

(４) 乳児等通園支援事業所 乳児等通園支援事業を行う事業所をいう。

(５) 乳児等通園支援 乳幼児への遊び及び生活の場の提供並びにその保護者と

の面談及び当該保護者への援助をいう。

２ 前項に掲げるもののほか、この条例で使用する用語の意義は、法で使用する用

語の例による。

（最低基準の目的）

第３条 最低基準は、明るく衛生的な環境において、素養があり、かつ、適切な訓

練を受けた職員（乳児等通園支援事業所の管理者を含む。以下同じ。）が乳児等

通園支援を提供することにより、利用乳幼児が、心身ともに健やかに育成される

ことを保障するものとする。

（最低基準の向上）

第４条 区長は、児童の保護者その他児童福祉に係る当事者の意見を聴き、その監

督に属する乳児等通園支援事業者に対し、最低基準を超えて、その設備及び運営



を向上させるよう勧告することができる。

２ 杉並区（以下「区」という。）は、最低基準を常に向上させるよう努めるもの

とする。

（乳児等通園支援事業者の責務）

第５条 乳児等通園支援事業者は、最低基準を超えて、常に、その設備及び運営を

向上させなければならない。

２ 最低基準を超えて、設備を有し、又は運営をしている乳児等通園支援事業者は、

最低基準を理由として、その設備又は運営を低下させてはならない。

（一般原則）

第６条 乳児等通園支援事業者は、利用乳幼児の人権に十分配慮するとともに、一

人一人の人格を尊重して、その運営を行わなければならない。

２ 乳児等通園支援事業者は、地域社会との交流及び連携を図り、乳幼児の保護者

及び地域社会に対し、当該乳児等通園支援事業者が行う乳児等通園支援事業の運

営の内容を適切に説明するよう努めなければならない。

３ 乳児等通園支援事業者は、自らその提供する乳児等通園支援の質の評価を行い、

常にその改善を図らなければならない。

４ 乳児等通園支援事業者は、定期的に外部の者による評価を受けて、その結果を

公表し、常にその改善を図るよう努めなければならない。

５ 乳児等通園支援事業所には、乳児等通園支援事業の目的を達成するために必要

な設備を設けなければならない。

６ 乳児等通園支援事業所の構造設備は、採光、換気等利用乳幼児の保健衛生及び

利用乳幼児に対する危害防止を十分に考慮して設けられなければならない。

（非常災害対策）

第７条 乳児等通園支援事業者は、軽便消火器等の消火用具、非常口その他非常災

害に必要な設備を設けるとともに、非常災害に対する具体的な計画を立て、不断

の注意を払い、及び訓練を行うよう努めなければならない。

２ 前項に定めるもののほか、乳児等通園支援事業者は、少なくとも毎月１回、避

難及び消火に関する訓練を行わなければならない。

（安全計画の策定等）

第８条 乳児等通園支援事業者は、利用乳幼児の安全の確保を図るため、乳児等通



園支援事業所ごとに、当該乳児等通園支援事業所の設備の安全点検、職員、利用

乳幼児等に対する乳児等通園支援事業所外での活動、取組等を含めた乳児等通園

支援事業所での生活その他の日常生活における安全に関する指導、職員の研修及

び訓練その他乳児等通園支援事業所における安全に関する事項についての計画

（以下この条において「安全計画」という。）を策定し、当該安全計画に従い必

要な措置を講じなければならない。

２ 乳児等通園支援事業者は、職員に対し、安全計画について周知するとともに、

前項の研修及び訓練を定期的に行わなければならない。

３ 乳児等通園支援事業者は、利用乳幼児の安全の確保に関してその保護者との連

携が図られるよう、当該保護者に対し、安全計画に基づく取組の内容等について

周知しなければならない。

４ 乳児等通園支援事業者は、定期的に安全計画の見直しを行い、必要に応じて安

全計画の変更を行うものとする。

（自動車を運行する場合の所在の確認）

第９条 乳児等通園支援事業者は、利用乳幼児の乳児等通園支援事業所外での活動、

取組等のための移動その他の利用乳幼児の移動のために自動車を運行するときは、

利用乳幼児の乗車及び降車の際に、点呼その他の利用乳幼児の所在を確実に把握

することができる方法により、利用乳幼児の所在を確認しなければならない。

２ 乳児等通園支援事業者は、利用乳幼児の送迎を目的とした自動車（運転者席及

びこれと並列の座席並びにこれらより一つ後方に備えられた前向きの座席以外の

座席を有しないものその他利用の態様を勘案してこれと同程度に利用乳幼児の見

落としのおそれが少ないと認められるものを除く。）を日常的に運行するときは、

当該自動車にブザーその他の車内の利用乳幼児の見落としを防止する装置を備え、

これを用いて前項に定める所在の確認（利用乳幼児の降車の際に限る。）を行わ

なければならない。

（職員の一般的要件）

第１０条 乳児等通園支援事業者の職員は、健全な心身を有し、豊かな人間性と倫

理観を備え、児童福祉事業に熱意のある者であって、できる限り児童福祉事業の

理論及び実際について訓練を受けたものでなければならない。

（職員の知識及び技能の向上等）



第１１条 乳児等通園支援事業者の職員は、常に自己研さんに励み、乳児等通園支

援事業の目的を達成するために必要な知識及び技能の修得、維持及び向上に努め

なければならない。

２ 乳児等通園支援事業者は、職員に対し、その資質の向上のための研修の機会を

確保しなければならない。

（他の社会福祉施設等を併せて設置するときの設備及び職員の基準）

第１２条 乳児等通園支援事業者は、乳児等通園支援事業所に他の社会福祉施設等

を併せて設置するときは、その行う乳児等通園支援に支障がない場合に限り、必

要に応じ、当該乳児等通園支援事業所の設備及び職員の一部を当該社会福祉施設

等の設備及び職員と兼ねることができる。

（利用乳幼児を平等に取り扱う原則）

第１３条 乳児等通園支援事業者は、利用乳幼児の国籍、信条、社会的身分又は利

用に要する費用を負担するか否かによって、差別的取扱いをしてはならない。

（虐待等の禁止）

第１４条 乳児等通園支援事業者の職員は、利用乳幼児に対し、法第３３条の１０

各号に掲げる行為その他当該利用乳幼児の心身に有害な影響を与える行為をして

はならない。

（衛生管理等）

第１５条 乳児等通園支援事業者は、利用乳幼児の使用する設備、食器等又は飲用

に供する水について、衛生的な管理に努め、又は衛生上必要な措置を講じなけれ

ばならない。

２ 乳児等通園支援事業者は、乳児等通園支援事業所において感染症又は食中毒が

発生し、又はまん延しないように、職員に対し、感染症及び食中毒の予防及びま

ん延の防止のための研修並びに感染症の予防及びまん延の防止のための訓練を定

期的に行うよう努めなければならない。

３ 乳児等通園支援事業者は、乳児等通園支援事業所に必要な医薬品その他の医療

品を備えるとともに、それらの管理を適正に行わなければならない。

（食事）

第１６条 乳児等通園支援事業者は、利用乳幼児に食事を提供する場合（乳児等通

園支援事業所外で調理し運搬する方法による場合を含む。）には、当該乳児等通



園支援事業所において行うことが必要な調理のための加熱、保存等の調理機能を

有する設備を備えなければならない。

（運営規程）

第１７条 乳児等通園支援事業者は、乳児等通園支援事業所ごとに、次に掲げる乳

児等通園支援事業の運営についての重要事項に関する規程を定めておかなければ

ならない。

(１) 乳児等通園支援事業の目的及び運営の方針

(２) その提供する乳児等通園支援の内容

(３) 職員の職種、員数及び職務の内容

(４) 乳児等通園支援の提供を行う日及び時間並びに提供を行わない日

(５) 利用乳幼児の保護者から受領する費用の種類、その額及び支払を求める理

由

(６) 乳児及び幼児の区分ごとの利用定員

(７) 乳児等通園支援事業の利用の開始及び終了に関する事項並びに利用に当た

っての留意事項

(８) 緊急時等における対応方法

(９) 非常災害対策

(１０) 虐待の防止のための措置に関する事項

(１１) その他乳児等通園支援事業の運営に関する重要事項

（帳簿の整備）

第１８条 乳児等通園支援事業者は、乳児等通園支援事業所ごとに、職員、財産、

収支及び利用乳幼児の処遇の状況を明らかにする帳簿を整備しておかなければな

らない。

（秘密保持等）

第１９条 乳児等通園支援事業者の職員は、正当な理由がなく、その業務上知り得

た利用乳幼児又はその家族の秘密を漏らしてはならない。

２ 乳児等通園支援事業者は、職員であった者が、正当な理由がなく、その業務上

知り得た利用乳幼児又はその家族の秘密を漏らすことがないよう、必要な措置を

講じなければならない。

（苦情への対応）



第２０条 乳児等通園支援事業者は、その行った乳児等通園支援に関する利用乳幼

児又はその保護者等からの苦情に迅速かつ適切に対応するために、苦情を受け付

けるための窓口を設置する等の必要な措置を講じなければならない。

２ 乳児等通園支援事業者は、その行った乳児等通園支援に関し、区からの指導又

は助言を受けた場合は、当該指導又は助言に従って必要な改善を行わなければな

らない。

（乳児等通園支援の内容）

第２１条 乳児等通園支援事業者は、児童福祉施設の設備及び運営に関する基準

（昭和２３年厚生省令第６３号）第３５条の規定に基づき保育所における保育の

内容について内閣総理大臣が定める指針に準じ、乳児等通園支援事業の特性に留

意して、利用乳幼児及びその保護者の心身の状況等に応じた乳児等通園支援を提

供しなければならない。

（保護者との連絡）

第２２条 乳児等通園支援事業者は、利用乳幼児の保護者と密接な連絡をとり、乳

児等通園支援の内容等につき、当該保護者の理解及び協力を得るよう努めなけれ

ばならない。

（乳児等通園支援事業の区分）

第２３条 乳児等通園支援事業は、一般型乳児等通園支援事業及び余裕活用型乳児

等通園支援事業に区分する。

２ 一般型乳児等通園支援事業とは、乳児等通園支援事業であって、次項に規定す

る余裕活用型乳児等通園支援事業に該当しないものをいう。

３ 余裕活用型乳児等通園支援事業とは、保育所若しくは認定こども園又は家庭的

保育事業等（居宅訪問型保育事業を除く。第２６条第４号において同じ。）を行

う事業所において、当該施設又は事業を利用する児童の数（以下この項において

「利用児童数」という。）が当該施設又は当該事業に係る利用定員の総数に満た

ない場合に、当該利用定員の総数から当該利用児童数を減じた数以下の数の乳幼

児を対象として行う乳児等通園支援事業をいう。

（一般型乳児等通園支援事業所の設備の基準）

第２４条 一般型乳児等通園支援事業を行う事業所（以下「一般型乳児等通園支援

事業所」という。）の設備は、規則で定める基準を満たさなければならない。



（一般型乳児等通園支援事業所の職員）

第２５条 一般型乳児等通園支援事業所には、乳児等通園支援従事者（保育士又は

区長が行う研修（区長が指定する都道府県知事その他の機関が行う研修を含

む。）を修了した者をいう。以下この条において同じ。）を置かなければならな

い。

２ 一般型乳児等通園支援事業所において、乳児等通園支援従事者の数は、乳児お

おむね３人につき１人以上、満１歳以上満３歳に満たない幼児おおむね６人につ

き１人以上とし、そのうち半数以上は保育士とする。ただし、一般型乳児等通園

支援事業所１か所につき２人を下回ることはできない。

３ 乳児等通園支援従事者は、専ら当該一般型乳児等通園支援事業に従事する者で

なければならない。ただし、次の各号のいずれかに該当する場合であって、当該

乳児等通園支援従事者のうち１人以上が専ら当該一般型乳児等通園支援事業に従

事する者であるときは、この限りでない。

(１) 当該一般型乳児等通園支援事業と保育所、幼稚園、認定こども園その他の

施設又は家庭的保育事業、小規模保育事業その他の事業（以下この号及び次号

において「保育所等」という。）とが一体的に運営されている場合であって、

当該一般型乳児等通園支援事業を行うに当たって当該保育所等の職員（保育そ

の他の子育て支援に従事する職員に限る。）による支援を受けることができ、

かつ、専ら当該一般型乳児等通園支援事業に従事する職員が保育士であるとき。

(２) 当該一般型乳児等通園支援事業を利用している乳幼児の人数が３人以下で

ある場合であって、保育所等を利用している乳幼児の保育が現に行われている

乳児室、ほふく室、保育室又は遊戯室において当該一般型乳児等通園支援事業

が行われ、かつ、当該一般型乳児等通園支援事業を行うに当たって当該保育所

等の保育士による支援を受けることができるとき。

（余裕活用型乳児等通園支援事業所の設備及び職員の基準）

第２６条 余裕活用型乳児等通園支援を行う事業所の設備及び職員の基準は、次の

各号に掲げる余裕活用型乳児等通園支援事業が行われる施設又は事業所の区分に

応じ、当該各号に定める基準を満たさなければならない。

(１) 保育所 東京都児童福祉施設の設備及び運営の基準に関する条例（平成２

４年東京都条例第４３号）に定める保育所の設備及び職員の基準



(２) 幼保連携型認定こども園以外の認定こども園 東京都認定こども園の認定

要件に関する条例（平成１８年東京都条例第１７４号）に定める幼保連携型認

定こども園以外の認定こども園の設備及び職員の基準

(３) 幼保連携型認定こども園 東京都幼保連携型認定こども園の学級の編制、

職員、設備及び運営の基準に関する条例（平成２６年東京都条例第１２２号）

に定める幼保連携型認定こども園の設備及び職員の基準

(４) 家庭的保育事業等を行う事業所 杉並区家庭的保育事業等の設備及び運営

の基準に関する条例（平成２６年杉並区条例第２７号）に定める家庭的保育事

業等を行う事業所の設備及び職員の基準

（電磁的記録）

第２７条 乳児等通園支援事業者及びその職員は、記録、作成、保存その他これら

に類するもののうち、この条例の規定において書面等（書面、書類、文書、謄本、

抄本、正本、副本、複本その他文字、図形等人の知覚によって認識することがで

きる情報が記載された紙その他の有体物をいう。以下この条において同じ。）で

行うことが規定されている又は想定されるものについては、当該書面等に代えて、

当該書面等に係る電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によって

は認識することができない方式で作られる記録であって、電子計算機による情報

処理の用に供されるものをいう。）により行うことができる。

（委任）

第２８条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。

附 則

この条例は、令和７年４月１日から施行する。



杉並区附属機関の構成員の報酬及び費用弁償に関する条例の一部を改正する条例

を公布する。

令和７年３月１９日

杉並区長 岸 本 聡 子

杉並区条例第８号

杉並区附属機関の構成員の報酬及び費用弁償に関する条例の一部を改正する

条例

杉並区附属機関の構成員の報酬及び費用弁償に関する条例（昭和５０年杉並区条

例第３１号）の一部を次のように改正する。

別表区長の部杉並区民生委員推せん会の項から杉並区国民健康保険事業の運営に

関する協議会の項までの規定中「１４，５００円」を「１７，５００円」に、「１

２，０００円」を「１５，０００円」に改め、同部杉並区防災会議の項中「１２，

０００円」を「１５，０００円」に改め、同部杉並区特別職報酬等審議会の項及び

杉並区都市計画審議会の項中「１４，５００円」を「１７，５００円」に、「１２，

０００円」を「１５，０００円」に改め、同部杉並区大気汚染障害者認定審査会の

項及び杉並区情報公開・個人情報保護審査会の項中「１９，０００円」を「２１，

０００円」に、「１６，５００円」を「１８，５００円」に改め、同部杉並区情報

公開・個人情報保護審議会の項中「１４，５００円」を「１７，５００円」に、

「１２，０００円」を「１５，０００円」に改め、同部杉並区建築紛争調停委員会

の項中「１９，０００円」を「２１，０００円」に、「１６，５００円」を「１８，

５００円」に改め、同部杉並区建築審査会の項中「１９，０００円」を「２１，０

００円」に、
「委員日額 １６，５００円

を「委員日額及び専門調査員日
専門調査員日額 １６，５００円」

額 １８，５００円」に改め、同部杉並区自転車等駐車対策協議会の項中「１４，

５００円」を「１７，５００円」に、「１２，０００円」を「１５，０００円」に

改め、同部杉並区感染症の診査に関する協議会の項中「１９，０００円」を「２１，

０００円」に、「１６，５００円」を「１８，５００円」に改め、同部杉並区介護



認定審査会の項中「会長」を「会長日額」に改め、同部杉並区介護保険運営協議会

の項から杉並区生活安全協議会の項までの規定及び同部杉並区環境清掃審議会の項

中「１４，５００円」を「１７，５００円」に、「１２，０００円」を「１５，０

００円」に改め、同部杉並区国民保護協議会の項中「１２，０００円」を「１５，

０００円」に改め、同部杉並区障害者介護給付費等の支給に関する審査会の項中

「会長」を「会長日額」に、「１９，０００円」を「２１，０００円」に、「１６，

５００円」を「１８，５００円」に改め、同部杉並区まちづくり景観審議会の項か

ら杉並区子ども・子育て会議の項までの規定及び同部杉並区表彰審査会の項から杉

並区空家等対策協議会の項までの規定中「１４，５００円」を「１７，５００円」

に、「１２，０００円」を「１５，０００円」に改め、同部杉並区行政不服審査会

の項から杉並区災害弔慰金等支給審査会の項までの規定中「１９，０００円」を

「２１，０００円」に、「１６，５００円」を「１８，５００円」に改め、同部杉

並区公契約審議会の項から杉並区ジェンダー平等に関する審議会の項までの規定及

び同表教育委員会の部杉並区文化財保護審議会の項から杉並区立郷土博物館運営協

議会の項までの規定中「１４，５００円」を「１７，５００円」に、「１２，００

０円」を「１５，０００円」に改め、同部杉並区いじめ問題対策委員会の項中「１

４，５００円」を「２１，０００円」に、「１２，０００円」を「１８，５００

円」に改め、同表区長又は教育委員会の部杉並区プロポーザル選定委員会の項中

「１９，０００円」を「２１，０００円」に、「１６，５００円」を「１８，５０

０円」に改める。

附 則

１ この条例は、令和７年４月１日から施行する。

２ 改正後の別表の規定は、この条例の施行の日以後の勤務に係る報酬について適

用し、同日前の勤務に係る報酬については、なお従前の例による。
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報酬額改定一覧表

報 酬 の 額
附属機関の名称

改 正 後 現 行

杉並区民生委員 委員長日額 １７，５００円 委員長日額 １４，５００円

推せん会 委員日額 １５，０００円 委員日額 １２，０００円

杉並区財産価格 会長日額 １７，５００円 会長月額 １４，５００円

審議会 委員日額 １５，０００円 委員日額 １２，０００円

杉並区青少年問 会長日額 １７，５００円 会長日額 １４，５００円

題協議会 委員日額 １５，０００円 委員日額 １２，０００円

杉並区国民健康 会長日額 １７，５００円 会長日額 １４，５００円

保険事業の運営 委員日額 １５，０００円 委員日額 １２，０００円

に関する協議会

杉並区防災会議 日額 １５，０００円 日額 １２，０００円

杉並区特別職報 会長日額 １７，５００円 会長日額 １４，５００円

酬等審議会 委員日額 １５，０００円 委員日額 １２，０００円

杉並区都市計画 会長日額 １７，５００円 会長日額 １４，５００円

審議会 委員日額 １５，０００円 委員日額 １２，０００円

杉並区大気汚染 会長日額 ２１，０００円 会長日額 １９，０００円

障害者認定審査 委員日額 １８，５００円 委員日額 １６，５００円

会

杉並区情報公開 会長日額 ２１，０００円 会長日額 １９，０００円

・個人情報保護 委員日額 １８，５００円 委員日額 １６，５００円

審査会

杉並区情報公開 会長日額 １７，５００円 会長日額 １４，５００円

・個人情報保護 委員日額 １５，０００円 委員日額 １２，０００円

審議会

杉並区建築紛争 会長日額 ２１，０００円 会長日額 １９，０００円

調停委員会 委員日額 １８，５００円 委員日額 １６，５００円

杉並区建築審査 会長日額 ２１，０００円 会長日額 １９，０００円

会 委員日額及び専門調査員日額 委員日額及び専門調査員日額

１８，５００円 １６，５００円

杉並区自転車等 会長日額 １７，５００円 会長日額 １４，５００円

駐車対策協議会 委員日額 １５，０００円 委員日額 １２，０００円

杉並区感染症の 委員長日額 ２１，０００円 委員長日額 １９，０００円

資 料
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診査に関する協 委員日額 １８，５００円 委員日額 １６，５００円

議会

杉並区介護保険 会長日額 １７，５００円 会長日額 １４，５００円

運営協議会 委員日額 １５，０００円 委員日額 １２，０００円

杉並区特定商業 会長日額 １７，５００円 会長日額 １４，５００円

施設の出店及び 委員日額 １５，０００円 委員日額 １２，０００円

営業に伴う住宅

地環境審議会

杉並区ＮＰＯ等 会長日額 １７，５００円 会長日額 １４，５００円

活動推進協議会 委員日額 １５，０００円 委員日額 １２，０００円

杉並区名誉区民 会長日額 １７，５００円 会長日額 １４，５００円

審議会 委員日額 １５，０００円 委員日額 １２，０００円

杉並区生活安全 会長日額 １７，５００円 会長日額 １４，５００円

協議会 委員日額 １５，０００円 委員日額 １２，０００円

杉並区環境清掃 会長日額 １７，５００円 会長日額 １４，５００円

審議会 委員日額 １５，０００円 委員日額 １２，０００円

杉並区国民保護 日額 １５，０００円 日額 １２，０００円

協議会

杉並区障害者介 会長日額及び合議体の長日額 会長日額及び合議体の長日額

護給付費等の支 ２１，０００円 １９，０００円

給に関する審査 委員日額 １８，５００円 委員日額 １６，５００円

会

杉並区まちづく 会長日額 １７，５００円 会長日額 １４，５００円

り景観審議会 委員日額 １５，０００円 委員日額 １２，０００円

杉並区文化・芸 会長日額 １７，５００円 会長日額 １４，５００円

術振興審議会 委員日額 １５，０００円 委員日額 １２，０００円

杉並区産業振興 会長日額 １７，５００円 会長日額 １４，５００円

審議会 委員日額 １５，０００円 委員日額 １２，０００円

杉並区子ども・ 会長日額 １７，５００円 会長日額 １４，５００円

子育て会議 委員日額 １５，０００円 委員日額 １２，０００円

杉並区表彰審査 会長日額 １７，５００円 会長日額 １４，５００円

会 委員日額 １５，０００円 委員日額 １２，０００円

杉並区健康づく 会長日額 １７，５００円 会長日額 １４，５００円

り推進協議会 委員日額 １５，０００円 委員日額 １２，０００円

杉並区空家等対 会長日額 １７，５００円 会長日額 １４，５００円
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策協議会 委員日額 １５，０００円 委員日額 １２，０００円

杉並区行政不服 会長日額 ２１，０００円 会長日額 １９，０００円

審査会 委員日額 １８，５００円 委員日額 １６，５００円

杉並区狭あい道 会長日額 ２１，０００円 会長日額 １９，０００円

路の拡幅に関す 委員日額 １８，５００円 委員日額 １６，５００円

る協議会

杉並区がん検診 会長日額 ２１，０００円 会長日額 １９，０００円

精度管理審議会 委員日額 １８，５００円 委員日額 １６，５００円

杉並区胃内視鏡 会長日額 ２１，０００円 会長日額 １９，０００円

検査による胃が 委員日額 １８，５００円 委員日額 １６，５００円

ん検診精度管理

審議会

杉並区災害弔慰 会長日額 ２１，０００円 会長日額 １９，０００円

金等支給審査会 委員日額 １８，５００円 委員日額 １６，５００円

杉並区公契約審 会長日額 １７，５００円 会長日額 １４，５００円

議会 委員日額 １５，０００円 委員日額 １２，０００円

杉並区地域公共 会長日額 １７，５００円 会長日額 １４，５００円

交通活性化協議 委員日額 １５，０００円 委員日額 １２，０００円

会

杉並区ジェンダ 会長日額 １７，５００円 会長日額 １４，５００円

ー平等に関する 委員日額 １５，０００円 委員日額 １２，０００円

審議会

杉並区文化財保 会長日額 １７，５００円 会長日額 １４，５００円

護審議会 委員日額 １５，０００円 委員日額 １２，０００円

杉並区立図書館 会長日額 １７，５００円 会長日額 １４，５００円

協議会 委員日額 １５，０００円 委員日額 １２，０００円

杉並区社会教育 議長日額 １７，５００円 議長日額 １４，５００円

委員 委員日額 １５，０００円 委員日額 １２，０００円

杉並区立郷土博 会長日額 １７，５００円 会長日額 １４，５００円

物館運営協議会 委員日額 １５，０００円 委員日額 １２，０００円

杉並区いじめ問 会長日額 ２１，０００円 会長日額 １４，５００円

題対策委員会 委員日額 １８，５００円 委員日額 １２，０００円

杉並区プロポー 会長日額 ２１，０００円 会長日額 １９，０００円

ザル選定委員会 委員日額 １８，５００円 委員日額 １６，５００円

資 料



杉並区行政財産使用料条例の一部を改正する条例を公布する。

令和７年３月１９日

杉並区長 岸 本 聡 子

杉並区条例第９号

杉並区行政財産使用料条例の一部を改正する条例

杉並区行政財産使用料条例（昭和５０年杉並区条例第４４号）の一部を次のよう

に改正する。

別表第３中

「
１箇所当たり １，３７５円

１台当たり ９５６円

同 ２，１５４円

同 ３，３５１円

１本当たり １，８５６円

１メートル当たり １３７円

同 １６５円

同 ４１２円

同 ８２５円

１平方メートル当たり １，３７５円

１本当たり １，１００円 を

１メートル当たり １６５円

同 ４１２円

同 ８２５円

１箇所当たり １，３７５円

同 ５５０円

１平方メートル当たり １，０３８円
（地上露出部分）

同 ４１２円
（地下部分）



同 ６８７円

同 １，１８４円
」

「
１か所当たり １，４３２円

１台当たり ９９４円

同 ２，２４０円

同 ３，４８５円

１本当たり １，９３３円

１メートル当たり １４３円

同 １７１円

同 ４２９円

同 ８５９円

１平方メートル当たり １，４３２円

１本当たり １，１４５円 に改める。

１メートル当たり １７１円

同 ４２９円

同 ８５９円

１か所当たり １，４３２円

同 ５７２円

１平方メートル当たり １,２４５円
（地上露出部分）

同 ４２９円
（地下部分）

同 ７１６円

同 １，４２０円
」

附 則

１ この条例は、令和７年４月１日から施行する。

２ この条例による改正後の杉並区行政財産使用料条例の規定は、この条例の施行

の日以後に使用の許可を受ける者の使用料について適用し、同日前に使用の許可



を受けた者の使用料については、なお従前の例による。
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別表第３ 改定資料

（改定後） （現 行）

区 分 使用料の額（月額） 使用料の額（月額）

公衆電話所 １か所当たり １か所当たり
１，４３２円 １，３７５円

自動 小型（０．５平方メートル １台当たり １台当たり
販売 未満） ９９４円 ９５６円
機等

中型（０．５平方メートル 同 同
以上１平方メートル未満） ２，２４０円 ２，１５４円

大 型 （ １ 平 方 メ ー ト ル 以 同 同
上） ３，４８５円 ３，３５１円

電柱 本柱、支柱又は支線 １本当たり １本当たり
等 １，９３３円 １，８５６円

電線 １メートル当たり １メートル当たり
１４３円 １３７円

地下 外径４０センチメートル未 同 同
電線 満のもの １７１円 １６５円

外径４０センチメートル以 同 同
上１メートル未満のもの ４２９円 ４１２円

外径１メートル以上のもの 同 同
８５９円 ８２５円

鉄塔 １平方メートル当た １平方メートル当た
り り
１，４３２円 １，３７５円

標識 １本当たり １本当たり
１，１４５円 １，１００円

水道 外径４０センチメートル未 １メートル当たり １メートル当たり
管、 満のもの １７１円 １６５円
下水
道 外径４０センチメートル以 同 同
管、 上１メートル未満のもの ４２９円 ４１２円
ガス
管 外径１メートル以上のもの 同 同

８５９円 ８２５円

変圧塔、マンホールの類 １か所当たり １か所当たり
１，４３２円 １，３７５円

郵便差出箱又は信書便差出箱 同 同
５７２円 ５５０円

地下の占用物件 １平方メートル当た １平方メートル当た
り り

資 料
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１，２４５円 １，０３８円
（地上露出部分） （地上露出部分）

同 同
４２９円 ４１２円
（地下部分） （地下部分）

高架の占用物件 同 同
７１６円 ６８７円

天体、気象又は土地の観測施設 同 同
１，４２０円 １，１８４円



杉並区役所庁舎整備基金条例を公布する。

令和７年３月１９日

杉並区長 岸 本 聡 子

杉並区条例第１０号

杉並区役所庁舎整備基金条例

（設置）

第１条 区役所庁舎の整備資金に充てるため、杉並区役所庁舎整備基金（以下「基

金」という。）を設置する。

（積立額）

第２条 基金として積み立てる額は、一般会計歳入歳出予算で定める額とする。

（管理）

第３条 基金に属する現金は、金融機関への預金その他最も確実かつ有利な方法に

より保管しなければならない。

２ 基金に属する現金は、必要に応じ、最も確実かつ有利な有価証券に代えること

ができる。

（運用益金の処理）

第４条 基金の運用から生ずる収益は、一般会計歳入歳出予算に計上して、この基

金に編入するものとする。

（繰替運用）

第５条 区長は、財政上必要があると認めるときは、確実な繰戻しの方法、期間及

び利率を定めて、基金に属する現金を歳計現金に繰り替えて運用することができ

る。

（処分）

第６条 基金は、第１条に規定する基金の設置目的を達成するための経費の財源に

充てる場合に限り、その全部又は一部を処分することができる。

（委任）

第７条 この条例に定めるものを除くほか、基金の管理に関し必要な事項は、区長



が定める。

附 則

この条例は、令和７年４月１日から施行する。



杉並区子どもの権利に関する条例を公布する。

令和７年３月１９日

杉並区長 岸 本 聡 子

杉並区条例第１１号

杉並区子どもの権利に関する条例

目次

前文

第１章 総則（第１条―第３条）

第２章 子どもの権利の保障等（第４条・第５条）

第３章 区の責務及び保護者、子ども関係施設等、区民等の役割（第６条―第

１０条）

第４章 子どもの権利の保障に関する施策等（第１１条―第１８条）

第５章 杉並区子どもの権利救済委員（第１９条―第２５条）

第６章 委任（第２６条）

附則

子どもは、生まれながらにして、一人の人間として尊重される、かけがえのない

存在です。

全ての子どもは、児童の権利に関する条約に定められた権利が保障されています。

この子どもの権利は、何かと引き換えに保障されるものではありません。

しかしながら、子どもを取り巻く環境が変化する中で、自分らしく生きることの

難しさや、いじめ、虐待、貧困等による様々な困難を抱える子どももおり、子ども

の権利が十分に保障されているとは言い難い状況にあります。

大人は、子どもをただ守られる存在としてではなく、社会の一員として尊重し、

子どもが安心して健やかに成長できるようにする役割を担っています。

全ての大人は、子どもと子どもの権利について理解を深めるとともに、子どもの

思い・考え・意見を聴き、真剣に受け止め、保護者、区民及び事業者等それぞれの

立場で役割を積極的に果たすことを通じて、地域全体で子どもの権利の保障に取り



組んでいくことが必要です。

このような考えの下、子どもが、権利の主体として尊重され、安心して暮らすこ

とができる地域社会の実現を目指し、この条例を制定します。

第１章 総則

（目的）

第１条 この条例は、児童の権利に関する条約、こども基本法（令和４年法律第７

７号）及び東京都こども基本条例（令和３年東京都条例第５１号）の精神にのっ

とり、子どもの権利の保障に関し、基本理念を定め、杉並区（以下「区」とい

う。）、保護者、子ども関係施設、区民（区内に住み、働き、又は学ぶ者をいう。

以下同じ。）及び事業者（区内において、事業活動を行うものをいう。以下同

じ。）の責務等を明らかにし、子どもの権利の保障に関する施策の基本となる事

項を定めることにより、子どもが、権利の主体として尊重され、安心して暮らす

ことができる地域社会の実現に寄与することを目的とする。

（定義）

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に

定めるところによる。

(１) 子ども １８歳に満たない者（その心身の状況、その置かれている環境等

を踏まえ、当該者に準ずると認められる者を含む。）であって、区内に居住し、

区内において就労し、又は区内にある子ども関係施設に就学し、入所し、若し

くは通所し、若しくは当該子ども関係施設を利用するものをいう。

(２) 保護者 親その他の親権を行う者、未成年後見人、里親その他の者で、子

どもを現に監護し、又は養育するものをいう。

(３) 子ども関係施設 学校教育法（昭和２２年法律第２６号）に規定する学校、

専修学校又は各種学校、児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）に規定する

児童福祉施設その他の子どもを教育し、又は育成することを目的とする施設又

は事業を行う者をいう。

（基本理念）

第３条 子どもに関する施策は、全ての子どもについて、差別的取扱いを受けるこ

とがないようにすること、その意見を尊重すること、その最善の利益を考慮する



こと及びその健やかな成長が図られることを基本理念として行われなければなら

ない。

第２章 子どもの権利の保障等

（子どもの権利の保障）

第４条 全ての子どもは、次の各号に掲げる区分に応じ、それぞれ当該各号に定め

る権利その他の権利を有する。

(１) 安心して生きる権利 次のアからエまでに定めること。

ア 生命及び健康が大切にされること。

イ その人格を尊重され、愛されること。

ウ 私生活の秘密が侵されず、他人から過度に干渉を受けないこと。

エ 安心できる居場所を確保することができること。

(２) 自分らしく生きる権利 次のア及びイに定めること。

ア 一人ひとりが個人として尊重されること。

イ その興味又は関心等に応じた活動に取り組むことができること。

(３) 育つ権利 次のアからウまでに定めること。

ア 必要な支援を受けながら、多様かつ適切な環境で学ぶことができること。

イ 年齢及び発達の程度に応じて遊ぶことができること。

ウ 十分に休息することができること。

(４) 意見を聴かれる権利 次のアからウまでに定めること。

ア 必要な情報を得て、意見を表明することができること。

イ 表明した意見が尊重されること。

ウ 多様な社会的活動に参画することができること。

(５) 守られる権利 次のア及びイに定めること。

ア 暴力、虐待、いじめ、体罰その他の子どもの品位を傷つけ、又はその心身

の健全な発達に有害な影響を及ぼす言動（以下「暴力等」という。）から保

護されること。

イ 暴力等による被害を受けた場合に、適切かつ迅速に支援及び救済を受ける

ことができること。

(６) 個別の必要に応じて支援を受ける権利 次のア及びイに定めること。



ア 子ども及びその家族の国籍、民族、性別、性自認、性的指向、財産の状況、

障害の有無その他の属性又は状況により分け隔てられることなく共生できる

こと。

イ その置かれている状況に応じ必要な支援を受けることができること。

２ 何人も、前項の子どもの権利を尊重しなければならない。

（暴力等の禁止等）

第５条 何人も、子どもに対して、暴力等をしてはならない。

２ 前項に定めるもののほか、何人も、子どもに対して、不当な差別的取扱いその

他の権利利益を不当に侵害する行為をしてはならない。

第３章 区の責務及び保護者、子ども関係施設等、区民等の役割

（区の責務）

第６条 区は、第３条に規定する基本理念（以下「基本理念」という。）にのっと

り、子どもの権利の保障に関する施策を総合的に策定し、及び実施する責務を有

する。

（保護者の役割）

第７条 保護者は、基本理念にのっとり、子どもの権利について関心と理解を深め

るとともに、区が実施する子どもの権利の保障に関する施策に協力するよう努め

るものとする。

２ 保護者は、その監護し、又は養育する子どもの意見を聴き、これを尊重しつつ、

その最善の利益を優先して考慮するよう努めるものとする。

３ 保護者は、その監護し、又は養育する子どもが安心して安全に暮らすことがで

きる生活環境の確保に努めるものとする。

（子ども関係施設等の役割）

第８条 子ども関係施設及びその職員は、基本理念にのっとり、子どもの権利につ

いて関心と理解を深めるとともに、区が実施する子どもの権利の保障に関する施

策に協力するよう努めるものとする。

２ 子ども関係施設及びその職員は、子どもの意見を適切な方法により把握し、こ

れを尊重して施設の運営を行うよう努めるものとする。

３ 子ども関係施設及びその職員は、子どもが安心して安全に過ごすことができる



環境を整備するよう努めるものとする。

４ 子ども関係施設及びその職員は、子どもの権利について子どもに周知を図ると

ともに、子どもからの相談に対応する体制を整備するよう努めるものとする。

（区民の役割）

第９条 区民は、基本理念にのっとり、子どもの権利について関心と理解を深め、

子どもの意見を尊重し、子どもが社会的活動に参画する機会を確保するとともに、

区が実施する子どもの権利の保障に関する施策に協力するよう努めるものとする。

（事業者の役割）

第１０条 事業者は、基本理念にのっとり、子どもの権利について関心と理解を深

め、区が実施する子どもの権利の保障に関する施策に協力するとともに、その雇

用する労働者の職業生活及び家庭生活の充実が図られるよう、必要な雇用環境の

整備に努めるものとする。

第４章 子どもの権利の保障に関する施策等

（子どもの権利の保障に関する施策についての計画及び検証）

第１１条 区は、子どもの権利の保障に関する施策についての計画を定めるものと

する。

２ 区は、子どもの権利の保障に関する施策の実施状況について検証し、改善を図

るものとする。

３ 第１項の規定による計画の策定及び前項の規定による検証に当たっては、子ど

も及び杉並区子ども・子育て会議の意見を聴かなければならない。

（相談体制の整備）

第１２条 区は、子どもの権利に関し子ども及びその保護者その他の関係者が利用

しやすい相談体制の整備その他の必要な措置を講ずるものとする。

（暴力等の防止等のための措置）

第１３条 区は、暴力等の防止、暴力等を受けた者等に対する相談の実施及び暴力

等を受けた者の救済のために必要な措置を講ずるものとする。

（子どもの居場所の確保）

第１４条 区は、子どもの年齢及び発達の程度、その置かれている環境等に応じて、

必要な居場所が確保されるよう、必要な環境の整備その他の必要な措置を講ずる



ものとする。

（子どもの意見表明等）

第１５条 区は、子どもが必要な情報を得て意見を表明する機会を確保し、その意

見を尊重するとともに、その意見がどのように考慮されたかについて子どもが理

解できるよう必要な措置を講ずるものとする。

２ 区は、子どもが意見を形成し、又は表明するために必要な支援を行うものとす

る。

３ 区は、子どもがその年齢及び発達の程度に応じて多様な社会的活動に参画する

機会が確保されるよう、必要な環境の整備その他の必要な措置を講ずるものとす

る。

（子どもの権利に関する啓発活動及び支援）

第１６条 区は、子どもの権利について、子どもが理解を深められるよう、必要な

広報その他の啓発活動に努めるとともに、これを学習するための必要な支援を行

うものとする。

２ 区は、子どもの権利について、保護者、子ども関係施設及びその職員、区民並

びに事業者の理解を深めるため、必要な広報その他の啓発活動を行うものとする。

（子ども等に対する支援等）

第１７条 区は、子どもの年齢及び発達の程度、その置かれている環境等に応じて、

子ども及びその保護者に対し、必要な支援を行うものとする。

２ 区は、子ども及びその保護者が地域社会から孤立することのないよう、地域に

おいて子ども及びその保護者を見守るための体制の整備その他の必要な措置を講

ずるものとする。

３ 区は、子ども関係施設が実施する子どもの権利を保障するための取組に対し、

必要な支援を行うものとする。

（関係者相互の連携の確保）

第１８条 区は、子どもに関する施策が適切かつ円滑に行われるよう、子どもに関

する施策に関係する機関及び地域において子どもに関する支援を行う民間団体相

互の有機的な連携の確保に努めなければならない。

第５章 杉並区子どもの権利救済委員



（設置）

第１９条 子どもの権利の侵害からの速やかな救済を図るため、区長の附属機関と

して、杉並区子どもの権利救済委員（以下「委員」という。）を置く。

２ 委員の職務は、次のとおりとする。

(１) 子どもの権利についての相談に応じ、必要な助言及び支援を行うこと。

(２) 子どもの権利の侵害について、必要な調査、調整及び要請を行うこと。

(３) 子どもの権利の侵害を防ぐため、区長に意見を述べること。

(４) 子どもの権利に関する啓発活動を行うこと。

３ 委員は、３人以内とし、人格が高潔で社会的信望があり、子どもの権利に関し

優れた識見を有する者のうちから、区長が委嘱する。

４ 委員の任期は、２年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間

とする。

５ 委員は、再任されることができる。ただし、任期が連続して３期を超えること

となるときは、この限りでない。

６ 委員は、それぞれ独立してその職務を行う。ただし、特に困難な相談又は救済

の申立ての処理その他必要な場合については、合議によることができる。

７ 区は、委員の職務の遂行について、その独立性を尊重するとともに、必要な体

制の整備等の協力及び援助を行わなければならない。

（解嘱）

第２０条 区長は、委員が心身の故障のため職務の遂行に堪えないと認めるとき、

又は委員に職務上の義務違反その他委員としてふさわしくない行為があると認め

るときは、解嘱することができる。

２ 委員は、前項の規定による場合を除くほか、その意に反して解嘱されることが

ない。

（責務）

第２１条 委員は、基本理念にのっとり、子どもの意見を聴き、その意見を尊重し

て職務を遂行しなければならない。

２ 委員は、子どもの権利の侵害からの速やかな救済を図るため、公正かつ中立な

立場で適切かつ迅速に職務を遂行しなければならない。



３ 委員は、関係機関等との連携を図り、職務の円滑な遂行に努めなければならな

い。

４ 委員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後も、同

様とする。

５ 委員は、その地位を政党又は政治的目的のために利用してはならない。

６ 委員は、自己に関係のある事案については、その職務を行ってはならない。

（相談及び救済の申立て）

第２２条 何人も、子どもの権利について、委員に対し、相談及び救済の申立てを

行うことができる。

（調査及び調整）

第２３条 委員は、前条の規定による救済の申立てがあった場合その他必要がある

と認めた場合には、その内容について調査を行うものとする。ただし、規則で定

める事由に該当する場合においては、この限りでない。

２ 委員は、救済に係る子ども又はその保護者からの救済の申立てに基づき前項の

調査を行う場合を除き、調査を行うときは、当該子ども又はその保護者の同意を

得なければならない。ただし、その子どもの生命及び心身を守るために必要があ

る場合において、その子どもが置かれている状況等を考慮し、同意を得ることが

困難であると認めるときは、この限りでない。

３ 委員は、調査を開始した後において、その必要がないと認めるときは、調査を

打ち切ることができる。

４ 委員は、調査の結果、必要があると認めるときは、子どもの権利の侵害からの

救済を図るため、必要な調整を行うことができる。

（要請）

第２４条 委員は、調査又は調整の結果、必要があると認めるときは、関係者に対

し、是正の措置を講ずるよう要請することができる。

２ 区は、前項の規定による要請を受けたときは、これを尊重し、適切に対応しな

ければならない。

３ 区は、第１項の規定による要請を受けたときは、委員に対し、是正の措置の状

況を報告しなければならない。



４ 区以外の者は、第１項の規定による要請を受けたときは、これを尊重し、適切

に対応するよう努めるものとする。

（活動状況の報告及び公表）

第２５条 委員は、毎年度、その活動の状況について、区長に報告するとともに、

これを公表しなければならない。

第６章 委任

第２６条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。

附 則

１ この条例は、令和７年４月１日から施行する。ただし、第１９条第２項第１号

から第３号まで及び第２２条から第２４条までの規定は、公布の日から起算して

９月を超えない範囲内において規則で定める日から施行する。

２ 杉並区附属機関の構成員の報酬及び費用弁償に関する条例（昭和５０年杉並区

条例第３１号）の一部を次のように改正する。

別表区長の部に次のように加える。

杉並区子どもの権利救済委員 日額 ２３，０００円



杉並区事務手数料条例の一部を改正する条例を公布する。

令和７年３月１９日

杉並区長 岸 本 聡 子

杉並区条例第１２号

杉並区事務手数料条例の一部を改正する条例

杉並区事務手数料条例（平成１２年杉並区条例第２４号）の一部を次のように改

正する。

別表第１の７４の項中「建築基準法施行令（昭和２５年政令第３３８号）第９条

の３に規定する特定構造計算基準又は特定増改築構造計算基準に適合するかどうか

の審査」を「構造計算に関する高度の専門知識及び技術を有する者として国土交通

省令で定める要件を備える者である建築主事又は建築副主事が、同項各号に規定す

る確認審査」に改め、同項ア中「５，６００円」を「６，９００円」に改め、同項

イ中「９，４００円」を「１３，０００円」に改め、同項ウ中「１４，０００円」

を「２１，０００円」に改め、同項エ中「１９，０００円」を「２５，０００円」

に改め、同項キ中「１０，０００平方メートル」を「１万平方メートル」に改め、

同項ク中「１０，０００平方メートルを超え５０，０００平方メートル」を「１万

平方メートルを超え５万平方メートル」に改め、同項ケ中「５０，０００平方メー

トル」を「５万平方メートル」に改め、同表の８２の項ア中「１１，０００円」を

「１５，０００円」に改め、同項イ中「１２，０００円」を「１７，０００円」に

改め、同項ウ中「１６，０００円」を「２５，０００円」に改め、同項エ中「２３，

０００円」を「３１，０００円」に改め、同表の８６の項ア中「９，９００円」を

「１２，０００円」に改め、同項イ中「１１，０００円」を「１６，０００円」に

改め、同項ウ中「１５，０００円」を「２３，０００円」に改め、同項エ中「２１，

０００円」を「２９，０００円」に改め、同表の９２の２の項ア中「５，６００

円」を「６，９００円」に改め、同項イ中「９，４００円」を「１３，０００円」

に改め、同項ウ中「１４，０００円」を「２１，０００円」に改め、同項エ中「１

９，０００円」を「２５，０００円」に改め、同表の９２の１１の項ア中「１１，



０００円」を「１５，０００円」に改め、同項イ中「１２，０００円」を「１７，

０００円」に改め、同項ウ中「１６，０００円」を「２５，０００円」に改め、同

項エ中「２３，０００円」を「３１，０００円」に改め、同表の９２の１５の項ア

中「９，９００円」を「１２，０００円」に改め、同項イ中「１１，０００円」を

「１６，０００円」に改め、同項ウ中「１５，０００円」を「２３，０００円」に

改め、同項エ中「２１，０００円」を「２９，０００円」に改め、同表の１２２の

６の項中「建築基準法施行令」の次に「（昭和２５年政令第３３８号）」を加え、

同表の１２３の６の項及び１２３の７の項を次のように改める。

１２３の 低炭素 次のア及びイに掲げる区分に応じ、１件につき、次に掲げる額（申請に併せて都市の低炭素化の促 認定
６ 都市 建築物 進に関する法律第５４条第２項の規定に基づく申出があった場合においては、一の建築物につい 申請
の低炭 新築等 て、９２の２の項、９２の３の項、９２の４の項又は９２の５の項に掲げる額（申請に係る計画に のと
素化の 計画認 特定構造計算基準等適合審査をする部分が含まれる場合においては、特定構造計算基準等適合審査 き。
促進に 定申請 をする部分ごとに７７の２の項に掲げる額の手数料を、建築基準法第８７条の４に規定する昇降機
関する 手数料 に係る部分が含まれる場合においては、当該昇降機１基につき９２の７の項又は９２の８の項に掲
法 律 げる額の手数料を加えた額）の手数料を加えた額）
（平成
２４年 ア 都市 (ア) 一戸建ての住宅 ５，８００円
法律第 の低炭
８ ４ 素化の (イ) (ア) (１) 住宅部分（建築物エネ 当該部分の床面積の １１，３００円
号）第 促進に 以外の建 ルギー消費性能基準等を定 合計が３００平方メ
５３条 関する 築物 める省令（平成２８年経済 ートル未満のもの
第１項 法律第 産業省・国土交通省令第１
の規定 ５４条 号。以下「基準省令」とい 当該部分の床面積の ２３，８００円
に基づ 第１項 う。）第１条第２項に規定 合計が３００平方メ
く低炭 各号に する住宅部分をいう。以下 ートル以上２，００
素建築 掲げる 同じ。） ０平方メートル未満
物新築 基準に のもの
等計画 適合す
の認定 ると区 当該部分の床面積の ５２，８００円
の申請 長が定 合計が２，０００平
に対す める機 方メートル以上５，
る審査 関（以 ０００平方メートル

下「適 未満のもの
合性確
認 機 当該部分の床面積の ９４，７００円
関」と 合計が５，０００平
い 方メートル以上１万
う。） 平方メートル未満の
が認め もの
た場合

当該部分の床面積の １１９，０００円
合計が１万平方メー
トルのもの

(２) 非住宅部分（住宅部分 当該部分の床面積の １１，３００円
以外の建築物の部分をい 合計が３００平方メ
う。以下同じ。） ートル未満のもの

当該部分の床面積の １９，５００円
合計が３００平方メ
ートル以上１，００
０平方メートル未満
のもの

当該部分の床面積の ３１，６００円
合計が１，０００平
方メートル以上２，
０００平方メートル
未満のもの

当該部分の床面積の ９４，３００円
合計が２，０００平
方メートル以上５，
０００平方メートル
未満のもの

当該部分の床面積の １４９，０００円
合計が５，０００平
方メートル以上１万
平方メートル未満の



もの

当該部分の床面積の １８８，０００円
合計が１万平方メー
トルのもの

イ ア以 (ア) 一戸 (１) 誘導仕様基準による場 当該住宅の床面積の ２０，７００円
外の場 建ての住 合（基準省令第１０条第２ 合計が２００平方メ
合 宅 号イ（２）及び同号ロ ートル未満のもの

（２）に定める基準による
場合をいう。以下同じ。） 当該住宅の床面積の ２２，２００円

合計が２００平方メ
ートル以上１万平方
メートル以内のもの

(２) 仕様・計算併用法によ 当該住宅の床面積の ３０，１００円
る場合（基準省令第１０条 合計が２００平方メ
第２号イ（１）及び同号ロ ートル未満のもの
（２）又は同号イ（２）及
び同号ロ（１）に定める基 当該住宅の床面積の ３３，２００円
準による場合をいう。以下 合計が２００平方メ
同じ。） ートル以上１万平方

メートル以内のもの

(３) 標準計算法による場合 当該住宅の床面積の ４０，２００円
（基準省令第１０条第２号 合計が２００平方メ
イ（１）及び同号ロ（１） ートル未満のもの
に定める基準による場合を
いう。この項、次項、１２ 当該住宅の床面積の ４４，９００円
３の９の項及び１２３の１ 合計が２００平方メ
０の項において同じ。） ートル以上１万平方

メートル以内のもの

(イ) (ア) (１) 誘導仕様基準による 当該部分の床面積の ３８，７００円
以外の建 住宅 場合 合計が３００平方メ
築物 部分 ートル未満のもの

当該部分の床面積の ６６，９００円
合計が３００平方メ
ートル以上２，００
０平方メートル未満
のもの

当該部分の床面積の １２０，０００円
合計が２，０００平
方メートル以上５，
０００平方メートル
未満のもの

当該部分の床面積の １８３，０００円
合計が５，０００平
方メートル以上１万
平方メートル以内の
もの

仕様・計算併用法に 当該部分の床面積の ５９，８００円
よる場合 合計が３００平方メ

ートル未満のもの

当該部分の床面積の １００，０００円
合計が３００平方メ
ートル以上２，００
０平方メートル未満
のもの

当該部分の床面積の １７５，０００円
合計が２，０００平
方メートル以上５，
０００平方メートル
未満のもの

当該部分の床面積の ２５６，０００円
合計が５，０００平
方メートル以上１万
平方メートル未満の
もの

当該部分の床面積の ３０４，０００円
合計が１万平方メー
トルのもの

標準計算法による場 当該部分の床面積の ８１，０００円
合 合計が３００平方メ

ートル未満のもの

当該部分の床面積の １３５，０００円



合計が３００平方メ
ートル以上２，００
０平方メートル未満
のもの

当該部分の床面積の ２２９，０００円
合計が２，０００平
方メートル以上５，
０００平方メートル
未満のもの

当該部分の床面積の ３２９，０００円
合計が５，０００平
方メートル以上１万
平方メートル未満の
もの

当該部分の床面積の ３９０，０００円
合計が１万平方メー
トルのもの

(２) モデル建物法による 当該部分の床面積の １０２，０００円
非住 場合（基準省令第１ 合計が３００平方メ
宅部 ０条第１号イ（２） ートル未満のもの
分 及び同号ロ（２）に

定める基準による場 当該部分の床面積の １２９，０００円
合をいう。次項、１ 合計が３００平方メ
２３の９の項及び１ ートル以上１，００
２３の１０の項にお ０平方メートル未満
いて同じ。） のもの

当該部分の床面積の １７１，０００円
合計が１，０００平
方メートル以上２，
０００平方メートル
未満のもの

当該部分の床面積の ２７６，０００円
合計が２，０００平
方メートル以上５，
０００平方メートル
未満のもの

当該部分の床面積の ３６１，０００円
合計が５，０００平
方メートル以上１万
平方メートル未満の
もの

当該部分の床面積の ４３４，０００円
合計が１万平方メー
トルのもの

標準入力法等による 当該部分の床面積の ２６６，０００円
場合（基準省令第１ 合計が３００平方メ
０条第１号イ（１） ートル未満のもの
及び同号ロ（１）に
定める基準による場 当該部分の床面積の ３３４，０００円
合をいう。次項、１ 合計が３００平方メ
２３の９の項及び１ ートル以上１，００
２３の１０の項にお ０平方メートル未満
いて同じ。） のもの

当該部分の床面積の ４３１，０００円
合計が１，０００平
方メートル以上２，
０００平方メートル
未満のもの

当該部分の床面積の ６１５，０００円
合計が２，０００平
方メートル以上５，
０００平方メートル
未満のもの

当該部分の床面積の ７５８，０００円
合計が５，０００平
方メートル以上１万
平方メートル未満の
もの

当該部分の床面積の ８９６，０００円
合計が１万平方メー
トルのもの

１２３の 低炭素 次のア及びイに掲げる区分に応じ、１件につき、次に掲げる額（申請に併せて都市の低炭素化の促 変更



７ 都市 建築物 進に関する法律第５５条第２項において準用する同法第５４条第２項の規定に基づく申出があった 認定
の低炭 新築等 場合においては、一の建築物について、９２の２の項、９２の３の項、９２の４の項又は９２の５ 申請
素化の 計画変 の項に掲げる額（申請に係る計画に特定構造計算基準等適合審査をする部分が含まれる場合におい のと
促進に 更認定 ては、特定構造計算基準等適合審査をする部分ごとに７７の２の項に掲げる額の手数料を、建築基 き。
関する 申請手 準法第８７条の４に規定する昇降機に係る部分が含まれる場合においては、当該昇降機１基につき
法律第 数料 ９２の７の項又は９２の８の項に掲げる額の手数料を加えた額）の手数料を加えた額）
５５条
第１項 ア 都市 (ア) 一戸建ての住宅 ４，１００円
の規定 の低炭
に基づ 素化の (イ) (ア) (１) 住宅部分 当該部分の床面積の ８，０００円
く低炭 促進に 以外の建 合計が３００平方メ
素建築 関する 築物 ートル未満のもの
物新築 法律第
等計画 ５４条 当該部分の床面積の １６，７００円
の変更 第１項 合計が３００平方メ
の認定 各号に ートル以上２，００
の申請 掲げる ０平方メートル未満
に対す 基準に のもの
る審査 適合す

ると適 当該部分の床面積の ３７，０００円
合性確 合計が２，０００平
認機関 方メートル以上５，
が認め ０００平方メートル
た場合 未満のもの

当該部分の床面積の ６６，５００円
合計が５，０００平
方メートル以上１万
平方メートル未満の
もの

当該部分の床面積の ８３，５００円
合計が１万平方メー
トルのもの

(２) 非住宅部分 当該部分の床面積の ８，０００円
合計が３００平方メ
ートル未満のもの

当該部分の床面積の １３，８００円
合計が３００平方メ
ートル以上１，００
０平方メートル未満
のもの

当該部分の床面積の ２２，２００円
合計が１，０００平
方メートル以上２，
０００平方メートル
未満のもの

当該部分の床面積の ６６，１００円
合計が２，０００平
方メートル以上５，
０００平方メートル
未満のもの

当該部分の床面積の １０４，０００円
合計が５，０００平
方メートル以上１万
平方メートル未満の
もの

当該部分の床面積の １３２，０００円
合計が１万平方メー
トルのもの

イ ア以 (ア) 一戸 (１) 誘導仕様基準による場 当該住宅の床面積の １４，３００円
外の場 建ての住 合 合計が２００平方メ
合 宅 ートル未満のもの

当該住宅の床面積の １５，１００円
合計が２００平方メ
ートル以上１万平方
メートル以内のもの

(２) 仕様・計算併用法によ 当該住宅の床面積の ２１，１００円
る場合 合計が２００平方メ

ートル未満のもの

当該住宅の床面積の ２３，３００円
合計が２００平方メ
ートル以上１万平方
メートル以内のもの

(３) 標準計算法による場合 当該住宅の床面積の ２８，３００円



合計が２００平方メ
ートル未満のもの

当該住宅の床面積の ３１，５００円
合計が２００平方メ
ートル以上１万平方
メートル以内のもの

(イ) (ア) (１) 誘導仕様基準による 当該部分の床面積の ２６，８００円
以外の建 住宅 場合 合計が３００平方メ
築物 部分 ートル未満のもの

当該部分の床面積の ４６，５００円
合計が３００平方メ
ートル以上２，００
０平方メートル未満
のもの

当該部分の床面積の ８４，８００円
合計が２，０００平
方メートル以上５，
０００平方メートル
未満のもの

当該部分の床面積の １２７，０００円
合計が５，０００平
方メートル以上１万
平方メートル以内の
もの

仕様・計算併用法に 当該部分の床面積の ４２，０００円
よる場合 合計が３００平方メ

ートル未満のもの

当該部分の床面積の ７０，５００円
合計が３００平方メ
ートル以上２，００
０平方メートル未満
のもの

当該部分の床面積の １２２，０００円
合計が２，０００平
方メートル以上５，
０００平方メートル
未満のもの

当該部分の床面積の １７９，０００円
合計が５，０００平
方メートル以上１万
平方メートル未満の
もの

当該部分の床面積の ２１３，０００円
合計が１万平方メー
トルのもの

標準計算法による場 当該部分の床面積の ５６，８００円
合 合計が３００平方メ

ートル未満のもの

当該部分の床面積の ９４，６００円
合計が３００平方メ
ートル以上２，００
０平方メートル未満
のもの

当該部分の床面積の １６１，０００円
合計が２，０００平
方メートル以上５，
０００平方メートル
未満のもの

当該部分の床面積の ２３１，０００円
合計が５，０００平
方メートル以上１万
平方メートル未満の
もの

当該部分の床面積の ２７３，０００円
合計が１万平方メー
トルのもの

(２) モデル建物法による 当該部分の床面積の ７１，６００円
非住 場合 合計が３００平方メ
宅部 ートル未満のもの
分



当該部分の床面積の ９１，１００円
合計が３００平方メ
ートル以上１，００
０平方メートル未満
のもの

当該部分の床面積の １１９，０００円
合計が１，０００平
方メートル以上２，
０００平方メートル
未満のもの

当該部分の床面積の １９３，０００円
合計が２，０００平
方メートル以上５，
０００平方メートル
未満のもの

当該部分の床面積の ２５３，０００円
合計が５，０００平
方メートル以上１万
平方メートル未満の
もの

当該部分の床面積の ３０４，０００円
合計が１万平方メー
トルのもの

標準入力法等による 当該部分の床面積の １８６，０００円
場合 合計が３００平方メ

ートル未満のもの

当該部分の床面積の ２３４，０００円
合計が３００平方メ
ートル以上１，００
０平方メートル未満
のもの

当該部分の床面積の ３０１，０００円
合計が１，０００平
方メートル以上２，
０００平方メートル
未満のもの

当該部分の床面積の ４３０，０００円
合計が２，０００平
方メートル以上５，
０００平方メートル
未満のもの

当該部分の床面積の ５３１，０００円
合計が５，０００平
方メートル以上１万
平方メートル未満の
もの

当該部分の床面積の ６２７，０００円
合計が１万平方メー
トルのもの

別表第１の１２３の８の２の項から１２３の８の４の項までを次のように改める。

１２３の 建築物 次のア及びイに掲げる区分に応じ、１件につき、次に掲げる額 申請
８の２ エネル 又は
建築物 ギー消 ア 一戸建ての住宅 当該部分の床面積の ２，５００円 通知
のエネ 費性能 合計が３０平方メー のと
ルギー 適合性 トル以内のもの き。
消費性 判定を
能の向 行うこ 当該部分の床面積の ４，７００円
上等に とが比 合計が３０平方メー
関する 較的容 トルを超え１００平
法 律 易な特 方メートル以内のも
（平成 定建築 の
２７年 行為を
法律第 すると 当該部分の床面積の ７，８００円
５ ３ きの当 合計が１００平方メ
号）第 該建築 ートルを超え２００
１０条 物が建 平方メートル以内の
第１項 築物エ もの
の規定 ネルギ
に基づ ー消費 当該部分の床面積の ９，４００円
く建築 性能基 合計が２００平方メ
物のエ 準に適 ートルを超え１万平
ネルギ 合する 方メートル以内のも



ー消費 かどう の
性能の かの審
向上等 査手数 イ ア以外の建築物の住宅部分 当該部分の床面積の ４，３００円
に関す 料 合計が３０平方メー
る法律 トル以内のもの
施行規
則（平 当該部分の床面積の ８，２００円
成２８ 合計が３０平方メー
年国土 トルを超え１００平
交通省 方メートル以内のも
令第５ の
号）第
２条第 当該部分の床面積の １３，３００円
１項第 合計が１００平方メ
１号に ートルを超え２００
掲げる 平方メートル以内の
建築行 もの
為をす
るとき 当該部分の床面積の １５，９００円
の当該 合計が２００平方メ
建築物 ートルを超え５００
が建築 平方メートル以内の
物エネ もの
ルギー
消費性 当該部分の床面積の ２２，３００円
能基準 合計が５００平方メ
に適合 ートルを超え１，０
するか ００平方メートル以
どうか 内のもの
の審査

当該部分の床面積の ３１，３００円
合計が１，０００平
方メートルを超え
２，０００平方メー
トル以内のもの

当該部分の床面積の ５０，１００円
合計が２，０００平
方メートルを超え
５，０００平方メー
トル以内のもの

当該部分の床面積の ６８，９００円
合計が５，０００平
方メートルを超え１
万平方メートル以
内のもの

１２３の 建築物 次のア及びイに掲げる区分に応じ、１件につき、次に掲げる額 提出
８の３ エネル 又は
建築物 ギー消 ア 提出 (ア) 一戸建ての住宅 ５，８００円 通知
のエネ 費性能 又は通 のと
ルギー 適合性 知に併 (イ) (ア) (１) 住宅部分 当該部分の床面積の １１，３００円 き。
消費性 判定審 せて当 以外の建 合計が３００平方メ
能の向 査手数 該建築 築物 ートル未満のもの
上等に 料 物が建
関する 築物の 当該部分の床面積の ２３，８００円
法律第 エネル 合計が３００平方メ
１１条 ギー消 ートル以上２，００
第１項 費性能 ０平方メートル未満
及び第 の向上 のもの
１２条 等に関
第２項 する法 当該部分の床面積の ５２，８００円
の規定 律第２ 合計が２，０００平
に基づ 条第１ 方メートル以上５，
く建築 項第３ ０００平方メートル
物エネ 号に規 未満のもの
ルギー 定する
消費性 建築物 当該部分の床面積の ９４，７００円
能適合 エネル 合計が５，０００平
性判定 ギー消 方メートル以上１万
に係る 費性能 平方メートル未満の
審査 基準に もの

適合し
ている 当該部分の床面積の １１９，０００円
ことを 合計が１万平方メー
示す書 トルのもの
類とし
て区長 (２) 非住宅部分 当該部分の床面積の １１，３００円
が定め 合計が３００平方メ
るもの ートル未満のもの
が提出
された 当該部分の床面積の １９，５００円
場合 合計が３００平方メ

ートル以上１，００
０平方メートル未満



のもの

当該部分の床面積の ３１，６００円
合計が１，０００平
方メートル以上２，
０００平方メートル
未満のもの

当該部分の床面積の ９４，３００円
合計が２，０００平
方メートル以上５，
０００平方メートル
未満のもの

当該部分の床面積の １４９，０００円
合計が５，０００平
方メートル以上１万
平方メートル未満の
もの

当該部分の床面積の １８８，０００円
合計が１万平方メー
トルのもの

イ ア以 (ア) 一戸 (１) 仕様基準等による場合 当該部分の床面積の ２０，７００円
外の場 建ての住 （基準省令第１条第１項第 合計が２００平方メ
合 宅 ２号イただし書又は同号イ ートル未満のもの

（２）及び同号ロ（２）に
定める基準による場合をい 当該部分の床面積の ２２，２００円
う。以下同じ。） 合計が２００平方メ

ートル以上１万平方
メートル以内のもの

(２) 仕様・計算併用法等に 当該部分の床面積の ３０，１００円
よる場合（基準省令第１条 合計が２００平方メ
第１項第２号イ（１）及び ートル未満のもの
同号ロ（２）又は同号イた
だし書若しくは同号イ 当該部分の床面積の ３３，２００円
（２）及び同号ロ（１）に 合計が２００平方メ
定める基準による場合をい ートル以上１万平方
う。以下同じ。） メートル以内のもの

(３) 標準計算法による場合 当該部分の床面積の ４０，２００円
（基準省令第１条第１項第 合計が２００平方メ
２号イ（１）及び同号ロ ートル未満のもの
（１）に定める基準による
場合をいう。この項から１ 当該部分の床面積の ４４，９００円
２３の８の５の項までにお 合計が２００平方メ
いて同じ。） ートル以上１万平方

メートル以内のもの

(イ) (ア) (１) 仕様基準等による場 当該部分の床面積の ３８，７００円
以外の建 住宅 合 合計が３００平方メ
築物 部分 ートル未満のもの

当該部分の床面積の ６６，９００円
合計が３００平方メ
ートル以上２，００
０平方メートル未満
のもの

当該部分の床面積の １２０，０００円
合計が２，０００平
方メートル以上５，
０００平方メートル
未満のもの

当該部分の床面積の １８３，０００円
合計が５，０００平
方メートル以上１万
平方メートル以内の
もの

仕様・計算併用法等 当該部分の床面積の ５９，８００円
による場合 合計が３００平方メ

ートル未満のもの

当該部分の床面積の １００，０００円
合計が３００平方メ
ートル以上２，００
０平方メートル未満
のもの

当該部分の床面積の １７５，０００円
合計が２，０００平
方メートル以上５，



０００平方メートル
未満のもの

当該部分の床面積の ２５６，０００円
合計が５，０００平
方メートル以上１万
平方メートル未満の
もの

当該部分の床面積の ３０４，０００円
合計が１万平方メー
トルのもの

標準計算法による場 当該部分の床面積の ８１，０００円
合 合計が３００平方メ

ートル未満のもの

当該部分の床面積の １３５，０００円
合計が３００平方メ
ートル以上２，００
０平方メートル未満
のもの

当該部分の床面積の ２２９，０００円
合計が２，０００平
方メートル以上５，
０００平方メートル
未満のもの

当該部分の床面積の ３２９，０００円
合計が５，０００平
方メートル以上１万
平方メートル未満の
もの

当該部分の床面積の ３９０，０００円
合計が１万平方メー
トルのもの

(２) 非住宅部分の用途が工 当該部分の床面積の １１，３００円
場等（工場、危険物の貯蔵 合計が３００平方メ
若しくは処理に供するも ートル未満のもの
の、水産物の増殖場若しく
は養殖場、倉庫、卸売市 当該部分の床面積の １９，５００円
場、火葬場若しくはと畜 合計が３００平方メ
場、汚物処理場又はごみ焼 ートル以上１，００
却場その他の処理施設をい ０平方メートル未満
う。以下同じ。）又は自動 のもの
車車庫等（建築物のエネル
ギー消費性能の向上等に関 当該部分の床面積の ３１，６００円
する法律施行令（平成２８ 合計が１，０００平
年政令第８号）第４条第１ 方メートル以上２，
項各号に掲げる用途をい ０００平方メートル
う。以下同じ。）のみの場 未満のもの
合における非住宅部分

当該部分の床面積の ９４，３００円
合計が２，０００平
方メートル以上５，
０００平方メートル
未満のもの

当該部分の床面積の １４９，０００円
合計が５，０００平
方メートル以上１万
平方メートル未満の
もの

当該部分の床面積の １８８，０００円
合計が１万平方メー
トルのもの

(３) モデル建物法による 当該部分の床面積の １０２，０００円
(２) 場合（基準省令第１ 合計が３００平方メ
以外 条第１項第１号ロに ートル未満のもの
の非 定める基準による場
住宅 合をいう。次項及び 当該部分の床面積の １２９，０００円
部分 １２３の８の５の項 合計が３００平方メ

において同じ。） ートル以上１，００
０平方メートル未満
のもの

当該部分の床面積の １７１，０００円
合計が１，０００平
方メートル以上２，
０００平方メートル
未満のもの



当該部分の床面積の ２７６，０００円
合計が２，０００平
方メートル以上５，
０００平方メートル
未満のもの

当該部分の床面積の ３６１，０００円
合計が５，０００平
方メートル以上１万
平方メートル未満の
もの

当該部分の床面積の ４３４，０００円
合計が１万平方メー
トルのもの

標準入力法等による 当該部分の床面積の ２６６，０００円
場合（基準省令第１ 合計が３００平方メ
条第１項第１号イに ートル未満のもの
定める基準による場
合をいう。次項及び 当該部分の床面積の ３３４，０００円
１２３の８の５の項 合計が３００平方メ
において同じ。） ートル以上１，００

０平方メートル未満
のもの

当該部分の床面積の ４３１，０００円
合計が１，０００平
方メートル以上２，
０００平方メートル
未満のもの

当該部分の床面積の ６１５，０００円
合計が２，０００平
方メートル以上５，
０００平方メートル
未満のもの

当該部分の床面積の ７５８，０００円
合計が５，０００平
方メートル以上１万
平方メートル未満の
もの

当該部分の床面積の ８９６，０００円
合計が１万平方メー
トルのもの

１２３の 建築物 次のア及びイに掲げる区分に応じ、１件につき、次に掲げる額 提出
８の４ エネル 又は
建築物 ギー消 ア 提出 (ア) 一戸建ての住宅 ４，１００円 通知
のエネ 費性能 又は通 のと
ルギー 適合性 知に併 (イ) (ア) (１) 住宅部分 当該部分の床面積の ８，０００円 き。
消費性 判定変 せて当 以外の建 合計が３００平方メ
能の向 更審査 該建築 築物 ートル未満のもの
上等に 手数料 物が建
関する 築物の 当該部分の床面積の １６，７００円
法律第 エネル 合計が３００平方メ
１１条 ギー消 ートル以上２，００
第２項 費性能 ０平方メートル未満
及び第 の向上 のもの
１２条 等に関
第３項 する法 当該部分の床面積の ３７，０００円
の規定 律第２ 合計が２，０００平
に基づ 条第１ 方メートル以上５，
く変更 項第３ ０００平方メートル
後の建 号に規 未満のもの
築物エ 定する
ネルギ 建築物 当該部分の床面積の ６６，５００円
ー消費 エネル 合計が５，０００平
性能確 ギー消 方メートル以上１万
保計画 費性能 平方メートル未満の
の建築 基準に もの
物エネ 適合し
ルギー ている 当該部分の床面積の ８３，５００円
消費性 ことを 合計が１万平方メー
能適合 示す書 トルのもの
性判定 類とし
に係る て区長 (２) 非住宅部分 当該部分の床面積の ８，０００円
審査 が定め 合計が３００平方メ

るもの ートル未満のもの
が提出
された 当該部分の床面積の １３，８００円
場合 合計が３００平方メ

ートル以上１，００



０平方メートル未満
のもの

当該部分の床面積の ２２，２００円
合計が１，０００平
方メートル以上２，
０００平方メートル
未満のもの

当該部分の床面積の ６６，１００円
合計が２，０００平
方メートル以上５，
０００平方メートル
未満のもの

当該部分の床面積の １０４，０００円
合計が５，０００平
方メートル以上１万
平方メートル未満の
もの

当該部分の床面積の １３２，０００円
合計が１万平方メー
トルのもの

イ ア以 (ア) 一戸 (１) 仕様基準等による場合 当該部分の床面積の １４，３００円
外の場 建ての住 合計が２００平方メ
合 宅 ートル未満のもの

当該部分の床面積の １５，１００円
合計が２００平方メ
ートル以上１万平方
メートル以内のもの

(２) 仕様・計算併用法等に 当該部分の床面積の ２１，１００円
よる場合 合計が２００平方メ

ートル未満のもの

当該部分の床面積の ２３，３００円
合計が２００平方メ
ートル以上１万平方
メートル以内のもの

(３) 標準計算法による場合 当該部分の床面積の ２８，３００円
合計が２００平方メ
ートル未満のもの

当該部分の床面積の ３１，５００円
合計が２００平方メ
ートル以上１万平方
メートル以内のもの

(イ) (ア) (１) 仕様基準等による場 当該部分の床面積の ２６，８００円
以外の建 住宅 合 合計が３００平方メ
築物 部分 ートル未満のもの

当該部分の床面積の ４６，５００円
合計が３００平方メ
ートル以上２，００
０平方メートル未満
のもの

当該部分の床面積の ８４，８００円
合計が２，０００平
方メートル以上５，
０００平方メートル
未満のもの

当該部分の床面積の １２７，０００円
合計が５，０００平
方メートル以上１万
平方メートル以内の
もの

仕様・計算併用法等 当該部分の床面積の ４２，０００円
による場合 合計が３００平方メ

ートル未満のもの

当該部分の床面積の ７０，５００円
合計が３００平方メ
ートル以上２，００
０平方メートル未満
のもの

当該部分の床面積の １２２，０００円
合計が２，０００平



方メートル以上５，
０００平方メートル
未満のもの

当該部分の床面積の １７９，０００円
合計が５，０００平
方メートル以上１万
平方メートル未満の
もの

当該部分の床面積の ２１３，０００円
合計が１万平方メー
トルのもの

標準計算法による場 当該部分の床面積の ５６，８００円
合 合計が３００平方メ

ートル未満のもの

当該部分の床面積の ９４，６００円
合計が３００平方メ
ートル以上２，００
０平方メートル未満
のもの

当該部分の床面積の １６１，０００円
合計が２，０００平
方メートル以上５，
０００平方メートル
未満のもの

当該部分の床面積の ２３１，０００円
合計が５，０００平
方メートル以上１万
平方メートル未満の
もの

当該部分の床面積の ２７３，０００円
合計が１万平方メー
トルのもの

(２) 非住宅部分の用途が工 当該部分の床面積の ８，０００円
場等又は自動車車庫等のみ 合計が３００平方メ
の場合における非住宅部分 ートル未満のもの

当該部分の床面積の １３，８００円
合計が３００平方メ
ートル以上１，００
０平方メートル未満
のもの

当該部分の床面積の ２２，２００円
合計が１，０００平
方メートル以上２，
０００平方メートル
未満のもの

当該部分の床面積の ６６，１００円
合計が２，０００平
方メートル以上５，
０００平方メートル
未満のもの

当該部分の床面積の １０４，０００円
合計が５，０００平
方メートル以上１万
平方メートル未満の
もの

当該部分の床面積の １３２，０００円
合計が１万平方メー
トルのもの

(３) モデル建物法による 当該部分の床面積の ７１，６００円
(２) 場合 合計が３００平方メ
以外 ートル未満のもの
の非
住宅 当該部分の床面積の ９１，１００円
部分 合計が３００平方メ

ートル以上１，００
０平方メートル未満
のもの

当該部分の床面積の １１９，０００円
合計が１，０００平
方メートル以上２，
０００平方メートル



未満のもの

当該部分の床面積の １９３，０００円
合計が２，０００平
方メートル以上５，
０００平方メートル
未満のもの

当該部分の床面積の ２５３，０００円
合計が５，０００平
方メートル以上１万
平方メートル未満の
もの

当該部分の床面積の ３０４，０００円
合計が１万平方メー
トルのもの

標準入力法等による 当該部分の床面積の １８６，０００円
場合 合計が３００平方メ

ートル未満のもの

当該部分の床面積の ２３４，０００円
合計が３００平方メ
ートル以上１，００
０平方メートル未満
のもの

当該部分の床面積の ３０１，０００円
合計が１，０００平
方メートル以上２，
０００平方メートル
未満のもの

当該部分の床面積の ４３０，０００円
合計が２，０００平
方メートル以上５，
０００平方メートル
未満のもの

当該部分の床面積の ５３１，０００円
合計が５，０００平
方メートル以上１万
平方メートル未満の
もの

当該部分の床面積の ６２７，０００円
合計が１万平方メー
トルのもの

別表第１の１２３の８の４の項の次に次のように加える。

１２３の 建築物 次のア及びイに掲げる区分に応じ、１件につき、次に掲げる額 証明
８の５ エネル 申請
建築物 ギー消 ア 申請 (ア) 一戸建ての住宅 ４，１００円 のと
のエネ 費性能 に併せ き。
ルギー 確保計 て建築 (イ) (ア) (１) 住宅部分 当該部分の床面積の ８，０００円
消費性 画の軽 物のエ 以外の建 合計が３００平方メ
能の向 微変更 ネルギ 築物 ートル未満のもの
上等に 証明申 ー消費
関する 請手数 性能の 当該部分の床面積の １６，７００円
法律第 料 向上等 合計が３００平方メ
１１条 に関す ートル以上２，００
第２項 る法律 ０平方メートル未満
及び第 施行規 のもの
１２条 則第５
第３項 条に規 当該部分の床面積の ３７，０００円
並びに 定する 合計が２，０００平
建築物 軽微な 方メートル以上５，
のエネ 変更に ０００平方メートル
ルギー 該当し 未満のもの
消費性 ている
能の向 ことを 当該部分の床面積の ６６，５００円
上等に 示す書 合計が５，０００平
関する 類とし 方メートル以上１万
法律施 て区長 平方メートル未満の
行規則 が定め もの
第１３ るもの
条の規 が提出 当該部分の床面積の ８３，５００円
定に基 された 合計が１万平方メー
づく建 場合 トルのもの
築物エ
ネルギ (２) 非住宅部分 当該部分の床面積の ８，０００円
ー消費 合計が３００平方メ



性能確 ートル未満のもの
保計画
の変更 当該部分の床面積の １３，８００円
が軽微 合計が３００平方メ
な変更 ートル以上１，００
に該当 ０平方メートル未満
してい のもの
ること
の証明 当該部分の床面積の ２２，２００円
の申請 合計が１，０００平
に対す 方メートル以上２，
る審査 ０００平方メートル

未満のもの

当該部分の床面積の ６６，１００円
合計が２，０００平
方メートル以上５，
０００平方メートル
未満のもの

当該部分の床面積の １０４，０００円
合計が５，０００平
方メートル以上１万
平方メートル未満の
もの

当該部分の床面積の １３２，０００円
合計が１万平方メー
トルのもの

イ ア以 (ア) 一戸 (１) 仕様基準等による場合 当該部分の床面積の １４，３００円
外の場 建ての住 合計が２００平方メ
合 宅 ートル未満のもの

当該部分の床面積の １５，１００円
合計が２００平方メ
ートル以上１万平方
メートル以内のもの

(２) 仕様・計算併用法等に 当該部分の床面積の ２１，１００円
よる場合 合計が２００平方メ

ートル未満のもの

当該部分の床面積の ２３，３００円
合計が２００平方メ
ートル以上１万平方
メートル以内のもの

(３) 標準計算法による場合 当該部分の床面積の ２８，３００円
合計が２００平方メ
ートル未満のもの

当該部分の床面積の ３１，５００円
合計が２００平方メ
ートル以上１万平方
メートル以内のもの

(イ) (ア) (１) 仕様基準等による場 当該部分の床面積の ２６，８００円
以外の建 住宅 合 合計が３００平方メ
築物 部分 ートル未満のもの

当該部分の床面積の ４６，５００円
合計が３００平方メ
ートル以上２，００
０平方メートル未満
のもの

当該部分の床面積の ８４，８００円
合計が２，０００平
方メートル以上５，
０００平方メートル
未満のもの

当該部分の床面積の １２７，０００円
合計が５，０００平
方メートル以上１万
平方メートル以内の
もの

仕様・計算併用法等 当該部分の床面積の ４２，０００円
による場合 合計が３００平方メ

ートル未満のもの

当該部分の床面積の ７０，５００円
合計が３００平方メ
ートル以上２，００



０平方メートル未満
のもの

当該部分の床面積の １２２，０００円
合計が２，０００平
方メートル以上５，
０００平方メートル
未満のもの

当該部分の床面積の １７９，０００円
合計が５，０００平
方メートル以上１万
平方メートル未満の
もの

当該部分の床面積の ２１３，０００円
合計が１万平方メー
トルのもの

標準計算法による場 当該部分の床面積の ５６，８００円
合 合計が３００平方メ

ートル未満のもの

当該部分の床面積の ９４，６００円
合計が３００平方メ
ートル以上２，００
０平方メートル未満
のもの

当該部分の床面積の １６１，０００円
合計が２，０００平
方メートル以上５，
０００平方メートル
未満のもの

当該部分の床面積の ２３１，０００円
合計が５，０００平
方メートル以上１万
平方メートル未満の
もの

当該部分の床面積の ２７３，０００円
合計が１万平方メー
トルのもの

(２) 非住宅部分の用途が工 当該部分の床面積の ８，０００円
場等又は自動車車庫等のみ 合計が３００平方メ
の場合における非住宅部分 ートル未満のもの

当該部分の床面積の １３，８００円
合計が３００平方メ
ートル以上１，００
０平方メートル未満
のもの

当該部分の床面積の ２２，２００円
合計が１，０００平
方メートル以上２，
０００平方メートル
未満のもの

当該部分の床面積の ６６，１００円
合計が２，０００平
方メートル以上５，
０００平方メートル
未満のもの

当該部分の床面積の １０４，０００円
合計が５，０００平
方メートル以上１万
平方メートル未満の
もの

当該部分の床面積の １３２，０００円
合計が１万平方メー
トルのもの

(３) モデル建物法による 当該部分の床面積の ７１，６００円
(２) 場合 合計が３００平方メ
以外 ートル未満のもの
の非
住宅 当該部分の床面積の ９１，１００円
部分 合計が３００平方メ

ートル以上１，００
０平方メートル未満
のもの



当該部分の床面積の １１９，０００円
合計が１，０００平
方メートル以上２，
０００平方メートル
未満のもの

当該部分の床面積の １９３，０００円
合計が２，０００平
方メートル以上５，
０００平方メートル
未満のもの

当該部分の床面積の ２５３，０００円
合計が５，０００平
方メートル以上１万
平方メートル未満の
もの

当該部分の床面積の ３０４，０００円
合計が１万平方メー
トルのもの

標準入力法等による 当該部分の床面積の １８６，０００円
場合 合計が３００平方メ

ートル未満のもの

当該部分の床面積の ２３４，０００円
合計が３００平方メ
ートル以上１，００
０平方メートル未満
のもの

当該部分の床面積の ３０１，０００円
合計が１，０００平
方メートル以上２，
０００平方メートル
未満のもの

当該部分の床面積の ４３０，０００円
合計が２，０００平
方メートル以上５，
０００平方メートル
未満のもの

当該部分の床面積の ５３１，０００円
合計が５，０００平
方メートル以上１万
平方メートル未満の
もの

当該部分の床面積の ６２７，０００円
合計が１万平方メー
トルのもの

別表第１の１２３の９の項及び１２３の１０の項を次のように改める。

１２３の 建築物 次のア及びイに掲げる区分に応じ、１件につき、次に掲げる額（申請に併せて建築物のエネルギー 認定
９ 建築 エネル 消費性能の向上等に関する法律第３０条第２項の規定に基づく申出があった場合においては、一の 申請
物のエ ギー消 建築物について、９２の２の項、９２の３の項、９２の４の項又は９２の５の項に掲げる額（申請 のと
ネルギ 費性能 に係る計画に特定構造計算基準等適合審査をする部分が含まれる場合においては、特定構造計算基 き。
ー消費 向上計 準等適合審査をする部分ごとに７７の２の項に掲げる額の手数料を、建築基準法第８７条の４に規
性能の 画認定 定する昇降機に係る部分が含まれる場合においては、当該昇降機１基につき９２の７の項又は９２
向上等 申請手 の８の項に掲げる額の手数料を加えた額）の手数料を加えた額）
に関す 数料
る法律 ア 申請 (ア) 一戸建ての住宅 ５，８００円
第３０ に併せ
条第１ て建築 (イ) (ア) (１) 住宅部分 当該部分の床面積の １１，３００円
項の規 物のエ 以外の建 合計が３００平方メ
定に基 ネルギ 築物 ートル未満のもの
づく建 ー消費
築物エ 性能の 当該部分の床面積の ２３，８００円
ネルギ 向上等 合計が３００平方メ
ー消費 に関す ートル以上２，００
性能向 る法律 ０平方メートル未満
上計画 第３０ のもの
の認定 条第１
の申請 項各号 当該部分の床面積の ５２，８００円
に対す に掲げ 合計が２，０００平
る審査 る基準 方メートル以上５，

に適合 ０００平方メートル
してい 未満のもの
ること
を示す 当該部分の床面積の ９４，７００円



書類と 合計が５，０００平
して区 方メートル以上１万
長が定 平方メートル未満の
めるも もの
のが提
出され 当該部分の床面積の １１９，０００円
た場合 合計が１万平方メー

トル以上２万５，０
００平方メートル未
満のもの

当該部分の床面積の １４８，０００円
合計が２万５，００
０平方メートル以上
のもの

(２) 非住宅部分 当該部分の床面積の １１，３００円
合計が３００平方メ
ートル未満のもの

当該部分の床面積の １９，５００円
合計が３００平方メ
ートル以上１，００
０平方メートル未満
のもの

当該部分の床面積の ３１，６００円
合計が１，０００平
方メートル以上２，
０００平方メートル
未満のもの

当該部分の床面積の ９４，３００円
合計が２，０００平
方メートル以上５，
０００平方メートル
未満のもの

当該部分の床面積の １４９，０００円
合計が５，０００平
方メートル以上１万
平方メートル未満の
もの

当該部分の床面積の １８８，０００円
合計が１万平方メー
トル以上２万５，０
００平方メートル未
満のもの

当該部分の床面積の ２３５，０００円
合計が２万５，００
０平方メートル以上
のもの

イ ア以 (ア) 一戸 (１) 誘導仕様基準による場 当該住宅の床面積の ２０，７００円
外の場 建ての住 合 合計が２００平方メ
合 宅 ートル未満のもの

当該住宅の床面積の ２２，２００円
合計が２００平方メ
ートル以上のもの

(２) 仕様・計算併用法によ 当該住宅の床面積の ３０，１００円
る場合 合計が２００平方メ

ートル未満のもの

当該住宅の床面積の ３３，２００円
合計が２００平方メ
ートル以上のもの

(３) 標準計算法による場合 当該住宅の床面積の ４０，２００円
合計が２００平方メ
ートル未満のもの

当該住宅の床面積の ４４，９００円
合計が２００平方メ
ートル以上のもの

(イ) (ア) (１) 誘導仕様基準による 当該部分の床面積の ３８，７００円
以外の建 住宅 場合 合計が３００平方メ
築物 部分 ートル未満のもの

当該部分の床面積の ６６，９００円
合計が３００平方メ
ートル以上２，００



０平方メートル未満
のもの

当該部分の床面積の １２０，０００円
合計が２，０００平
方メートル以上５，
０００平方メートル
未満のもの

当該部分の床面積の １８３，０００円
合計が５，０００平
方メートル以上のも
の

仕様・計算併用法に 当該部分の床面積の ５９，８００円
よる場合 合計が３００平方メ

ートル未満のもの

当該部分の床面積の １００，０００円
合計が３００平方メ
ートル以上２，００
０平方メートル未満
のもの

当該部分の床面積の １７５，０００円
合計が２，０００平
方メートル以上５，
０００平方メートル
未満のもの

当該部分の床面積の ２５６，０００円
合計が５，０００平
方メートル以上１万
平方メートル未満の
もの

当該部分の床面積の ３０４，０００円
合計が１万平方メー
トル以上２万５，０
００平方メートル未
満のもの

当該部分の床面積の ３５４，０００円
合計が２万５，００
０平方メートル以上
のもの

標準計算法による場 当該部分の床面積の ８１，０００円
合 合計が３００平方メ

ートル未満のもの

当該部分の床面積の １３５，０００円
合計が３００平方メ
ートル以上２，００
０平方メートル未満
のもの

当該部分の床面積の ２２９，０００円
合計が２，０００平
方メートル以上５，
０００平方メートル
未満のもの

当該部分の床面積の ３２９，０００円
合計が５，０００平
方メートル以上１万
平方メートル未満の
もの

当該部分の床面積の ３９０，０００円
合計が１万平方メー
トル以上２万５，０
００平方メートル未
満のもの

当該部分の床面積の ４４９，０００円
合計が２万５，００
０平方メートル以上
のもの

(２) モデル建物法による 当該部分の床面積の １０２，０００円
非住 場合 合計が３００平方メ
宅部 ートル未満のもの
分

当該部分の床面積の １２９，０００円
合計が３００平方メ



ートル以上１，００
０平方メートル未満
のもの

当該部分の床面積の １７１，０００円
合計が１，０００平
方メートル以上２，
０００平方メートル
未満のもの

当該部分の床面積の ２７６，０００円
合計が２，０００平
方メートル以上５，
０００平方メートル
未満のもの

当該部分の床面積の ３６１，０００円
合計が５，０００平
方メートル以上１万
平方メートル未満の
もの

当該部分の床面積の ４３４，０００円
合計が１万平方メー
トル以上２万５，０
００平方メートル未
満のもの

当該部分の床面積の ５０９，０００円
合計が２万５，００
０平方メートル以上
のもの

標準入力法等による 当該部分の床面積の ２６６，０００円
場合 合計が３００平方メ

ートル未満のもの

当該部分の床面積の ３３４，０００円
合計が３００平方メ
ートル以上１，００
０平方メートル未満
のもの

当該部分の床面積の ４３１，０００円
合計が１，０００平
方メートル以上２，
０００平方メートル
未満のもの

当該部分の床面積の ６１５，０００円
合計が２，０００平
方メートル以上５，
０００平方メートル
未満のもの

当該部分の床面積の ７５８，０００円
合計が５，０００平
方メートル以上１万
平方メートル未満の
もの

当該部分の床面積の ８９６，０００円
合計が１万平方メー
トル以上２万５，０
００平方メートル未
満のもの

当該部分の床面積の １，０２０，０００円
合計が２万５，００
０平方メートル以上
のもの

１２３の 建築物 次のア及びイに掲げる区分に応じ、１件につき、次に掲げる額（申請に併せて建築物のエネルギー 変更
１０ 建 エネル 消費性能の向上等に関する法律第３１条第２項において準用する同法第３０条第２項の規定に基づ 認定
築物の ギー消 く申出があった場合においては、一の建築物について、９２の２の項、９２の３の項、９２の４の 申請
エネル 費性能 項又は９２の５の項に掲げる額（申請に係る計画に特定構造計算基準等適合審査をする部分が含ま のと
ギー消 向上計 れる場合においては、特定構造計算基準等適合審査をする部分ごとに７７の２の項に掲げる額の手 き。
費性能 画変更 数料を、建築基準法第８７条の４に規定する昇降機に係る部分が含まれる場合においては、当該昇
の向上 認定申 降機１基につき９２の７の項又は９２の８の項に掲げる額の手数料を加えた額）の手数料を加えた
等に関 請手数 額）
する法 料
律第３ ア 申請 (ア) 一戸建ての住宅 ４，１００円
１条第 に併せ
１項の て建築 (イ) (ア) (１) 住宅部分 当該部分の床面積の ８，０００円
規定に 物のエ 以外の建 合計が３００平方メ
基づく ネルギ 築物 ートル未満のもの



建築物 ー消費
エネル 性能の 当該部分の床面積の １６，７００円
ギー消 向上等 合計が３００平方メ
費性能 に関す ートル以上２，００
向上計 る法律 ０平方メートル未満
画の変 第３０ のもの
更の認 条第１
定の申 項各号 当該部分の床面積の ３７，０００円
請に対 に掲げ 合計が２，０００平
する審 る基準 方メートル以上５，
査 に適合 ０００平方メートル

してい 未満のもの
ること
を示す 当該部分の床面積の ６６，５００円
書類と 合計が５，０００平
して区 方メートル以上１万
長が定 平方メートル未満の
めるも もの
のが提
出され 当該部分の床面積の ８３，５００円
た場合 合計が１万平方メー

トル以上２万５，０
００平方メートル未
満のもの

当該部分の床面積の １０３，０００円
合計が２万５，００
０平方メートル以上
のもの

(２) 非住宅部分 当該部分の床面積の ８，０００円
合計が３００平方メ
ートル未満のもの

当該部分の床面積の １３，８００円
合計が３００平方メ
ートル以上１，００
０平方メートル未満
のもの

当該部分の床面積の ２２，２００円
合計が１，０００平
方メートル以上２，
０００平方メートル
未満のもの

当該部分の床面積の ６６，１００円
合計が２，０００平
方メートル以上５，
０００平方メートル
未満のもの

当該部分の床面積の １０４，０００円
合計が５，０００平
方メートル以上１万
平方メートル未満の
もの

当該部分の床面積の １３２，０００円
合計が１万平方メー
トル以上２万５，０
００平方メートル未
満のもの

当該部分の床面積の １６５，０００円
合計が２万５，００
０平方メートル以上
のもの

イ ア以 (ア) 一戸 (１) 誘導仕様基準による場 当該住宅の床面積の １４，３００円
外の場 建ての住 合 合計が２００平方メ
合 宅 ートル未満のもの

当該住宅の床面積の １５，１００円
合計が２００平方メ
ートル以上のもの

(２) 仕様・計算併用法によ 当該住宅の床面積の ２１，１００円
る場合 合計が２００平方メ

ートル未満のもの

当該住宅の床面積の ２３，３００円
合計が２００平方メ
ートル以上のもの

(３) 標準計算法による場合 当該住宅の床面積の ２８，３００円



合計が２００平方メ
ートル未満のもの

当該住宅の床面積の ３１，５００円
合計が２００平方メ
ートル以上のもの

(イ) (ア) (１) 誘導仕様基準による 当該部分の床面積の ２６，８００円
以外の建 住宅 場合 合計が３００平方メ
築物 部分 ートル未満のもの

当該部分の床面積の ４６，５００円
合計が３００平方メ
ートル以上２，００
０平方メートル未満
のもの

当該部分の床面積の ８４，８００円
合計が２，０００平
方メートル以上５，
０００平方メートル
未満のもの

当該部分の床面積の １２７，０００円
合計が５，０００平
方メートル以上のも
の

仕様・計算併用法に 当該部分の床面積の ４２，０００円
よる場合 合計が３００平方メ

ートル未満のもの

当該部分の床面積の ７０，５００円
合計が３００平方メ
ートル以上２，００
０平方メートル未満
のもの

当該部分の床面積の １２２，０００円
合計が２，０００平
方メートル以上５，
０００平方メートル
未満のもの

当該部分の床面積の １７９，０００円
合計が５，０００平
方メートル以上１万
平方メートル未満の
もの

当該部分の床面積の ２１３，０００円
合計が１万平方メー
トル以上２万５，０
００平方メートル未
満のもの

当該部分の床面積の ２４８，０００円
合計が２万５，００
０平方メートル以上
のもの

標準計算法による場 当該部分の床面積の ５６，８００円
合 合計が３００平方メ

ートル未満のもの

当該部分の床面積の ９４，６００円
合計が３００平方メ
ートル以上２，００
０平方メートル未満
のもの

当該部分の床面積の １６１，０００円
合計が２，０００平
方メートル以上５，
０００平方メートル
未満のもの

当該部分の床面積の ２３１，０００円
合計が５，０００平
方メートル以上１万
平方メートル未満の
もの

当該部分の床面積の ２７３，０００円
合計が１万平方メー
トル以上２万５，０



００平方メートル未
満のもの

当該部分の床面積の ３１４，０００円
合計が２万５，００
０平方メートル以上
のもの

(２) モデル建物法による 当該部分の床面積の ７１，６００円
非住 場合 合計が３００平方メ
宅部 ートル未満のもの
分

当該部分の床面積の ９１，１００円
合計が３００平方メ
ートル以上１，００
０平方メートル未満
のもの

当該部分の床面積の １１９，０００円
合計が１，０００平
方メートル以上２，
０００平方メートル
未満のもの

当該部分の床面積の １９３，０００円
合計が２，０００平
方メートル以上５，
０００平方メートル
未満のもの

当該部分の床面積の ２５３，０００円
合計が５，０００平
方メートル以上１万
平方メートル未満の
もの

当該部分の床面積の ３０４，０００円
合計が１万平方メー
トル以上２万５，０
００平方メートル未
満のもの

当該部分の床面積の ３５７，０００円
合計が２万５，００
０平方メートル以上
のもの

標準入力法等による 当該部分の床面積の １８６，０００円
場合 合計が３００平方メ

ートル未満のもの

当該部分の床面積の ２３４，０００円
合計が３００平方メ
ートル以上１，００
０平方メートル未満
のもの

当該部分の床面積の ３０１，０００円
合計が１，０００平
方メートル以上２，
０００平方メートル
未満のもの

当該部分の床面積の ４３０，０００円
合計が２，０００平
方メートル以上５，
０００平方メートル
未満のもの

当該部分の床面積の ５３１，０００円
合計が５，０００平
方メートル以上１万
平方メートル未満の
もの

当該部分の床面積の ６２７，０００円
合計が１万平方メー
トル以上２万５，０
００平方メートル未
満のもの

当該部分の床面積の ７１５，０００円
合計が２万５，００
０平方メートル以上
のもの



別表第１の１２３の１１の項を削り、同表の１２７の３の項中「第２９条」を

「第４２条第１項」に改め、同表備考１中「、建築物エネルギー消費性能確保計画

の軽微変更証明申請手数料又は建築物エネルギー消費性能基準適合認定申請手数

料」を「又は建築物エネルギー消費性能確保計画の軽微変更証明申請手数料」に、

「が備えるべき」を「（１２３の８の３の項イ（イ）（２）、１２３の８の４の項

イ（イ）（２）及び１２３の８の５の項イ（イ）（２）の非住宅部分の用途が工場

等又は自動車車庫等のみの場合における非住宅部分を除く。）が備えるべき」に改

め、「（１２３の８の２の項ア、１２３の８の３の項ア及び１２３の８の４の項ア

の非住宅部分の用途が工場等のみのものの場合並びに１２３の１１の項アの場合を

除く。）」を削り、「１２３の８の２の項イ、１２３の８の３の項イ、１２３の８

の４の項イ又は１２３の１１の項イ」を「１２３の８の３の項イ（イ）（３）、１

２３の８の４の項イ（イ）（３）又は１２３の８の５の項イ（イ）（３）」に改め、

同表備考２を削り、同表備考３中「（平成２８年政令第８号）第４条第１項」を

「第３条」に、「戸」を「戸（ふすま、障子その他これらに類するものを除

く。）」に改め、「、その床面積に対する」を削り、「開口部」の次に「を有する

もののうち、当該開口部」を、「割合が」の次に「当該階又はその一部の床面積

の」を加え、「非住宅部分」を「建築物の部分」に改め、同表中備考３を備考２と

し、備考４を削り、同表備考５中「（１２３の９の項ア及び１２３の１０の項アの

場合を除く。）」を削り、「１２３の９の項イ又は１２３の１０の項イ」を「１２

３の９の項イ（イ）（２）又は１２３の１０の項イ（イ）（２）」に改め、同表中

備考５を備考３とし、同表備考６中「第３４条第３項」を「第２９条第３項」に、

「に同条第３項」を「に同項」に改め、同表中備考６を備考４とし、同表備考７中

「第３６条第１項」を「第３１条第１項」に、「第３４条第３項各号」を「第２９

条第３項各号」に、「第３５条第１項」を「第３０条第１項」に改め、同表中備考

７を備考５とし、備考８を備考６とし、同表備考９中「第１２条第１項」を「第１

１条第１項」に、「１２３の８の２の項ア」を「１２３の８の３の項ア」に改め、

同表中備考９を備考７とし、同表備考１０中「第１２条第１項」を「第１１条第１

項」に、「１２３の８の３の項ア」を「１２３の８の４の項ア」に改め、同表中備



考１０を備考８とし、同表備考１１中「建築物エネルギー消費性能向上計画認定申

請手数料、建築物エネルギー消費性能向上計画変更認定申請手数料又は建築物エネ

ルギー消費性能基準適合認定申請手数料」を「建築物エネルギー消費性能適合性判

定審査手数料、建築物エネルギー消費性能適合性判定変更審査手数料、建築物エネ

ルギー消費性能確保計画の軽微変更証明申請手数料、建築物エネルギー消費性能向

上計画認定申請手数料又は建築物エネルギー消費性能向上計画変更認定申請手数

料」に改め、同表中備考１１を備考９とし、同表備考１２中「建築物エネルギー消

費性能向上計画認定申請手数料又は建築物エネルギー消費性能向上計画変更認定申

請手数料について誘導仕様基準による場合の手数料の額及び建築物エネルギー消費

性能基準適合認定申請手数料について仕様基準等」を「建築物エネルギー消費性能

適合性判定審査手数料、建築物エネルギー消費性能適合性判定変更審査手数料又は

建築物エネルギー消費性能確保計画の軽微変更証明申請手数料について仕様基準等

による場合の手数料の額及び建築物エネルギー消費性能向上計画認定申請手数料又

は建築物エネルギー消費性能向上計画変更認定申請手数料について誘導仕様基準」

に改め、同表中備考１２を備考１０とする。

附 則

この条例は、令和７年４月１日から施行する。ただし、別表第１の１２７の３の

項の改正規定は、公布の日から施行する。



杉並区「特別区道」道路占用料等徴収条例等の一部を改正する条例を公布する。

令和７年３月１９日

杉並区長 岸 本 聡 子

杉並区条例第１３号

杉並区「特別区道」道路占用料等徴収条例等の一部を改正する条例

第１条 杉並区「特別区道」道路占用料等徴収条例（昭和４７年杉並区条例第３

号）の一部を次のように改正する。

別表中

「 「
９，３５０ ９，７４０

１４，３００ １４，９００

１９，３００ ２０，１００

７，７２０ ８，６９０

１２，４００ １３，９００

１７，０００ １９，１００

８３０ ８６０

８３ ８６

５０ ５２

８，１８０ ８，５２０

５，０１０ ５，２１０

１６，７００ １７，３００

２３，４００ ２４，６００
を に、

１６，７００ １７，３００

１９０ ２００

３４０ ３６０

５００ ５２０

７５０ ７８０

１，０００ １，０４０



１，５００ １，５６０

２，０００ ２，０８０

３，５００ ３，６５０

５，０１０ ５，２１０

１０，０００ １０，４００

１４，８００ １７，３００

１６，７００ １７，３００
」 」

「 「
１１，７００ １２，３００

７，０２０ ７，４００

１０，４００ １１，０００

２３０ ２４０

２３，４００ ２４，６００

２３，４００ ２４，６００

１３，３００ １３，９００
を に改

２３０ ２４０

２３，４００ ２４，６００

２３４，０００ ２４６，７００

１１７，０００ １２３，３００

２３，４００ ２４，６００

８，６４０ １０，３００

１６，７００ １７，３００
」 」

める。

第２条 杉並区公共溝渠条例（昭和２８年杉並区条例第１３号）の一部を次のよう

に改正する。

第９条第１項中「３７９円」を「３９８円」に改める。

第３条 杉並区立公園条例（昭和５１年杉並区条例第２７号）の一部を次のように

改正する。



「 「
９５６円 ９９４円

別表第２中 ２，１５４円 を ２，２４０円 に改める。

３，３５１円 ３，４８５円
」 」

「 「
１，８５６円 １，９３３円

１，１００円 １，１４５円

１６５円 １７１円

４１２円 ４２９円

８２５円 ８５９円

１３７円 １４３円

１６５円 １７１円

４１２円 ４２９円

８２５円 ８５９円

１，３７５円 １，４３２円

１，３７５円 １，４３２円

別表第３中 ５５０円 を ５７２円 に改める。

１，３７５円 １，４３２円

地上露出部分 地上露出部分

１，０３８円 １，２４５円

地下部分 地下部分

４１２円 ４２９円

６８７円 ７１６円

１，１８４円 １，４２０円

１０，８００円 １１，２８０円

１，９１２円 １，９９７円

１６，８７５円 １７，６２５円

４５円 ４７円

４５円 ４７円
」 」



「 「
１，９１２円 １，９９７円

１６，８７５円 １７，６２５円
別表第５中 を に改める。

４５円 ４７円

４５円 ４７円
」 」

附 則

１ この条例は、令和７年４月１日から施行する。

２ 第１条の規定による改正後の杉並区「特別区道」道路占用料等徴収条例の規定

は、この条例の施行の日（以下「施行日」という。）以後の占用に係る占用料に

ついて適用し、施行日前の占用に係る占用料については、なお従前の例による。

３ 第２条の規定による改正後の杉並区公共溝渠条例の規定は、施行日以後の使用

に係る使用料について適用し、施行日前の使用に係る使用料については、なお従

前の例による。

４ 第３条の規定による改正後の杉並区立公園条例の規定は、施行日以後の公園施

設の使用に係る使用料並びに公園の占用に係る占用料及び物件を設けない占用に

係る利用料金について適用し、施行日前の公園施設の使用に係る使用料並びに公

園の占用に係る占用料及び物件を設けない占用に係る利用料金については、なお

従前の例による。



杉並区「特別区道」道路占用料等徴収条例等の一部を改正する条例

新旧対照表（抄）

第２条による改正（杉並区公共溝渠条例の一部改正）

新 条 例 旧 条 例

（使用料の額及び算定方法） （使用料の額及び算定方法）

第９条 使用料は、使用面積により、１ 第９条 使用料は、使用面積により、１

平方メートルにつき、月額３９８円 平方メートルにつき、月額３７９円

に、使用開始の日の属する月から使用 に、使用開始の日の属する月から使用

終了の日の属する月までの月数を乗じ 終了の日の属する月までの月数を乗じ

て算定した額とする。 て算定した額とする。

２ 略 ２ 略

資 料 １



- 1 -

道路占用料改定資料 （改定後） （現 行）

占 用 物 件 単 位 金 額 金 額

道路法（昭 第１種電柱 １本につき１年 ９，７４０円 ９，３５０円

和２７年法

律第１８０ 第２種電柱 １４，９００円 １４，３００円

号 。 以 下

「法」とい 第３種電柱 ２０，１００円 １９，３００円

う。）第３

２条第１項 第１種電話柱 ８，６９０円 ７，７２０円

第１号に掲

げる工作物 第２種電話柱 １３，９００円 １２，４００円

第３種電話柱 １９，１００円 １７，０００円

その他の柱類 ８６０円 ８３０円

共架電線その他上空に 長さ１メートルに ８６円 ８３円

設ける線類 つき１年

地下に設ける電線その ５２円 ５０円

他の線類

路上に設ける変圧器 １個につき１年 ８，５２０円 ８，１８０円

地下に設ける変圧器 占用面積１平方メ ５，２１０円 ５，０１０円

ートルにつき１年

変圧塔その他これに類 １個につき１年 １７，３００円 １６，７００円

するもの及び公衆電話

所

広告塔 表示面積１平方メ ２４，６００円 ２３，４００円

ートルにつき１年

その他のもの 占用面積１平方メ １７，３００円 １６，７００円

ートルにつき１年

法第３２条 外径が０．０４メート 長さ１メートルに ２００円 １９０円

資 料 ２
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第１項第２ ル未満のもの つき１年

号に掲げる

物件 外径が０．０４メート ３６０円 ３４０円

ル以上０．０７メート

ル未満のもの

外径が０．０７メート ５２０円 ５００円

ル以上０．１メートル

未満のもの

外径が０．１メートル ７８０円 ７５０円

以上０．１５メートル

未満のもの

外径が０．１５メート １，０４０円 １，０００円

ル以上０．２メートル

未満のもの

外径が０．２メートル １，５６０円 １，５００円

以上０．３メートル未

満のもの

外径が０．３メートル ２，０８０円 ２，０００円

以上０．４メートル未

満のもの

外径が０．４メートル ３，６５０円 ３，５００円

以上０．７メートル未

満のもの

外径が０．７メートル ５，２１０円 ５，０１０円

以上１メートル未満の

もの

外径が１メートル以上 １０，４００円 １０，０００円

のもの

法第３２条第１項第３号に掲げる 占用面積１平方メ １７，３００円 １４，８００円

施設 ートルにつき１年

法第３２条第１項第４号に掲げる 占用面積１平方メ １７，３００円 １６，７００円
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資 料 ２

施設 ートルにつき１年

法第３２条 地下街及 階数が１の 占用面積１平方メ Ａに０．００４ Ａに０．００４

第１項第５ び地下室 もの ートルにつき１年 を乗じて得た額 を乗じて得た額

号に掲げる

施設 階数が２の Ａに０．００６ Ａに０．００６

もの を乗じて得た額 を乗じて得た額

階数が３以 Ａに０．００７ Ａに０．００７

上のもの を乗じて得た額 を乗じて得た額

上空に設ける通路 １２，３００円 １１，７００円

地下に設ける通路 ７，４００円 ７，０２０円

その他のもの １１，０００円 １０，４００円

法第３２条 祭礼、縁日等に際し、 占用面積１平方メ ２４０円 ２３０円

第１項第６ 一時的に設けるもの ートルにつき１日

号に掲げる

施設 その他のもの 占用面積１平方メ ２４，６００円 ２３，４００円

ートルにつき１年

道路法施行 看板（アーチ式である 表示面積１平方メ ２４，６００円 ２３，４００円

令（昭和２ ものを除く。） ートルにつき１年

７年政令第

４７９号。 標識 １本につき１年 １３，９００円 １３，３００円

以下「令」

という。） 旗ざお及 祭礼、縁日 占用面積１平方メ ２４０円 ２３０円

第７条第１ び幕 等に際し、 ートル又は１本に

号に掲げる 一時的に設 つき１日

物件 けるもの

その他のも 占用面積１平方メ ２４，６００円 ２３，４００円

の ートル又は１本に

つき１年

アーチ式 車道を横断 １基につき１年 ２４６，７００ ２３４，０００

工作物 するもの 円 円

その他のも １２３，３００ １１７，０００
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の 円 円

令第７条第 板囲、足場その他の工 占用面積１平方メ ２４，６００円 ２３，４００円

４号に掲げ 事用施設及び工事用材 ートルにつき１年

る工事用施 料の置場

設及び同条

第５号に掲 危険防止施設 １０，３００円 ８，６４０円

げる工事用

材料の置場

令第７条第６号に掲げる仮設建築 占用面積１平方メ １７，３００円 １６，７００円

物及び同条第７号に掲げる施設 ートルにつき１年

備考 Ａは、近傍類似の土地の時価を表すものとする。

公園施設使用料改定資料 （改定後） （現 行）

種 別 単 位 金 額 金 額

売店（自動販 小型（０．５平方 １台、１月 ９９４円 ９５６円

売機） メートル未満）

中型（０．５平方 同、同 ２，２４０円 ２，１５４円

メートル以上１平

方メートル未満）

大型（１平方メー 同、同 ３，４８５円 ３，３５１円

トル以上）

公園占用料改定資料 （改定後） （現 行）

種 別 単 位 金 額 金 額

電柱 本柱、支柱又は支線 １本、１月 １，９３３円 １，８５６円

標識 同、同 １，１４５円 １，１００円

水道 外径４０センチメートル未満 １メートル、同 １７１円 １６５円
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資 料 ２

管、 のもの

下水

道 外径４０センチメートル以上 同、同 ４２９円 ４１２円

管、 １メートル未満のもの

ガス

管 外径１メートル以上のもの 同、同 ８５９円 ８２５円

電線 電線 同、同 １４３円 １３７円

地下 外径４０センチメート 同、同 １７１円 １６５円

電線 ル未満のもの

外径４０センチメート 同、同 ４２９円 ４１２円

ル以上１メートル未満

のもの

外径１メートル以上の 同、同 ８５９円 ８２５円

もの

鉄塔 １平方メートル、 １，４３２円 １，３７５円

同

変圧塔、マンホールの類 １箇所、同 １，４３２円 １，３７５円

郵便差出箱又は信書便差出箱 同、同 ５７２円 ５５０円

公衆電話所 同、同 １，４３２円 １，３７５円

地下の占用物件 １平方メートル、 地上露出部分 地上露出部分

同 １，２４５円 １，０３８円

地下部分 地下部分

４２９円 ４１２円

高架の占用物件 同、同 ７１６円 ６８７円

天体、気象又は土地の観測施設 同、同 １，４２０円 １，１８４円

写真撮影のための常時占用 撮影機１台、同 １１，２８０円 １０，８００円

写真撮影のための臨時的な占用 １時間 １，９９７円 １，９１２円
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ロケーション 同 １７，６２５円 １６，８７５円

その 競技会、集会 １平方メートル、 ４７円 ４５円

他の １日

占用

前記以外の場合 同、同 ４７円 ４５円

物件を設けない占用に係る利用料金改定資料

（改定後） （現 行）

種 別 単 位 金 額 金 額

写真撮影のための臨時的な占用 １時間 １，９９７円 １，９１２円

ロケーション 同 １７，６２５円 １６，８７５円

その 競技会、集会 １平方メートル、 ４７円 ４５円

他の １日

占用

前記以外の場合 同、同 ４７円 ４５円



杉並区いじめの防止等に関する条例を公布する。

令和７年３月１９日

杉並区長 岸 本 聡 子

杉並区条例第１４号

杉並区いじめの防止等に関する条例

目次

前文

第１章 総則（第１条―第１０条）

第２章 杉並区いじめ防止対策推進基本方針等（第１１条―第２２条）

第３章 いじめの防止等に関する措置（第２３条―第２７条）

第４章 重大事態への対処（第２８条―第３３条）

第５章 委任（第３４条）

附則

子どもは、一人ひとりがかけがえのない存在です。全ての子どもは、一人の人間

として尊重され、健やかに成長することが保障されています。子どもの心や体を傷

つけるいじめは、決して許すべきではありません。

いじめをなくすためには、全ての子どもが、一人ひとりの多様な個性を理解し合

い、互いの人権を尊重するという考えを持つことが大切です。また、全ての大人は、

日頃から、あらゆる機会を捉え、いじめが許されない行為であることを子どもに伝

えるとともに、子どもがいじめの問題で悩んでいるときにそのつらい気持ちを一人

で抱え込まないよう、子どもに寄り添い、その気持ちを受け止め、支援していくこ

とが必要です。

いじめは、どの子どもにも、どの学校においても起こる可能性があります。した

がって、杉並区、学校、保護者、区民等及び関係機関が、自らの責務や役割を自覚

し、主体的にいじめの防止等のための対策に取り組むとともに、「いじめは絶対に

許さない」、「いじめを放置しない」との認識を共有し、相互に連携することによ

り、一体となって、子どもを守り抜くことが必要です。



このような考えの下、全ての子どもが安心して学び、自分らしく生き生きと暮ら

すことができる地域社会の実現に向けて、いじめの防止等のための対策を総合的か

つ効果的に推進することを目的として、この条例を制定します。

第１章 総則

（目的）

第１条 この条例は、いじめ防止対策推進法（平成２５年法律第７１号。以下

「法」という。）の趣旨を踏まえ、児童生徒に対するいじめの防止等（いじめの

防止、いじめの早期発見及びいじめへの対処をいう。以下同じ。）のための対策

に関し、基本理念を定め、杉並区（以下「区」という。）、学校及び保護者の責

務並びに区民等及び関係機関の役割を明らかにするとともに、いじめの防止等の

ための対策の基本となる事項を定めることにより、いじめの防止等のための対策

を総合的かつ効果的に推進することを目的とする。

（定義）

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に

定めるところによる。

(１) いじめ 児童生徒に対して、当該児童生徒が在籍する学校に在籍している

等当該児童生徒と一定の人的関係にある他の児童生徒が行う心理的又は物理的

な影響を与える行為（インターネットを通じて行われるものを含む。）であっ

て、当該行為の対象となった児童生徒が心身の苦痛を感じているものをいう。

(２) 学校 区、東京都、学校法人（私立学校法（昭和２４年法律第２７０号）

第３条に規定する学校法人をいう。）その他の者が設置する法第２条第２項に

規定する学校のうち、区内に所在するものをいう。

(３) 区立学校 杉並区立学校設置条例（昭和３５年杉並区条例第１号）に規定

する小学校、中学校及び特別支援学校をいう。

(４) 児童生徒 学校に在籍する児童又は生徒をいう。

(５) 保護者 児童生徒の親権を行う者、未成年後見人その他の者であって、児

童生徒を現に監護するものをいう。

（６） 区民等 区内に住み、働き、若しくは学ぶ者（児童生徒を除く。）又は区

内において事業活動を行うものをいう。



（７） 関係機関 警察、児童相談所、法務局又は医療機関その他のいじめの防止

等に関係する機関及び団体をいう。

（基本理念）

第３条 いじめの防止等のための対策は、いじめが全ての児童生徒に関係する問題

であることに鑑み、児童生徒が安心して学習その他の活動に取り組むことができ

るよう、学校の内外を問わずいじめが行われなくなるようにすることを旨として

行われなければならない。

２ いじめの防止等のための対策は、全ての児童生徒がいじめを行わず、及び他の

児童生徒に対して行われるいじめを認識しながらこれを放置することがないよう

にするため、いじめが児童生徒の心身に及ぼす影響その他のいじめの問題に関す

る児童生徒の理解を深め、児童生徒が主体的に行動できるようにすることを旨と

して行われなければならない。

３ いじめの防止等のための対策は、いじめがどの児童生徒にも起こる可能性があ

る問題であることに鑑み、区、学校、保護者、区民等及び関係機関が、いじめを

認識しながらこれを放置してはならないという意識を高めるとともに、一人ひと

りの児童生徒に寄り添い、その気持ちを確実に受け止めた上で、いじめの防止等

のために主体的に行動することを旨として行われなければならない。

４ いじめの防止等のための対策は、いじめを受けた児童生徒の生命及び心身を保

護することが特に重要であることを認識しつつ、区、学校、保護者、区民等及び

関係機関の連携の下、地域社会が一体となって、いじめの問題を克服することを

目指して行われなければならない。

（いじめの禁止等）

第４条 児童生徒は、いじめを行ってはならない。

２ 児童生徒は、一人ひとりに多様な個性があることを理解し、互いの人権を尊重

するとともに、他の児童生徒の気持ちを大切にし、思いやりを持って接するよう

努めるものとする。

３ 児童生徒は、いじめが児童生徒の心身に及ぼす影響等に関する理解を深め、自

分たちの問題として、いじめを主体的に考え、話し合い、及び行動できるように

するよう努めるものとする。



４ 児童生徒は、他の児童生徒がいじめを受けているとき、又はいじめを受けてい

ると思われるときは、速やかに、区、学校、保護者、区民等又は関係機関に知ら

せるよう努めるものとする。

（区の責務）

第５条 区は、第３条に規定する基本理念（以下「基本理念」という。）にのっと

り、いじめの防止等のための対策について、国及び東京都との協力並びに学校、

保護者、区民等及び関係機関との連携の下、区の状況に応じた施策を策定し、総

合的かつ効果的に推進する責務を有する。

（学校及び学校の教職員の責務）

第６条 学校及び学校の教職員は、基本理念にのっとり、当該学校に在籍する児童

生徒の日常の生活に注意を払い、日頃から信頼関係の構築に努めるとともに、区、

当該児童生徒の保護者、区民等及び関係機関との連携を図りつつ、学校全体で組

織的にいじめの防止及び早期発見に取り組む責務を有する。

２ 学校及び学校の教職員は、当該学校に在籍する児童生徒がいじめを受けている

とき、又はいじめを受けていると思われるときは、これを放置することなく、適

切かつ迅速にこれに対処する責務を有する。

（保護者の責務）

第７条 保護者は、基本理念にのっとり、その監護する児童生徒の教育について第

一義的責任を有するものであって、当該児童生徒がいじめを行うことのないよう、

当該児童生徒に対し、規範意識を養うための教育を行うとともに、当該児童生徒

を心身ともに健やかに育てるよう努めるものとする。

２ 保護者は、日頃からその監護する児童生徒の気持ちの理解に努めるとともに、

当該児童生徒がいじめを受けた場合には、適切に当該児童生徒をいじめから保護

するものとする。

３ 保護者は、区及び学校が講ずるいじめの防止等のための措置に協力するよう努

めるものとする。

（区民等の役割）

第８条 区民等は、基本理念にのっとり、それぞれの地域において児童生徒に対す

る見守り等を行い、児童生徒が安心して過ごすことができるよう努めるものとす



る。

２ 区民等は、児童生徒がいじめを受けているとき、又はいじめを受けていると思

われるときは、速やかに、区、学校又は関係機関に知らせるよう努めるものとす

る。

３ 区民等は、区及び学校が講ずるいじめの防止等のための措置に協力するよう努

めるものとする。

（関係機関の役割）

第９条 関係機関は、基本理念にのっとり、いじめの防止等に関する啓発活動等を

積極的に行うよう努めるものとする。

２ 関係機関は、いじめに関する情報を入手したときは、速やかに、区又は学校に

当該情報を提供するよう努めるものとする。

３ 関係機関は、区及び学校が講ずるいじめの防止等のための措置に協力するよう

努めるものとする。

（財政上の措置等）

第１０条 区は、いじめの防止等のための対策を推進するために必要な財政上の措

置その他の必要な措置を講ずるよう努めるものとする。

第２章 杉並区いじめ防止対策推進基本方針等

（杉並区いじめ防止対策推進基本方針）

第１１条 区は、法第１２条の規定に基づき、いじめの防止等のための対策を総合

的かつ効果的に推進するための基本的な方針として、杉並区いじめ防止対策推進

基本方針（次項において「基本方針」という。）を定めるものとする。

２ 区は、基本方針を定め、又は変更したときは、これを公表するものとする。

（学校いじめ防止基本方針）

第１２条 区立学校は、法第１３条の規定に基づき、当該区立学校におけるいじめ

の防止等のための対策に関する基本的な方針として、学校いじめ防止基本方針

（次項において「学校基本方針」という。）を定めるものとする。

２ 区立学校は、学校基本方針を定め、又は変更したときは、これを公表するもの

とする。

（いじめ問題対策連絡協議会）



第１３条 杉並区青少年問題協議会は、法第１４条第１項に規定するいじめ問題対

策連絡協議会として、いじめの防止等に関係する機関及び団体の連携を図るもの

とする。

（対策委員会の設置）

第１４条 区立学校におけるいじめの防止等のための対策を実効的に行うようにす

るため、法第１４条第３項の規定に基づき、杉並区教育委員会（以下「教育委員

会」という。）の附属機関として、杉並区いじめ問題対策委員会（以下「対策委

員会」という。）を置く。

２ 対策委員会は、次に掲げる事項について、調査審議を行う。

(１) 区立学校におけるいじめの防止等のための対策に関して必要な事項

(２) 区立学校において発生した法第２８条第１項に規定する重大事態（以下

「重大事態」という。）に係る事実関係を明確にするための調査その他の当該

重大事態への対処及び当該重大事態と同種の事態の発生の防止に関して必要な

事項

３ 対策委員会は、前項各号に掲げる事項に関し、教育委員会に意見を述べること

ができる。

（対策委員会の組織）

第１５条 対策委員会は、法律、医療、心理、福祉等の分野に関し優れた識見を有

する者のうちから、教育委員会が委嘱する委員７人以内をもって組織する。

２ 委員の任期は、２年とし、再任されることを妨げない。ただし、補欠の委員の

任期は、前任者の残任期間とする。

３ 対策委員会に、前条第２項第２号に規定する調査を行わせるため、専門調査員

を置くことができる。

４ 専門調査員は、法律、医療、心理、福祉等の分野に関し優れた識見を有する者

のうちから、教育委員会が委嘱する。

５ 第２項の規定は、専門調査員の任期について準用する。

（対策委員会の会長）

第１６条 対策委員会に会長を置き、委員の互選によりこれを定める。

２ 会長は、対策委員会を代表し、会務を総理する。



３ 会長に事故があるときは、会長があらかじめ指名する委員がその職務を代理す

る。

（対策委員会の会議）

第１７条 対策委員会は、会長が招集する。

２ 対策委員会は、委員の半数以上の出席がなければ、会議を開くことができない。

３ 対策委員会の議事は、出席した委員の過半数で決し、可否同数のときは、会長

の決するところによる。

４ 対策委員会の会議は、公開とする。ただし、対策委員会の議決があったときは、

非公開とすることができる。

（部会）

第１８条 対策委員会に、第１４条第２項第２号に規定する調査を行うため、部会

を置くことができる。

２ 部会の委員及び部会長は、第１５条第１項に規定する委員及び同条第３項に規

定する専門調査員（以下「委員等」という。）のうちから、会長が指名する。

３ 部会の会議は、非公開とする。

４ 前３項に定めるもののほか、部会について必要な事項は、対策委員会が定める。

（委員等以外の者の出席等）

第１９条 対策委員会及び部会は、調査審議のため必要があると認めるときは、委

員等以外の者を出席させて意見を聴き、又は委員等以外の者から必要な資料の提

出を求めることができる。

（委員等の除斥）

第２０条 委員等は、対策委員会及び部会が会議の中立性及び公正性が損なわれる

おそれがあると認めるときは、出席することができない。

（守秘義務）

第２１条 委員等は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を退いた

後も、同様とする。

（学校いじめ対策委員会）

第２２条 区立学校は、当該区立学校におけるいじめの防止等に関する措置を実効

的に行うため、当該区立学校の複数の教職員、心理、福祉等に関する専門的な知



識を有する者その他の関係者により構成されるいじめの防止等の対策のための組

織（以下「学校いじめ対策委員会」という。）を置くものとする。

第３章 いじめの防止等に関する措置

（いじめの防止のための措置）

第２３条 教育委員会及び区立学校は、当該区立学校に在籍する児童生徒の豊かな

情操と道徳心を培い、互いの個性を尊重し合う態度を養うこと及び当該児童生徒

の自己肯定感や自尊感情を高めることが当該区立学校におけるいじめの防止に資

することを踏まえ、全ての教育活動を通じて道徳教育及び体験活動等の充実を図

らなければならない。

２ 教育委員会及び区立学校は、当該区立学校におけるいじめを防止するため、当

該区立学校に在籍する児童生徒に対し、いじめが、いじめを受けた児童生徒の教

育を受ける権利を著しく侵害し、その心身の健全な成長及び人格の形成に重大な

影響を与えるのみならず、その生命又は身体に重大な危険を生じさせるおそれが

あることに関する理解を深めるための指導を行うものとする。

３ 教育委員会及び区立学校は、当該区立学校におけるいじめを防止するため、当

該区立学校に在籍する児童生徒の保護者、区民等及び関係機関との連携を図りつ

つ、いじめの防止に資する活動であって当該児童生徒が自主的に行うものに対す

る支援その他必要な措置を講ずるものとする。

（いじめの早期発見のための措置）

第２４条 教育委員会及び区立学校は、当該区立学校におけるいじめを早期に発見

するため、当該区立学校に在籍する児童生徒に対する定期的な調査その他の必要

な措置を講ずるものとする。

２ 区は、いじめに関する通報及び相談を受け付けるための体制の整備に必要な施

策を講ずるものとする。

３ 教育委員会及び区立学校は、当該区立学校に在籍する児童生徒及びその保護者

並びに当該区立学校の教職員がいじめに係る相談を行うことができる体制（次項

において「相談体制」という。）を整備するものとする。

４ 教育委員会及び区立学校は、相談体制を整備するに当たっては、保護者、区民

等及び関係機関との連携の下、いじめを受けた児童生徒の教育を受ける権利その



他の権利利益が擁護されるよう配慮するものとする。

（いじめに対する措置）

第２５条 区立学校は、当該区立学校に在籍する児童生徒がいじめを受けていると

思われるときは、速やかに、当該児童生徒に係るいじめの事実の有無の確認を行

うための措置を講ずるとともに、その結果を教育委員会に報告するものとする。

２ 教育委員会は、前項の規定による報告を受けたときその他区立学校に在籍する

児童生徒がいじめを受けていると思われるときは、必要に応じ、当該区立学校に

対し必要な支援を行い、若しくは必要な措置を講ずることを指示し、又は自ら必

要な調査を行うものとする。

３ 教育委員会及び区立学校は、当該区立学校に在籍する児童生徒がいじめを受け

たときは、当該児童生徒の気持ちに寄り添い、当該児童生徒及びその保護者に対

し、いじめの早期解消に向けた支援を継続的に行うものとする。

４ 教育委員会及び区立学校は、当該区立学校に在籍する児童生徒がいじめを行っ

たときは、その行為の重大性を総合的に考慮した上で、いじめを解消するために

当該児童生徒に対する指導及びその保護者に対する助言を継続的に行うとともに、

当該児童生徒及びその保護者に対し、その背景にある事情を踏まえた上で、いじ

めの再発を防止するために必要な支援を行うものとする。

５ 前２項の規定による支援又は指導若しくは助言を行うに当たっては、必要に応

じて、心理、福祉等に関する専門的な知識を有する者の協力を得るものとする。

（区立学校以外の学校への協力要請）

第２６条 区は、区立学校以外の学校に対し、区及び区立学校が講ずるいじめの防

止等のための措置について協力を求めることができる。

（啓発活動）

第２７条 区は、いじめが児童生徒の心身に及ぼす影響、いじめを防止することの

重要性、いじめに係る相談制度又は救済制度等について必要な広報その他のいじ

めの防止等のための啓発活動を行うものとする。

２ 教育委員会及び区立学校は、当該区立学校に在籍する児童生徒及びその保護者

並びに当該区立学校の教職員に対し、いじめの防止等のための対策を行うことの

重要性に関する理解を深めるための啓発活動を行うものとする。



３ 教育委員会及び区立学校は、当該区立学校に在籍する児童生徒及びその保護者

が、インターネットを通じて行われるいじめの防止等のための対策を行うことが

できるよう、これらの者に対し、必要な啓発活動を行うものとする。

第４章 重大事態への対処

（重大事態への対処）

第２８条 区立学校は、重大事態が発生したときは、教育委員会を通じて、当該重

大事態が発生した旨を、速やかに区長に報告しなければならない。

２ 教育委員会は、重大事態が発生したときは、速やかに、対策委員会に法第２８

条第１項の規定による調査を行わせるものとする。

３ 対策委員会は、前項に規定する調査を行うため必要があると認めるときは、区

立学校に対し、必要な要請をすることができる。

４ 対策委員会は、第２項に規定する調査を行ったときは、その結果を教育委員会

に報告するものとする。

５ 教育委員会は、前項の規定による報告を受けたときは、その旨を区長に報告す

るものとする。

（調査委員会の設置）

第２９条 法第３０条第２項の規定による調査等を行うため、区長の附属機関とし

て、杉並区いじめ問題調査委員会（以下「調査委員会」という。）を置く。

２ 調査委員会は、区長が、法第３０条第１項の規定による報告を受けた場合にお

ける同条第２項の規定による調査を行う必要性について、区長の諮問に応じ、答

申する。

３ 区長は、前項の規定による答申を受けて、法第３０条第１項の規定による報告

に係る重大事態への対処又は当該重大事態と同種の事態の発生の防止のため必要

があると認めたときは、速やかに、調査委員会に同条第２項の規定による調査を

行わせるものとする。

４ 調査委員会は、前項に規定する調査を行ったときは、その結果を区長に報告す

るものとする。

５ 調査委員会は、法第３０条第５項の規定に基づき区長が講ずる措置に関し、区

長に意見を述べることができる。



（調査委員会の組織）

第３０条 調査委員会は、法律、医療、心理、福祉等の分野に関し優れた識見を有

する者のうちから、区長が委嘱する委員５人以内をもって組織する。

（会議の非公開）

第３１条 調査委員会の会議は、非公開とする。

（準用）

第３２条 第１５条第２項、第１６条、第１７条第１項から第３項まで及び第１９

条から第２１条までの規定は、調査委員会について準用する。

（再発防止のための措置）

第３３条 区長及び教育委員会は、第２８条第２項に規定する調査及び第２９条第

３項に規定する調査の結果を踏まえ、自らの権限及び責任において、当該調査に

係る重大事態への対処又は当該重大事態と同種の事態の発生の防止のために必要

な措置を講ずるものとする。

第５章 委任

第３４条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則又は教育委員会規則で定める。

附 則

１ この条例は、令和７年４月１日から施行する。

２ 杉並区いじめ問題対策委員会条例（平成２９年杉並区条例第２０号）は、廃止

する。

３ この条例の施行の際現に前項の規定による廃止前の杉並区いじめ問題対策委員

会条例（附則第５項において「旧条例」という。）第１条の規定により置かれて

いる杉並区いじめ問題対策委員会（次項において「旧対策委員会」という。）は、

第１４条第１項の規定により置かれる対策委員会となり、同一性をもって存続す

るものとする。

４ この条例の施行の際現に旧対策委員会の委員である者は、この条例の施行の日

に、第１５条第１項の規定により、対策委員会の委員として委嘱されたものとみ

なす。この場合において、その委嘱されたものとみなされる委員の任期は、同条

第２項の規定にかかわらず、同日における旧対策委員会の委員としての任期の残

任期間と同一の期間とする。



５ 旧条例第１０条の規定による職務上知り得た秘密を漏らしてはならない義務に

ついては、この条例の施行後も、なお従前の例による。

６ 杉並区附属機関の構成員の報酬及び費用弁償に関する条例（昭和５０年杉並区

条例第３１号）の一部を次のように改正する。

別表区長の部に次のように加える。

杉並区いじめ問題調査委員会 杉並区いじ 日額 ２３，０００円

めの防止等

に関する条

例（令和７

年杉並区条

例 第 １ ４

号）第２９

条第３項に

規定する調

査を行う場

合

前記以外の 会長日額 ２１，０００円

調査等を行 委員日額 １８，５００円

う場合

別表教育委員会の部杉並区いじめ問題対策委員会の項中「杉並区いじめ問題対

策委員会条例（平成２９年杉並区条例第２０号）第９条の規定により指名された

委員が同条」を「杉並区いじめの防止等に関する条例（令和７年杉並区条例第１

４号）第２８条第２項」に、「第３条第２項」を「第１４条第２項第２号」に改

め、「委員日額」の次に「及び専門調査員日額」を加える。



杉並区職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例の一部を改正する条例を公布

する。

令和７年３月１９日

杉並区長 岸 本 聡 子

杉並区条例第１５号

杉並区職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例の一部を改正する条例

杉並区職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例（平成１０年杉並区条例第３

号）の一部を次のように改正する。

第９条の３の見出しを削り、同条の前に見出しとして「（小学校就学の始期に達

するまでの子の育児又は要介護者の介護を行う職員の超過勤務の制限）」を付し、

同条中「３歳に満たない子」を「小学校就学の始期に達するまでの子」に改める。

第９条の４の見出しを削る。

第１５条第１項各号中「子の看護のための休暇」を「子の看護等のための休暇」

に改める。

第１６条第１項中「定める者」の次に「（以下「配偶者等」という。）」を加え

る。

第１６条の３の次に次の２条を加える。

（配偶者等が介護を必要とする状況に至った職員に対する意向確認等）

第１６条の４ 任命権者は、職員が配偶者等が当該職員の介護を必要とする状況に

至ったことを申し出たときは、当該職員に対して、仕事と介護との両立に資する

ものとして規則で定める制度又は措置（以下この条及び次条において「介護両立

支援制度等」という。）その他の規則で定める事項を知らせるとともに、介護両

立支援制度等の請求、申告又は申請（次条において「請求等」という。）に係る

当該職員の意向を確認するための面談その他の規則で定める措置を講じなければ

ならない。

２ 任命権者は、職員に対して、当該職員が４０歳に達した日の属する年度におい

て、前項に規定する事項を知らせなければならない。

（勤務環境の整備に関する措置）



第１６条の５ 任命権者は、介護両立支援制度等の請求等が円滑に行われるように

するため、次に掲げる措置を講じなければならない。

(１) 職員に対する介護両立支援制度等に係る研修の実施

(２) 介護両立支援制度等に関する相談体制の整備

(３) 前２号に掲げる措置のほか、規則で定める介護両立支援制度等に係る勤務

環境の整備に関する措置

附 則

１ この条例は、令和７年４月１日から施行する。ただし、次項の規定は、公布の

日から施行する。

２ 改正後の第９条の３第１項の規定による超過勤務の制限に係る請求（３歳から

小学校就学の始期に達するまでの子を養育するために行うものに限る。）は、こ

の条例の施行の日前においても行うことができる。
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杉並区職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例の一部を改正する条例

新旧対照表

新 条 例 旧 条 例

（小学校就学の始期に達するまでの子の （３歳に満たない子の育児又は要介護者

育児又は要介護者の介護を行う職員の超 の介護を行う職員の超過勤務の制限）

過勤務の制限）

第９条の３ 任命権者は、小学校就学の 第９条の３ 任命権者は、３歳に満たな

始期に達するまでの子のある職員が当 い子 のある職員が当

該子を養育するために請求した場合に 該子を養育するために請求した場合に

は、職務に支障がある場合を除き、超 は、職務に支障がある場合を除き、超

過勤務をさせてはならない。ただし、 過勤務をさせてはならない。ただし、

災害その他避けることのできない事由 災害その他避けることのできない事由

に基づく臨時の勤務の必要がある場合 に基づく臨時の勤務の必要がある場合

は、この限りでない。 は、この限りでない。

２ 前項の規定は、要介護者を介護する ２ 前項の規定は、要介護者を介護する

職員について準用する。この場合にお 職員について準用する。この場合にお

いて、同項中「小学校就学の始期に達 いて、同項中「３歳に満たない子

するまでの子のある職員が当該子を養 のある職員が当該子を養

育」とあるのは、「要介護者のある職 育」とあるのは、「要介護者のある職

員が当該要介護者を介護」と読み替え 員が当該要介護者を介護」と読み替え

るものとする。 るものとする。

３ 前２項に規定するもののほか、小学 ３ 前２項に規定するもののほか、３歳

校就学の始期に達するまでの子の育児 に満たない子 の育児

又は要介護者の介護を行う職員の超過 又は要介護者の介護を行う職員の超過

勤務の制限に関し必要な事項は、人事 勤務の制限に関し必要な事項は、人事

委員会の承認を得て、規則で定める。 委員会の承認を得て、規則で定める。

（小学校就学の始期に達するまでの子の

資 料
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育児又は要介護者の介護を行う職員の超

過勤務の制限）

第９条の４ 略 第９条の４ 略

（特別休暇） （特別休暇）

第１５条 任命権者は、職員が選挙権の 第１５条 任命権者は、職員が選挙権の

行使、結婚、出産その他の特別の事由 行使、結婚、出産その他の特別の事由

により、勤務しないことが相当である により、勤務しないことが相当である

場合における休暇（以下「特別休暇」 場合における休暇（以下「特別休暇」

という。）として、次の各号に掲げる という。）として、次の各号に掲げる

職員の区分に応じ、当該各号に定める 職員の区分に応じ、当該各号に定める

休暇を承認するものとする。 休暇を承認するものとする。

(１) 地方公務員法第２２条の３第１ (１) 地方公務員法第２２条の３第１

項の規定により臨時的に任用された 項の規定により臨時的に任用された

職員及び地方公務員の育児休業等に 職員及び地方公務員の育児休業等に

関する法律第６条第１項の規定によ 関する法律第６条第１項の規定によ

り臨時的に任用された職員（常時勤 り臨時的に任用された職員（常時勤

務を要するものに限る。） 公民権 務を要するものに限る。） 公民権

行使等休暇、妊娠出産休暇、母体保 行使等休暇、妊娠出産休暇、母体保

護休暇、母子保健健診休暇、妊婦通 護休暇、母子保健健診休暇、妊婦通

勤時間、育児時間、出産支援休暇、 勤時間、育児時間、出産支援休暇、

育児参加休暇、生理休暇、慶弔休 育児参加休暇、生理休暇、慶弔休

暇、災害休暇、夏季休暇、ボランテ 暇、災害休暇、夏季休暇、ボランテ

ィア休暇、子の看護等のための休暇 ィア休暇、子の看護のための休暇

及び短期の介護休暇 及び短期の介護休暇

(２) 前号に掲げる職員以外の職員 (２) 前号に掲げる職員以外の職員

公民権行使等休暇、妊娠出産休暇、 公民権行使等休暇、妊娠出産休暇、

母体保護休暇、母子保健健診休暇、 母体保護休暇、母子保健健診休暇、

妊婦通勤時間、育児時間、出産支援 妊婦通勤時間、育児時間、出産支援

休暇、育児参加休暇、生理休暇、慶 休暇、育児参加休暇、生理休暇、慶
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弔休暇、災害休暇、夏季休暇、ボラ 弔休暇、災害休暇、夏季休暇、ボラ

ンティア休暇、リフレッシュ休暇、 ンティア休暇、リフレッシュ休暇、

子の看護等のための休暇及び短期の 子の看護のための休暇 及び短期の

介護休暇 介護休暇

２ 略 ２ 略

（介護休暇） （介護休暇）

第１６条 任命権者は、職員がその配偶 第１６条 任命権者は、職員がその配偶

者、パートナーシップ関係の相手方、 者、パートナーシップ関係の相手方、

父母、子、配偶者又はパートナーシッ 父母、子、配偶者又はパートナーシッ

プ関係の相手方の父母その他規則で定 プ関係の相手方の父母その他規則で定

める者（以下「配偶者等」という。） める者

で負傷、疾病又は老齢により日常生活 で負傷、疾病又は老齢により日常生活

を営むことに支障があるものの介護を を営むことに支障があるものの介護を

するため、勤務しないことが相当であ するため、勤務しないことが相当であ

ると認められる場合における休暇とし ると認められる場合における休暇とし

て、介護休暇（前条第１項に規定する て、介護休暇（前条第１項に規定する

ものを除く。以下この条において同 ものを除く。以下この条において同

じ。）を承認するものとする。 じ。）を承認するものとする。

２ 略 ２ 略

（配偶者等が介護を必要とする状況に至

った職員に対する意向確認等）

第１６条の４ 任命権者は、職員が配偶

者等が当該職員の介護を必要とする状

況に至ったことを申し出たときは、当

該職員に対して、仕事と介護との両立

に資するものとして規則で定める制度

又は措置（以下この条及び次条におい

て「介護両立支援制度等」という。）

その他の規則で定める事項を知らせる

資 料
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とともに、介護両立支援制度等の請

求、申告又は申請（次条において「請

求等」という。）に係る当該職員の意

向を確認するための面談その他の規則

で定める措置を講じなければならな

い。

２ 任命権者は、職員に対して、当該職

員が４０歳に達した日の属する年度に

おいて、前項に規定する事項を知らせ

なければならない。

（勤務環境の整備に関する措置）

第１６条の５ 任命権者は、介護両立支

援制度等の請求等が円滑に行われるよ

うにするため、次に掲げる措置を講じ

なければならない。

(１) 職員に対する介護両立支援制度

等に係る研修の実施

(２) 介護両立支援制度等に関する相

談体制の整備

(３) 前２号に掲げる措置のほか、規

則で定める介護両立支援制度等に係

る勤務環境の整備に関する措置



杉並区幼稚園教育職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例及び杉並区学校教

育職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例の一部を改正する条例を公布する。

令和７年３月１９日

杉並区長 岸 本 聡 子

杉並区条例第１６号

杉並区幼稚園教育職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例及び杉並区学

校教育職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例の一部を改正する条例

第１条 杉並区幼稚園教育職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例（平成１２

年杉並区条例第１７号）の一部を次のように改正する。

第１１条の２の見出しを削り、同条の前に見出しとして「（小学校就学の始期

に達するまでの子の育児又は要介護者の介護を行う職員の超過勤務の制限）」を

付し、同条中「３歳に満たない子」を「小学校就学の始期に達するまでの子」に

改める。

第１１条の３の見出しを削る。

第１７条第１項各号中「子の看護のための休暇」を「子の看護等のための休

暇」に改める。

第１８条第１項中「定める者」の次に「（以下「配偶者等」という。）」を加

える。

第１８条の３の次に次の２条を加える。

（配偶者等が介護を必要とする状況に至った職員に対する意向確認等）

第１８条の４ 教育委員会は、職員が配偶者等が当該職員の介護を必要とする状

況に至ったことを申し出たときは、当該職員に対して、仕事と介護との両立に

資するものとして教育委員会規則で定める制度又は措置（以下この条及び次条

において「介護両立支援制度等」という。）その他の教育委員会規則で定める

事項を知らせるとともに、介護両立支援制度等の請求、申告又は申請（次条に

おいて「請求等」という。）に係る当該職員の意向を確認するための面談その

他の教育委員会規則で定める措置を講じなければならない。



２ 教育委員会は、職員に対して、当該職員が４０歳に達した日の属する年度に

おいて、前項に規定する事項を知らせなければならない。

（勤務環境の整備に関する措置）

第１８条の５ 教育委員会は、介護両立支援制度等の請求等が円滑に行われるよ

うにするため、次に掲げる措置を講じなければならない。

(１) 職員に対する介護両立支援制度等に係る研修の実施

(２) 介護両立支援制度等に関する相談体制の整備

(３) 前２号に掲げる措置のほか、教育委員会規則で定める介護両立支援制度

等に係る勤務環境の整備に関する措置

第２条 杉並区学校教育職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例（平成１９年

杉並区条例第１０号）の一部を次のように改正する。

第１１条第２項中「属する者」の次に「（以下「配偶者等」という。）」を加

える。

第１１条の２の見出しを削り、同条の前に見出しとして「（小学校就学の始期

に達するまでの子の育児又は要介護者の介護を行う職員の超過勤務の制限）」を

付し、同条中「３歳に満たない子」を「小学校就学の始期に達するまでの子」に

改める。

第１２条の見出しを削る。

第１８条第１項中「子どもの看護休暇」を「子どもの看護等休暇」に改める。

第２０条の次に次の２条を加える。

（配偶者等が介護を必要とする状況に至った職員に対する意向確認等）

第２０条の２ 教育委員会は、職員が配偶者等が当該職員の介護を必要とする状

況に至ったことを申し出たときは、当該職員に対して、仕事と介護との両立に

資するものとして教育委員会規則で定める制度又は措置（以下この条及び次条

において「介護両立支援制度等」という。）その他の教育委員会規則で定める

事項を知らせるとともに、介護両立支援制度等の請求、申告又は申請（次条に

おいて「請求等」という。）に係る当該職員の意向を確認するための面談その

他の教育委員会規則で定める措置を講じなければならない。

２ 教育委員会は、職員に対して、当該職員が４０歳に達した日の属する年度に



おいて、前項に規定する事項を知らせなければならない。

（勤務環境の整備に関する措置）

第２０条の３ 教育委員会は、介護両立支援制度等の請求等が円滑に行われるよ

うにするため、次に掲げる措置を講じなければならない。

(１) 職員に対する介護両立支援制度等に係る研修の実施

(２) 介護両立支援制度等に関する相談体制の整備

(３) 前２号に掲げる措置のほか、教育委員会規則で定める介護両立支援制度

等に係る勤務環境の整備に関する措置

附 則

１ この条例は、令和７年４月１日から施行する。ただし、次項及び附則第３項の

規定は、公布の日から施行する。

２ この条例による改正後の杉並区幼稚園教育職員の勤務時間、休日、休暇等に関

する条例第１１条の２第１項の規定による超過勤務の制限に係る請求（３歳から

小学校就学の始期に達するまでの子を養育するために行うものに限る。）は、こ

の条例の施行の日前においても行うことができる。

３ この条例による改正後の杉並区学校教育職員の勤務時間、休日、休暇等に関す

る条例第１１条の２第１項の規定による超過勤務の制限に係る請求（３歳から小

学校就学の始期に達するまでの子を養育するために行うものに限る。）は、この

条例の施行の日前においても行うことができる。



- 1 -

杉並区幼稚園教育職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例及び杉並区学

校教育職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例の一部を改正する条例新

旧対照表

第１条による改正（杉並区幼稚園教育職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例

の一部改正）

新 条 例 旧 条 例

（小学校就学の始期に達するまでの子の （３歳に満たない子の育児又は要介護者

育児又は要介護者の介護を行う職員の超 の介護を行う職員の超過勤務の制限）

過勤務の制限）

第１１条の２ 教育委員会は、小学校就 第１１条の２ 教育委員会は、３歳に満

学の始期に達するまでの子のある職員 たない子 のある職員

が当該子を養育するために請求した場 が当該子を養育するために請求した場

合には、職務に支障がある場合を除 合には、職務に支障がある場合を除

き、超過勤務をさせてはならない。た き、超過勤務をさせてはならない。た

だし、災害その他避けることのできな だし、災害その他避けることのできな

い事由に基づく臨時の勤務の必要があ い事由に基づく臨時の勤務の必要があ

る場合は、この限りでない。 る場合は、この限りでない。

２ 前項の規定は、要介護者を介護する ２ 前項の規定は、要介護者を介護する

職員について準用する。この場合にお 職員について準用する。この場合にお

いて、同項中「小学校就学の始期に達 いて、同項中「３歳に満たない子

するまでの子のある職員が当該子を養 のある職員が当該子を養

育」とあるのは、「要介護者のある職 育」とあるのは、「要介護者のある職

員が当該要介護者を介護」と読み替え 員が当該要介護者を介護」と読み替え

るものとする。 るものとする。

３ 前２項に規定するもののほか、小学 ３ 前２項に規定するもののほか、３歳

校就学の始期に達するまでの子の育児 に満たない子 の育児

又は要介護者の介護を行う職員の超過 又は要介護者の介護を行う職員の超過

資 料
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勤務の制限に関し必要な事項は、人事 勤務の制限に関し必要な事項は、人事

委員会の承認を得て、教育委員会規則 委員会の承認を得て、教育委員会規則

で定める。 で定める。

（小学校就学の始期に達するまでの子の

育児又は要介護者の介護を行う職員の超

過勤務の制限）

第１１条の３ 略 第１１条の３ 略

（特別休暇） （特別休暇）

第１７条 教育委員会は、職員が選挙権 第１７条 教育委員会は、職員が選挙権

の行使、結婚、出産その他の特別の事 の行使、結婚、出産その他の特別の事

由により、勤務しないことが相当であ 由により、勤務しないことが相当であ

る場合における休暇（以下「特別休 る場合における休暇（以下「特別休

暇」という。）として、次の各号に掲 暇」という。）として、次の各号に掲

げる職員の区分に応じ、当該各号に定 げる職員の区分に応じ、当該各号に定

める休暇を承認するものとする。 める休暇を承認するものとする。

(１) 臨時的に任用された職員 公民 (１) 臨時的に任用された職員 公民

権行使等休暇、妊娠出産休暇、母体 権行使等休暇、妊娠出産休暇、母体

保護休暇、母子保健健診休暇、妊婦 保護休暇、母子保健健診休暇、妊婦

通勤時間、育児時間、出産支援休 通勤時間、育児時間、出産支援休

暇、育児参加休暇、生理休暇、慶弔 暇、育児参加休暇、生理休暇、慶弔

休暇、災害休暇、夏季休暇、ボラン 休暇、災害休暇、夏季休暇、ボラン

ティア休暇、子の看護等のための休 ティア休暇、子の看護のための休暇

暇及び短期の介護休暇 及び短期の介護休暇

(２) 前号に掲げる職員以外の職員 (２) 前号に掲げる職員以外の職員

公民権行使等休暇、妊娠出産休暇、 公民権行使等休暇、妊娠出産休暇、

母体保護休暇、母子保健健診休暇、 母体保護休暇、母子保健健診休暇、

妊婦通勤時間、育児時間、出産支援 妊婦通勤時間、育児時間、出産支援

休暇、育児参加休暇、生理休暇、慶 休暇、育児参加休暇、生理休暇、慶

弔休暇、災害休暇、夏季休暇、ボラ 弔休暇、災害休暇、夏季休暇、ボラ
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ンティア休暇、リフレッシュ休暇、 ンティア休暇、リフレッシュ休暇、

子の看護等のための休暇及び短期の 子の看護のための休暇 及び短期の

介護休暇 介護休暇

２ 略 ２ 略

（介護休暇） （介護休暇）

第１８条 教育委員会は、職員がその配 第１８条 教育委員会は、職員がその配

偶者、パートナーシップ関係の相手 偶者、パートナーシップ関係の相手

方、父母、子、配偶者又はパートナー 方、父母、子、配偶者又はパートナー

シップ関係の相手方の父母その他教育 シップ関係の相手方の父母その他教育

委員会規則で定める者（以下「配偶者 委員会規則で定める者

等」という。）で負傷、疾病又は老齢 で負傷、疾病又は老齢

により日常生活を営むことに支障があ により日常生活を営むことに支障があ

るものの介護をするため、勤務しない るものの介護をするため、勤務しない

ことが相当であると認められる場合に ことが相当であると認められる場合に

おける休暇として、介護休暇（前条第 おける休暇として、介護休暇（前条第

１項に規定するものを除く。以下この １項に規定するものを除く。以下この

条において同じ。）を承認するものと 条において同じ。）を承認するものと

する。 する。

２ 略 ２ 略

（配偶者等が介護を必要とする状況に至

った職員に対する意向確認等）

第１８条の４ 教育委員会は、職員が配

偶者等が当該職員の介護を必要とする

状況に至ったことを申し出たときは、

当該職員に対して、仕事と介護との両

立に資するものとして教育委員会規則

で定める制度又は措置（以下この条及

び次条において「介護両立支援制度

等」という。）その他の教育委員会規
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則で定める事項を知らせるとともに、

介護両立支援制度等の請求、申告又は

申請（次条において「請求等」とい

う。）に係る当該職員の意向を確認す

るための面談その他の教育委員会規則

で定める措置を講じなければならな

い。

２ 教育委員会は、職員に対して、当該

職員が４０歳に達した日の属する年度

において、前項に規定する事項を知ら

せなければならない。

（勤務環境の整備に関する措置）

第１８条の５ 教育委員会は、介護両立

支援制度等の請求等が円滑に行われる

ようにするため、次に掲げる措置を講

じなければならない。

(１) 職員に対する介護両立支援制度

等に係る研修の実施

(２) 介護両立支援制度等に関する相

談体制の整備

(３) 前２号に掲げる措置のほか、教

育委員会規則で定める介護両立支援

制度等に係る勤務環境の整備に関す

る措置

第２条による改正（杉並区学校教育職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例の

一部改正）

新 条 例 旧 条 例
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（育児又は介護を行う職員の深夜勤務の （育児又は介護を行う職員の深夜勤務の

制限） 制限）

第１１条 略 第１１条 略

２ 前項の規定は、配偶者若しくはパー ２ 前項の規定は、配偶者若しくはパー

トナーシップ関係の相手方若しくは２ トナーシップ関係の相手方若しくは２

親等内の親族又は同一の世帯に属する 親等内の親族又は同一の世帯に属する

者（以下「配偶者等」という。）で疾 者 で疾

病、負傷又は老齢により日常生活を営 病、負傷又は老齢により日常生活を営

むことに支障があるもの（以下「要介 むことに支障があるもの（以下「要介

護者」という。）を介護する職員につ 護者」という。）を介護する職員につ

いて準用する。この場合において、同 いて準用する。この場合において、同

項中「小学校就学の始期に達するまで 項中「小学校就学の始期に達するまで

の子（民法（明治２９年法律第８９ の子（民法（明治２９年法律第８９

号）第８１７条の２第１項の規定によ 号）第８１７条の２第１項の規定によ

り職員が当該職員との間における同項 り職員が当該職員との間における同項

に規定する特別養子縁組の成立につい に規定する特別養子縁組の成立につい

て家庭裁判所に請求した者（当該請求 て家庭裁判所に請求した者（当該請求

に係る家事審判事件が裁判所に係属し に係る家事審判事件が裁判所に係属し

ている場合に限る。）であって、当該 ている場合に限る。）であって、当該

職員が現に監護するもの、児童福祉法 職員が現に監護するもの、児童福祉法

（昭和２２年法律第１６４号）第２７ （昭和２２年法律第１６４号）第２７

条第１項第３号の規定により同法第６ 条第１項第３号の規定により同法第６

条の４第２号に規定する養子縁組里親 条の４第２号に規定する養子縁組里親

である職員に委託されている児童その である職員に委託されている児童その

他これらに準ずる者として教育委員会 他これらに準ずる者として教育委員会

規則で定める者を含む。以下この項、 規則で定める者を含む。以下この項、

次条第１項及び第３項、第１２条第１ 次条第１項及び第３項、第１２条第１

項及び第３項並びに第１９条の２の２ 項及び第３項並びに第１９条の２の２

第１項において同じ。）を養育する職 第１項において同じ。）を養育する職
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員（当該職員の配偶者（届出をしない 員（当該職員の配偶者（届出をしない

が事実上婚姻関係と同様の事情にある が事実上婚姻関係と同様の事情にある

者を含む。以下同じ。）又はパートナ 者を含む。以下同じ。）又はパートナ

ーシップ関係（双方又はいずれか一方 ーシップ関係（双方又はいずれか一方

が性的指向が異性に限らない者又は性 が性的指向が異性に限らない者又は性

自認が出生時に判定された性別と一致 自認が出生時に判定された性別と一致

しない者であり、互いを人生のパート しない者であり、互いを人生のパート

ナーとして、相互の人権を尊重し、日 ナーとして、相互の人権を尊重し、日

常の生活において継続的に協力し合う 常の生活において継続的に協力し合う

ことを約した２者間の関係その他の婚 ことを約した２者間の関係その他の婚

姻関係に相当すると教育委員会が認め 姻関係に相当すると教育委員会が認め

る２者間の関係をいう。）の相手方 る２者間の関係をいう。）の相手方

（以下「パートナーシップ関係の相手 （以下「パートナーシップ関係の相手

方」という。）で当該子の親であるも 方」という。）で当該子の親であるも

のが、教育委員会規則で定める者に該 のが、教育委員会規則で定める者に該

当する場合を除く。）が当該子を養 当する場合を除く。）が当該子を養

育」とあるのは、「次項に規定する要 育」とあるのは、「次項に規定する要

介護者のある職員が当該要介護者を介 介護者のある職員が当該要介護者を介

護」と読み替えるものとする。 護」と読み替えるものとする。

３ 略 ３ 略

（小学校就学の始期に達するまでの子の （３歳に満たない子の育児又は要介護者

育児又は要介護者の介護を行う職員の超 の介護を行う職員の超過勤務の制限）

過勤務の制限）

第１１条の２ 教育委員会は、小学校就 第１１条の２ 教育委員会は、３歳に満

学の始期に達するまでの子を養育する たない子 を養育する

職員が当該子を養育するために請求し 職員が当該子を養育するために請求し

た場合には、公務運営に支障がある場 た場合には、公務運営に支障がある場

合を除き、超過勤務をさせてはならな 合を除き、超過勤務をさせてはならな

い。ただし、災害その他避けることの い。ただし、災害その他避けることの
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できない事由に基づく臨時の勤務の必 できない事由に基づく臨時の勤務の必

要がある場合は、この限りでない。 要がある場合は、この限りでない。

２ 前項の規定は、要介護者を介護する ２ 前項の規定は、要介護者を介護する

職員について準用する。この場合にお 職員について準用する。この場合にお

いて、同項中「小学校就学の始期に達 いて、同項中「３歳に満たない子

するまでの子を養育する職員が当該子 を養育する職員が当該子

を養育」とあるのは、「要介護者のあ を養育」とあるのは、「要介護者のあ

る職員が当該要介護者を介護」と読み る職員が当該要介護者を介護」と読み

替えるものとする。 替えるものとする。

３ 前２項に規定するもののほか、小学 ３ 前２項に規定するもののほか、３歳

校就学の始期に達するまでの子の育児 に満たない子 の育児

又は要介護者の介護を行う職員の超過 又は要介護者の介護を行う職員の超過

勤務の制限に関し必要な事項は、人事 勤務の制限に関し必要な事項は、人事

委員会の承認を得て、教育委員会規則 委員会の承認を得て、教育委員会規則

で定める。 で定める。

（小学校就学の始期に達するまでの子の

育児又は要介護者の介護を行う職員の超

過勤務の制限）

第１２条 略 第１２条 略

（特別休暇） （特別休暇）

第１８条 教育委員会は、職員が選挙権 第１８条 教育委員会は、職員が選挙権

の行使、結婚、出産その他の特別の事 の行使、結婚、出産その他の特別の事

由により、勤務しないことが相当であ 由により、勤務しないことが相当であ

る場合における休暇（以下「特別休 る場合における休暇（以下「特別休

暇」という。）として、公民権行使等 暇」という。）として、公民権行使等

休暇、妊娠出産休暇、妊娠症状対応休 休暇、妊娠出産休暇、妊娠症状対応休

暇、早期流産休暇、母子保健健診休 暇、早期流産休暇、母子保健健診休

暇、妊婦通勤時間、育児時間、出産支 暇、妊婦通勤時間、育児時間、出産支

援休暇、育児参加休暇、子どもの看護 援休暇、育児参加休暇、子どもの看護

資 料
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等休暇、生理休暇、慶弔休暇、災害休 休暇 、生理休暇、慶弔休暇、災害休

暇、夏季休暇、長期勤続休暇、ボラン 暇、夏季休暇、長期勤続休暇、ボラン

ティア休暇及び短期の介護休暇を承認 ティア休暇及び短期の介護休暇を承認

するものとする。 するものとする。

２ 略 ２ 略

（配偶者等が介護を必要とする状況に至

った職員に対する意向確認等）

第２０条の２ 教育委員会は、職員が配

偶者等が当該職員の介護を必要とする

状況に至ったことを申し出たときは、

当該職員に対して、仕事と介護との両

立に資するものとして教育委員会規則

で定める制度又は措置（以下この条及

び次条において「介護両立支援制度

等」という。）その他の教育委員会規

則で定める事項を知らせるとともに、

介護両立支援制度等の請求、申告又は

申請（次条において「請求等」とい

う。）に係る当該職員の意向を確認す

るための面談その他の教育委員会規則

で定める措置を講じなければならな

い。

２ 教育委員会は、職員に対して、当該

職員が４０歳に達した日の属する年度

において、前項に規定する事項を知ら

せなければならない。

（勤務環境の整備に関する措置）

第２０条の３ 教育委員会は、介護両立

支援制度等の請求等が円滑に行われる
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ようにするため、次に掲げる措置を講

じなければならない。

(１) 職員に対する介護両立支援制度

等に係る研修の実施

(２) 介護両立支援制度等に関する相

談体制の整備

(３) 前２号に掲げる措置のほか、教

育委員会規則で定める介護両立支援

制度等に係る勤務環境の整備に関す

る措置



杉並区職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例を公布する。

令和７年３月１９日

杉並区長 岸 本 聡 子

杉並区条例第１７号

杉並区職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例

第１条 杉並区職員の給与に関する条例（昭和５０年杉並区条例第９号）の一部を

次のように改正する。

第３１条第２項中「及び第１５条」を削る。

第２条 杉並区幼稚園教育職員の給与に関する条例（平成１２年杉並区条例第１８

号）の一部を次のように改正する。

第３２条の２の見出し中「及び住居手当」を削り、同条中「、第１２条及び第

１４条」を「及び第１２条」に改める。

第３条 杉並区学校教育職員の給与に関する条例（平成１９年杉並区条例第１１

号）の一部を次のように改正する。

第３５条の見出し中「及び住居手当」を削り、同条中「、第１５条及び第１７

条」を「及び第１５条」に改める。

第４条 杉並区非常勤職員の報酬及び費用弁償に関する条例等の一部を改正する等

の条例（令和４年杉並区条例第２９号）の一部を次のように改正する。

附則第３条第８項中「、第１１条から第１３条まで及び第１５条」を「及び第

１１条から第１３条まで」に改める。

附則第２１条第８項中「、第１２条及び第１４条」を「及び第１２条」に改め

る。

附則第２３条第８項中「、第１５条及び第１７条」を「及び第１５条」に改め

る。

附 則

この条例は、令和７年４月１日から施行する。
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杉並区職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例新旧対照表

第１条による改正（杉並区職員の給与に関する条例の一部改正）

新 条 例 旧 条 例

（特定職員についての適用除外） （特定職員についての適用除外）

第３１条 略 第３１条 略

２ 第１１条から第１３条まで ２ 第１１条から第１３条まで及び第１

の規定は、定年前再任用短時間勤 ５条の規定は、定年前再任用短時間勤

務職員には適用しない。 務職員には適用しない。

３ 略 ３ 略

第２条による改正（杉並区幼稚園教育職員の給与に関する条例の一部改正）

新 条 例 旧 条 例

（扶養手当 についての適用 （扶養手当及び住居手当についての適用

除外） 除外）

第３２条の２ 第１１条及び第１２条 第３２条の２ 第１１条、第１２条及び

の規定は、定年前再任用短時 第１４条の規定は、定年前再任用短時

間勤務職員には適用しない。 間勤務職員には適用しない。

第３条による改正（杉並区学校教育職員の給与に関する条例の一部改正）

新 条 例 旧 条 例

（扶養手当 についての適用 （扶養手当及び住居手当についての適用

除外） 除外）

第３５条 第１４条及び第１５条 第３５条 第１４条、第１５条及び第１

の規定は、定年前再任用短時間勤 ７条の規定は、定年前再任用短時間勤

務職員には適用しない。 務職員には適用しない。

資 料
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第４条による改正（杉並区非常勤職員の報酬及び費用弁償に関する条例等の一部を

改正する等の条例の一部改正）

新 条 例 旧 条 例

附 則 附 則

第３条 略 第３条 略

２～７ 略 ２～７ 略

８ 杉並区職員の給与に関する条例第６ ８ 杉並区職員の給与に関する条例第６

条の２及び第１１条から第１３条まで 条の２、第１１条から第１３条まで及

の規定は、暫定再任用職員 び第１５条の規定は、暫定再任用職員

には適用しない。 には適用しない。

９ 略 ９ 略

第２１条 略 第２１条 略

２～７ 略 ２～７ 略

８ 杉並区幼稚園教育職員の給与に関す ８ 杉並区幼稚園教育職員の給与に関す

る条例第７条の２、第１１条及び第１ る条例第７条の２、第１１条、第１２

２条 の規定は、暫定再任用 条及び第１４条の規定は、暫定再任用

職員には適用しない。 職員には適用しない。

９ 略 ９ 略

第２３条 略 第２３条 略

２～７ 略 ２～７ 略

８ 改正後の学校教育職員給与条例第９ ８ 改正後の学校教育職員給与条例第９

条、第１４条及び第１５条 条、第１４条、第１５条及び第１７条

の規定は、暫定再任用職員には適用し の規定は、暫定再任用職員には適用し

ない。 ない。

９ 略 ９ 略



杉並区国民健康保険条例の一部を改正する条例を公布する。

令和７年３月１９日

杉並区長 岸 本 聡 子

杉並区条例第１８号

杉並区国民健康保険条例の一部を改正する条例

杉並区国民健康保険条例（昭和３４年杉並区条例第２１号）の一部を次のように

改正する。

第１４条の４第１号中「１００分の８．６９」を「１００分の７．７１」に、

「１００分の６２」を「１００分の６０」に改め、同条第２号中「４万９，１００

円」を「４万７，３００円」に、「１００分の３８」を「１００分の４０」に改め

る。

第１４条の８中「６５万円」を「６６万円」に改める。

第１４条の１２第１号中「１００分の２．８０」を「１００分の２．６９」に、

「１００分の６１」を「１００分の６０」に改め、同条第２号中「１万６，５００

円」を「１万６，８００円」に、「１００分の３９」を「１００分の４０」に改め

る。

第１４条の１６中「２４万円」を「２６万円」に改める。

第１５条の４第１号中「１００分の２．２０」を「１００分の２．２５」に改め、

同条第２号中「１万６，５００円」を「１万６，６００円」に改める。

第１８条の２中「６５万円」を「６６万円」に、「２４万円」を「２６万円」に

改め、同条第１号ア中「３万４，３７０円」を「３万３，１１０円」に改め、同号

イ中「１万１，５５０円」を「１万１，７６０円」に改め、同号ウ中「１万１，５

５０円」を「１万１，６２０円」に改め、同条第２号中「２９万５，０００円」を

「３０万５，０００円」に改め、同号ア中「２万４，５５０円」を「２万３，６５

０円」に改め、同号イ中「８，２５０円」を「８，４００円」に改め、同号ウ中

「８，２５０円」を「８，３００円」に改め、同条第３号中「５４万５，０００

円」を「５６万円」に改め、同号ア中「９，８２０円」を「９，４６０円」に改め、



同号イ中「３，３００円」を「３，３６０円」に改め、同号ウ中「３，３００円」

を「３，３２０円」に改める。

第１８条の３第１号ア中「７，３６５円」を「７，０９５円」に改め、同号イ中

「１万２，２７５円」を「１万１，８２５円」に改め、同号ウ中「１万９，６４０

円」を「１万８，９２０円」に改め、同号エ中「２万４，５５０円」を「２万３，

６５０円」に改め、同条第２号ア中「２，４７５円」を「２，５２０円」に改め、

同号イ中「４，１２５円」を「４，２００円」に改め、同号ウ中「６，６００円」

を「６，７２０円」に改め、同号エ中「８，２５０円」を「８，４００円」に改め

る。

第１８条の４第１項第２号ア中「１万４，７３０円」を「１万４，１９０円」に

改め、同号イ中「２万４，５５０円」を「２万３，６５０円」に改め、同号ウ中

「３万９，２８０円」を「３万７，８４０円」に改め、同号エ中「４万９，１００

円」を「４万７，３００円」に改め、同項第４号ア中「４，９５０円」を「５，０

４０円」に改め、同号イ中「８，２５０円」を「８，４００円」に改め、同号ウ中

「１万３，２００円」を「１万３，４４０円」に改め、同号エ中「１万６，５００

円」を「１万６，８００円」に改め、同項第６号ア中「４，９５０円」を「４，９

８０円」に改め、同号イ中「８，２５０円」を「８，３００円」に改め、同号ウ中

「１万３，２００円」を「１万３，２８０円」に改め、同号エ中「１万６，５００

円」を「１万６，６００円」に改める。

附 則

１ この条例は、令和７年４月１日から施行する。

２ 改正後の第１４条の４、第１４条の８、第１４条の１２、第１４条の１６、第

１５条の４及び第１８条の２から第１８条の４までの規定は、令和７年度分の保

険料から適用し、令和６年度分までの保険料については、なお従前の例による。
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杉並区国民健康保険条例の一部を改正する条例新旧対照表

新 条 例 旧 条 例

（基礎賦課額の保険料率） （基礎賦課額の保険料率）

第１４条の４ 基礎賦課額の保険料率 第１４条の４ 基礎賦課額の保険料率

は、次のとおりとする。 は、次のとおりとする。

(１) 所得割 １００分の７．７１ (１) 所得割 １００分の８．６９

（基礎賦課総額の１００分の６０に （基礎賦課総額の１００分の６２に

相当する額を被保険者に係る賦課期 相当する額を被保険者に係る賦課期

日の属する年の前年の所得に係る基 日の属する年の前年の所得に係る基

礎控除後の総所得金額等の見込額 礎控除後の総所得金額等の見込額

（政令第２９条の７第２項第４号た （政令第２９条の７第２項第４号た

だし書に規定する場合にあつては、 だし書に規定する場合にあつては、

国民健康保険法施行規則（昭和３３ 国民健康保険法施行規則（昭和３３

年厚生省令第５３号。以下「省令」 年厚生省令第５３号。以下「省令」

という。）第３２条の９に規定する という。）第３２条の９に規定する

方法により補正された後の金額）の 方法により補正された後の金額）の

総額で除して得た数） 総額で除して得た数）

(２) 被保険者均等割 被保険者１人 (２) 被保険者均等割 被保険者１人

につき４万７，３００円（基礎賦課 につき４万９，１００円（基礎賦課

総額の１００分の４０に相当する額 総額の１００分の３８に相当する額

を当該年度の前年度及びその直前の を当該年度の前年度及びその直前の

２箇年度の各年度における被保険者 ２箇年度の各年度における被保険者

の数等を勘案して算定した数で除し の数等を勘案して算定した数で除し

て得た額） て得た額）

（基礎賦課限度額） （基礎賦課限度額）

第１４条の８ 第１３条の４の基礎賦課 第１４条の８ 第１３条の４の基礎賦課

額は、６６万円を超えることができな 額は、６５万円を超えることができな

資 料
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い。 い。

（後期高齢者支援金等賦課額の保険料 （後期高齢者支援金等賦課額の保険料

率） 率）

第１４条の１２ 後期高齢者支援金等賦 第１４条の１２ 後期高齢者支援金等賦

課額の保険料率は、次のとおりとす 課額の保険料率は、次のとおりとす

る。 る。

(１) 所得割 １００分の２．６９ (１) 所得割 １００分の２．８０

（後期高齢者支援金等賦課総額の１ （後期高齢者支援金等賦課総額の１

００分の６０に相当する額を被保険 ００分の６１に相当する額を被保険

者に係る賦課期日の属する年の前年 者に係る賦課期日の属する年の前年

の所得に係る基礎控除後の総所得金 の所得に係る基礎控除後の総所得金

額等の見込額（政令第２９条の７第 額等の見込額（政令第２９条の７第

３項第４号ただし書に規定する場合 ３項第４号ただし書に規定する場合

にあつては、省令第３２条の９の２ にあつては、省令第３２条の９の２

に規定する方法により補正された後 に規定する方法により補正された後

の金額）の総額で除して得た数） の金額）の総額で除して得た数）

(２) 被保険者均等割 被保険者１人 (２) 被保険者均等割 被保険者１人

につき１万６，８００円（後期高齢 につき１万６，５００円（後期高齢

者支援金等賦課総額の１００分の４ 者支援金等賦課総額の１００分の３

０に相当する額を当該年度の前年度 ９に相当する額を当該年度の前年度

及びその直前の２箇年度の各年度に 及びその直前の２箇年度の各年度に

おける被保険者の数等を勘案して算 おける被保険者の数等を勘案して算

定した数で除して得た額） 定した数で除して得た額）

（後期高齢者支援金等賦課限度額） （後期高齢者支援金等賦課限度額）

第１４条の１６ 第１４条の１０の後期 第１４条の１６ 第１４条の１０の後期

高齢者支援金等賦課額は、２６万円を 高齢者支援金等賦課額は、２４万円を

超えることができない。 超えることができない。

（介護納付金賦課額の保険料率） （介護納付金賦課額の保険料率）

第１５条の４ 介護納付金賦課被保険者 第１５条の４ 介護納付金賦課被保険者
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資 料

に係る介護納付金賦課額の保険料率 に係る介護納付金賦課額の保険料率

は、次のとおりとする。 は、次のとおりとする。

(１) 所得割 １００分の２．２５ (１) 所得割 １００分の２．２０

（介護納付金賦課総額の１００分の （介護納付金賦課総額の１００分の

５９に相当する額を介護納付金賦課 ５９に相当する額を介護納付金賦課

被保険者に係る賦課期日の属する年 被保険者に係る賦課期日の属する年

の前年の所得に係る基礎控除後の総 の前年の所得に係る基礎控除後の総

所得金額等の見込額（政令第２９条 所得金額等の見込額（政令第２９条

の７第４項第４号ただし書に規定す の７第４項第４号ただし書に規定す

る場合にあつては、省令第３２条の る場合にあつては、省令第３２条の

１０に規定する方法により補正され １０に規定する方法により補正され

た後の金額）の総額で除して得た た後の金額）の総額で除して得た

数） 数）

(２) 被保険者均等割 被保険者１人 (２) 被保険者均等割 被保険者１人

につき１万６，６００円（介護納付 につき１万６，５００円（介護納付

金賦課総額の１００分の４１に相当 金賦課総額の１００分の４１に相当

する額を当該年度の前年度及びその する額を当該年度の前年度及びその

直前の２箇年度の各年度における介 直前の２箇年度の各年度における介

護納付金賦課被保険者の数等を勘案 護納付金賦課被保険者の数等を勘案

して算定した数で除して得た額） して算定した数で除して得た額）

（低所得者の保険料の減額） （低所得者の保険料の減額）

第１８条の２ 次の各号に該当する納付 第１８条の２ 次の各号に該当する納付

義務者に対して課する保険料の額は、 義務者に対して課する保険料の額は、

第１３条の４の基礎賦課額から、それ 第１３条の４の基礎賦課額から、それ

ぞれ当該各号のアに定める額を減額し ぞれ当該各号のアに定める額を減額し

て得た額（当該減額して得た額が６６ て得た額（当該減額して得た額が６５

万円を超える場合には、６６万円）及 万円を超える場合には、６５万円）及

び第１４条の１０の後期高齢者支援金 び第１４条の１０の後期高齢者支援金

等賦課額から、それぞれ当該各号のイ 等賦課額から、それぞれ当該各号のイ
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に定める額を減額して得た額（当該減 に定める額を減額して得た額（当該減

額して得た額が２６万円を超える場合 額して得た額が２４万円を超える場合

には、２６万円）並びに第１５条の２ には、２４万円）並びに第１５条の２

の介護納付金賦課額から、それぞれ当 の介護納付金賦課額から、それぞれ当

該各号のウに定める額を減額して得た 該各号のウに定める額を減額して得た

額（当該減額して得た額が１７万円を 額（当該減額して得た額が１７万円を

超える場合には、１７万円）の合算額 超える場合には、１７万円）の合算額

とする。 とする。

(１) 世帯主、当該年度の保険料賦課 (１) 世帯主、当該年度の保険料賦課

期日（賦課期日後に保険料の納付義 期日（賦課期日後に保険料の納付義

務が発生した場合にはその発生した 務が発生した場合にはその発生した

日とする。）現在においてその世帯 日とする。）現在においてその世帯

に属する被保険者及び特定同一世帯 に属する被保険者及び特定同一世帯

所属者（法第６条第８号に該当した 所属者（法第６条第８号に該当した

ことにより被保険者の資格を喪失し ことにより被保険者の資格を喪失し

た者であつて、当該資格を喪失した た者であつて、当該資格を喪失した

日の前日以後継続して同一の世帯に 日の前日以後継続して同一の世帯に

属するものをいう。以下同じ。）に 属するものをいう。以下同じ。）に

つき算定した地方税法第３１４条の つき算定した地方税法第３１４条の

２第１項に規定する総所得金額（同 ２第１項に規定する総所得金額（同

法第３１７条の２第１項第２号に規 法第３１７条の２第１項第２号に規

定する青色専従者給与額又は同法第 定する青色専従者給与額又は同法第

３１３条第５項に規定する事業専従 ３１３条第５項に規定する事業専従

者控除額については、同条第３項、 者控除額については、同条第３項、

第４項又は第５項の規定を適用せ 第４項又は第５項の規定を適用せ

ず、所得税法（昭和４０年法律第３ ず、所得税法（昭和４０年法律第３

３号）第５７条第１項、第３項又は ３号）第５７条第１項、第３項又は

第４項の規定の例によらないものと 第４項の規定の例によらないものと

し、地方税法第３１４条の２第１項 し、地方税法第３１４条の２第１項
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に規定する山林所得金額及び他の所 に規定する山林所得金額及び他の所

得と区分して計算される所得の金額 得と区分して計算される所得の金額

（同法附則第３３条の２第５項に規 （同法附則第３３条の２第５項に規

定する上場株式等に係る配当所得等 定する上場株式等に係る配当所得等

の金額（同法附則第３５条の２の６ の金額（同法附則第３５条の２の６

第８項又は第１１項の規定の適用が 第８項又は第１１項の規定の適用が

ある場合には、その適用後の金 ある場合には、その適用後の金

額）、同法附則第３３条の３第５項 額）、同法附則第３３条の３第５項

に規定する土地等に係る事業所得等 に規定する土地等に係る事業所得等

の金額、同法附則第３４条第４項に の金額、同法附則第３４条第４項に

規定する長期譲渡所得の金額、同法 規定する長期譲渡所得の金額、同法

附則第３５条第５項に規定する短期 附則第３５条第５項に規定する短期

譲渡所得の金額、同法附則第３５条 譲渡所得の金額、同法附則第３５条

の２第５項に規定する一般株式等に の２第５項に規定する一般株式等に

係る譲渡所得等の金額（同法附則第 係る譲渡所得等の金額（同法附則第

３５条の３第１５項の規定の適用が ３５条の３第１５項の規定の適用が

ある場合には、その適用後の金 ある場合には、その適用後の金

額）、同法附則第３５条の２の２第 額）、同法附則第３５条の２の２第

５項に規定する上場株式等に係る譲 ５項に規定する上場株式等に係る譲

渡所得等の金額（同法附則第３５条 渡所得等の金額（同法附則第３５条

の２の６第１１項又は第３５条の３ の２の６第１１項又は第３５条の３

第１３項若しくは第１５項の規定の 第１３項若しくは第１５項の規定の

適用がある場合には、その適用後の 適用がある場合には、その適用後の

金額）、同法附則第３５条の４第４ 金額）、同法附則第３５条の４第４

項に規定する先物取引に係る雑所得 項に規定する先物取引に係る雑所得

等の金額（同法附則第３５条の４の 等の金額（同法附則第３５条の４の

２第７項の規定の適用がある場合に ２第７項の規定の適用がある場合に

は、その適用後の金額）、外国居住 は、その適用後の金額）、外国居住

者等の所得に対する相互主義による 者等の所得に対する相互主義による
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所得税等の非課税等に関する法律第 所得税等の非課税等に関する法律第

８条第２項に規定する特例適用利子 ８条第２項に規定する特例適用利子

等の額、同条第４項に規定する特例 等の額、同条第４項に規定する特例

適用配当等の額、租税条約等実施特 適用配当等の額、租税条約等実施特

例法第３条の２の２第１０項に規定 例法第３条の２の２第１０項に規定

する条約適用利子等の額及び同条第 する条約適用利子等の額及び同条第

１２項に規定する条約適用配当等の １２項に規定する条約適用配当等の

額をいう。以下この条において同 額をいう。以下この条において同

じ。）の算定についても同様とす じ。）の算定についても同様とす

る。以下この条において同じ。）及 る。以下この条において同じ。）及

び山林所得金額並びに他の所得と区 び山林所得金額並びに他の所得と区

分して計算される所得の金額の合算 分して計算される所得の金額の合算

額が、地方税法第３１４条の２第２ 額が、地方税法第３１４条の２第２

項第１号に定める金額（世帯主並び 項第１号に定める金額（世帯主並び

に当該世帯主の世帯に属する被保険 に当該世帯主の世帯に属する被保険

者及び特定同一世帯所属者（次号及 者及び特定同一世帯所属者（次号及

び第３号において「世帯主等」とい び第３号において「世帯主等」とい

う。）のうち給与所得を有する者 う。）のうち給与所得を有する者

（前年中に同条第１項に規定する総 （前年中に同条第１項に規定する総

所得金額に係る所得税法第２８条第 所得金額に係る所得税法第２８条第

１項に規定する給与所得について同 １項に規定する給与所得について同

条第３項に規定する給与所得控除額 条第３項に規定する給与所得控除額

の控除を受けた者（同条第１項に規 の控除を受けた者（同条第１項に規

定する給与等の収入金額が５５万円 定する給与等の収入金額が５５万円

を超える者に限る。）をいう。以下 を超える者に限る。）をいう。以下

この号において同じ。）の数及び公 この号において同じ。）の数及び公

的年金等に係る所得を有する者（前 的年金等に係る所得を有する者（前

年中に地方税法第３１４条の２第１ 年中に地方税法第３１４条の２第１

項に規定する総所得金額に係る所得 項に規定する総所得金額に係る所得
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税法第３５条第３項に規定する公的 税法第３５条第３項に規定する公的

年金等に係る所得について同条第４ 年金等に係る所得について同条第４

項に規定する公的年金等控除額の控 項に規定する公的年金等控除額の控

除を受けた者（年齢６５歳未満の者 除を受けた者（年齢６５歳未満の者

にあつては当該公的年金等の収入金 にあつては当該公的年金等の収入金

額が６０万円を超える者に限り、年 額が６０万円を超える者に限り、年

齢６５歳以上の者にあつては当該公 齢６５歳以上の者にあつては当該公

的年金等の収入金額が１１０万円を 的年金等の収入金額が１１０万円を

超える者に限る。）をいい、給与所 超える者に限る。）をいい、給与所

得を有する者を除く。）の数の合計 得を有する者を除く。）の数の合計

数（以下この条において「給与所得 数（以下この条において「給与所得

者等の数」という。）が２以上の場 者等の数」という。）が２以上の場

合にあつては、地方税法第３１４条 合にあつては、地方税法第３１４条

の２第２項第１号に定める金額に当 の２第２項第１号に定める金額に当

該給与所得者等の数から１を減じた 該給与所得者等の数から１を減じた

数に１０万円を乗じて得た金額を加 数に１０万円を乗じて得た金額を加

えた金額）を超えない世帯に係る保 えた金額）を超えない世帯に係る保

険料の納付義務者 険料の納付義務者

ア 基礎賦課額に係る被保険者均等 ア 基礎賦課額に係る被保険者均等

割額 被保険者１人について３万 割額 被保険者１人について３万

３，１１０円 ４，３７０円

イ 後期高齢者支援金等賦課額に係 イ 後期高齢者支援金等賦課額に係

る被保険者均等割額 被保険者１ る被保険者均等割額 被保険者１

人について１万１，７６０円 人について１万１，５５０円

ウ 介護納付金賦課額に係る被保険 ウ 介護納付金賦課額に係る被保険

者均等割額 被保険者１人につい 者均等割額 被保険者１人につい

て１万１，６２０円 て１万１，５５０円

(２) 前号に規定する総所得金額及び (２) 前号に規定する総所得金額及び

山林所得金額並びに他の所得と区分 山林所得金額並びに他の所得と区分
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して計算される所得の金額の合算額 して計算される所得の金額の合算額

が、地方税法第３１４条の２第２項 が、地方税法第３１４条の２第２項

第１号に定める金額（世帯主等のう 第１号に定める金額（世帯主等のう

ち給与所得者等の数が２以上の場合 ち給与所得者等の数が２以上の場合

にあつては、同号に定める金額に当 にあつては、同号に定める金額に当

該給与所得者等の数から１を減じた 該給与所得者等の数から１を減じた

数に１０万円を乗じて得た金額を加 数に１０万円を乗じて得た金額を加

えた金額）に３０万５，０００円に えた金額）に２９万５，０００円に

当該年度の保険料賦課期日（賦課期 当該年度の保険料賦課期日（賦課期

日後に保険料の納付義務が発生した 日後に保険料の納付義務が発生した

場合にはその発生した日とする。） 場合にはその発生した日とする。）

現在において、その世帯に属する被 現在において、その世帯に属する被

保険者の数と特定同一世帯所属者の 保険者の数と特定同一世帯所属者の

数の合計数を乗じて得た額を加算し 数の合計数を乗じて得た額を加算し

た金額を超えない世帯に係る保険料 た金額を超えない世帯に係る保険料

の納付義務者であつて前号に該当す の納付義務者であつて前号に該当す

る者以外のもの る者以外のもの

ア 基礎賦課額に係る被保険者均等 ア 基礎賦課額に係る被保険者均等

割額 被保険者１人について２万 割額 被保険者１人について２万

３，６５０円 ４，５５０円

イ 後期高齢者支援金等賦課額に係 イ 後期高齢者支援金等賦課額に係

る被保険者均等割額 被保険者１ る被保険者均等割額 被保険者１

人について８，４００円 人について８，２５０円

ウ 介護納付金賦課額に係る被保険 ウ 介護納付金賦課額に係る被保険

者均等割額 被保険者１人につい 者均等割額 被保険者１人につい

て８，３００円 て８，２５０円

(３) 第１号に規定する総所得金額及 (３) 第１号に規定する総所得金額及

び山林所得金額並びに他の所得と区 び山林所得金額並びに他の所得と区

分して計算される所得の金額の合算 分して計算される所得の金額の合算
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額が、地方税法第３１４条の２第２ 額が、地方税法第３１４条の２第２

項第１号に定める金額（世帯主等の 項第１号に定める金額（世帯主等の

うち給与所得者等の数が２以上の場 うち給与所得者等の数が２以上の場

合にあつては、同号に定める金額に 合にあつては、同号に定める金額に

当該給与所得者等の数から１を減じ 当該給与所得者等の数から１を減じ

た数に１０万円を乗じて得た金額を た数に１０万円を乗じて得た金額を

加えた金額）に５６万円 加えた金額）に５４万５，０００円

に当該年度の保険料賦課期日（賦課 に当該年度の保険料賦課期日（賦課

期日後に保険料の納付義務が発生し 期日後に保険料の納付義務が発生し

た場合にはその発生した日とす た場合にはその発生した日とす

る。）現在において、その世帯に属 る。）現在において、その世帯に属

する被保険者の数と特定同一世帯所 する被保険者の数と特定同一世帯所

属者の数の合計数を乗じて得た額を 属者の数の合計数を乗じて得た額を

加算した金額を超えない世帯に係る 加算した金額を超えない世帯に係る

保険料の納付義務者であつて前２号 保険料の納付義務者であつて前２号

に該当する者以外のもの に該当する者以外のもの

ア 基礎賦課額に係る被保険者均等 ア 基礎賦課額に係る被保険者均等

割額 被保険者１人について９， 割額 被保険者１人について９，

４６０円 ８２０円

イ 後期高齢者支援金等賦課額に係 イ 後期高齢者支援金等賦課額に係

る被保険者均等割額 被保険者１ る被保険者均等割額 被保険者１

人について３，３６０円 人について３，３００円

ウ 介護納付金賦課額に係る被保険 ウ 介護納付金賦課額に係る被保険

者均等割額 被保険者１人につい 者均等割額 被保険者１人につい

て３，３２０円 て３，３００円

（未就学児の被保険者均等割額の減額） （未就学児の被保険者均等割額の減額）

第１８条の３ 当該年度において、納付 第１８条の３ 当該年度において、納付

義務者の属する世帯に６歳に達する日 義務者の属する世帯に６歳に達する日

以後の最初の３月３１日以前である被 以後の最初の３月３１日以前である被
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保険者がある場合における当該被保険 保険者がある場合における当該被保険

者に係る当該年度分の被保険者均等割 者に係る当該年度分の被保険者均等割

額（前条に規定する金額を減額するも 額（前条に規定する金額を減額するも

のとした場合にあつては、その減額後 のとした場合にあつては、その減額後

の被保険者均等割額）は、当該被保険 の被保険者均等割額）は、当該被保険

者均等割額から、次の各号に掲げる区 者均等割額から、次の各号に掲げる区

分に応じ、それぞれ当該各号に定める 分に応じ、それぞれ当該各号に定める

額を減額して得た額とする。 額を減額して得た額とする。

(１) 基礎賦課額に係る被保険者均等 (１) 基礎賦課額に係る被保険者均等

割額 次に掲げる世帯の区分に応 割額 次に掲げる世帯の区分に応

じ、それぞれ次に定める額 じ、それぞれ次に定める額

ア 前条第１号アに規定する金額を ア 前条第１号アに規定する金額を

減額した世帯 ７，０９５円 減額した世帯 ７，３６５円

イ 前条第２号アに規定する金額を イ 前条第２号アに規定する金額を

減額した世帯 １万１，８２５円 減額した世帯 １万２，２７５円

ウ 前条第３号アに規定する金額を ウ 前条第３号アに規定する金額を

減額した世帯 １万８，９２０円 減額した世帯 １万９，６４０円

エ アからウまでに掲げる世帯以外 エ アからウまでに掲げる世帯以外

の世帯 ２万３，６５０円 の世帯 ２万４，５５０円

(２) 後期高齢者支援金等賦課額に係 (２) 後期高齢者支援金等賦課額に係

る被保険者均等割額 次に掲げる世 る被保険者均等割額 次に掲げる世

帯の区分に応じ、それぞれ次に定め 帯の区分に応じ、それぞれ次に定め

る額 る額

ア 前条第１号イに規定する金額を ア 前条第１号イに規定する金額を

減額した世帯 ２，５２０円 減額した世帯 ２，４７５円

イ 前条第２号イに規定する金額を イ 前条第２号イに規定する金額を

減額した世帯 ４，２００円 減額した世帯 ４，１２５円

ウ 前条第３号イに規定する金額を ウ 前条第３号イに規定する金額を

減額した世帯 ６，７２０円 減額した世帯 ６，６００円
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エ アからウまでに掲げる世帯以外 エ アからウまでに掲げる世帯以外

の世帯 ８，４００円 の世帯 ８，２５０円

（出産被保険者の保険料の減額） （出産被保険者の保険料の減額）

第１８条の４ 当該年度において、世帯 第１８条の４ 当該年度において、世帯

に出産被保険者（政令第２９条の７第 に出産被保険者（政令第２９条の７第

５項第８号に規定する出産被保険者を ５項第８号に規定する出産被保険者を

いう。以下同じ。）がある場合におけ いう。以下同じ。）がある場合におけ

る当該世帯の納付義務者に対して課す る当該世帯の納付義務者に対して課す

る所得割額及び被保険者均等割額（第 る所得割額及び被保険者均等割額（第

１８条の２に規定する金額を減額する １８条の２に規定する金額を減額する

ものとした場合にあつては、その減額 ものとした場合にあつては、その減額

後の被保険者均等割額）は、当該所得 後の被保険者均等割額）は、当該所得

割額及び被保険者均等割額から、次の 割額及び被保険者均等割額から、次の

各号に掲げる区分に応じ、それぞれ当 各号に掲げる区分に応じ、それぞれ当

該各号に定める額を減額して得た額 該各号に定める額を減額して得た額

（当該減額して得た額が、第１４条の （当該減額して得た額が、第１４条の

８、第１４条の１６及び第１５条の５ ８、第１４条の１６及び第１５条の５

に定める額を超える場合には、当該 に定める額を超える場合には、当該

額）とする。 額）とする。

(１) 略 (１) 略

(２) 基礎賦課額に係る被保険者均等 (２) 基礎賦課額に係る被保険者均等

割額 次に掲げる世帯の区分に応 割額 次に掲げる世帯の区分に応

じ、それぞれ出産被保険者１人につ じ、それぞれ出産被保険者１人につ

いて次に定める額 いて次に定める額

ア 第１８条の２第１号アに規定す ア 第１８条の２第１号アに規定す

る金額を減額した世帯 １万４， る金額を減額した世帯 １万４，

１９０円に１２分の１を乗じて得 ７３０円に１２分の１を乗じて得

た額に、当該出産被保険者の産前 た額に、当該出産被保険者の産前

産後期間のうち当該年度に属する 産後期間のうち当該年度に属する
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月数を乗じて得た額 月数を乗じて得た額

イ 第１８条の２第２号アに規定す イ 第１８条の２第２号アに規定す

る金額を減額した世帯 ２万３， る金額を減額した世帯 ２万４，

６５０円に１２分の１を乗じて得 ５５０円に１２分の１を乗じて得

た額に、当該出産被保険者の産前 た額に、当該出産被保険者の産前

産後期間のうち当該年度に属する 産後期間のうち当該年度に属する

月数を乗じて得た額 月数を乗じて得た額

ウ 第１８条の２第３号アに規定す ウ 第１８条の２第３号アに規定す

る金額を減額した世帯 ３万７， る金額を減額した世帯 ３万９，

８４０円に１２分の１を乗じて得 ２８０円に１２分の１を乗じて得

た額に、当該出産被保険者の産前 た額に、当該出産被保険者の産前

産後期間のうち当該年度に属する 産後期間のうち当該年度に属する

月数を乗じて得た額 月数を乗じて得た額

エ アからウまでに掲げる世帯以外 エ アからウまでに掲げる世帯以外

の世帯 ４万７，３００円に１２ の世帯 ４万９，１００円に１２

分の１を乗じて得た額に、当該出 分の１を乗じて得た額に、当該出

産被保険者の産前産後期間のうち 産被保険者の産前産後期間のうち

当該年度に属する月数を乗じて得 当該年度に属する月数を乗じて得

た額 た額

(３) 略 (３) 略

(４) 後期高齢者支援金等賦課額に係 (４) 後期高齢者支援金等賦課額に係

る被保険者均等割額 次に掲げる世 る被保険者均等割額 次に掲げる世

帯の区分に応じ、それぞれ出産被保 帯の区分に応じ、それぞれ出産被保

険者１人について次に定める額 険者１人について次に定める額

ア 第１８条の２第１号イに規定す ア 第１８条の２第１号イに規定す

る金額を減額した世帯 ５，０４ る金額を減額した世帯 ４，９５

０円に１２分の１を乗じて得た額 ０円に１２分の１を乗じて得た額

に、当該出産被保険者の産前産後 に、当該出産被保険者の産前産後

期間のうち当該年度に属する月数 期間のうち当該年度に属する月数
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資 料

を乗じて得た額 を乗じて得た額

イ 第１８条の２第２号イに規定す イ 第１８条の２第２号イに規定す

る金額を減額した世帯 ８，４０ る金額を減額した世帯 ８，２５

０円に１２分の１を乗じて得た額 ０円に１２分の１を乗じて得た額

に、当該出産被保険者の産前産後 に、当該出産被保険者の産前産後

期間のうち当該年度に属する月数 期間のうち当該年度に属する月数

を乗じて得た額 を乗じて得た額

ウ 第１８条の２第３号イに規定す ウ 第１８条の２第３号イに規定す

る金額を減額した世帯 １万３， る金額を減額した世帯 １万３，

４４０円に１２分の１を乗じて得 ２００円に１２分の１を乗じて得

た額に、当該出産被保険者の産前 た額に、当該出産被保険者の産前

産後期間のうち当該年度に属する 産後期間のうち当該年度に属する

月数を乗じて得た額 月数を乗じて得た額

エ アからウまでに掲げる世帯以外 エ アからウまでに掲げる世帯以外

の世帯 １万６，８００円に１２ の世帯 １万６，５００円に１２

分の１を乗じて得た額に、当該出 分の１を乗じて得た額に、当該出

産被保険者の産前産後期間のうち 産被保険者の産前産後期間のうち

当該年度に属する月数を乗じて得 当該年度に属する月数を乗じて得

た額 た額

(５) 略 (５) 略

(６) 介護納付金賦課額に係る被保険 (６) 介護納付金賦課額に係る被保険

者均等割額 次に掲げる世帯の区分 者均等割額 次に掲げる世帯の区分

に応じ、それぞれ出産被保険者１人 に応じ、それぞれ出産被保険者１人

について次に定める額 について次に定める額

ア 第１８条の２第１号ウに規定す ア 第１８条の２第１号ウに規定す

る金額を減額した世帯 ４，９８ る金額を減額した世帯 ４，９５

０円に１２分の１を乗じて得た額 ０円に１２分の１を乗じて得た額

に、当該出産被保険者の産前産後 に、当該出産被保険者の産前産後

期間のうち当該年度に属する月数 期間のうち当該年度に属する月数
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を乗じて得た額 を乗じて得た額

イ 第１８条の２第２号ウに規定す イ 第１８条の２第２号ウに規定す

る金額を減額した世帯 ８，３０ る金額を減額した世帯 ８，２５

０円に１２分の１を乗じて得た額 ０円に１２分の１を乗じて得た額

に、当該出産被保険者の産前産後 に、当該出産被保険者の産前産後

期間のうち当該年度に属する月数 期間のうち当該年度に属する月数

を乗じて得た額 を乗じて得た額

ウ 第１８条の２第３号ウに規定す ウ 第１８条の２第３号ウに規定す

る金額を減額した世帯 １万３， る金額を減額した世帯 １万３，

２８０円に１２分の１を乗じて得 ２００円に１２分の１を乗じて得

た額に、当該出産被保険者の産前 た額に、当該出産被保険者の産前

産後期間のうち当該年度に属する 産後期間のうち当該年度に属する

月数を乗じて得た額 月数を乗じて得た額

エ アからウまでに掲げる世帯以外 エ アからウまでに掲げる世帯以外

の世帯 １万６，６００円に１２ の世帯 １万６，５００円に１２

分の１を乗じて得た額に、当該出 分の１を乗じて得た額に、当該出

産被保険者の産前産後期間のうち 産被保険者の産前産後期間のうち

当該年度に属する月数を乗じて得 当該年度に属する月数を乗じて得

た額 た額

２ 略 ２ 略



杉並区住民基本台帳に係る個人情報の保護に関する条例の一部を改正する条例を

公布する。

令和７年３月１９日

杉並区長 岸 本 聡 子

杉並区条例第１９号

杉並区住民基本台帳に係る個人情報の保護に関する条例の一部を改正する条

例

杉並区住民基本台帳に係る個人情報の保護に関する条例（平成１３年杉並区条例

第４４号）の一部を次のように改正する。

第４条第１号中「含む。）」の次に「及び氏名の振り仮名」を加え、同条第２号

中「旧氏記載者」を「旧氏等記載者」に改め、「記載されている旧氏」の次に「及

び旧氏の振り仮名」を加える。

附 則

１ この条例は、令和７年５月２６日から施行する。

２ この条例の施行の日から起算して１年を経過する日までの間における改正後の

第４条第２号の規定の適用については、同号中「旧氏の振り仮名」とあるのは、

「旧氏の振り仮名（旧氏記載者にあっては、住民票に記載されている旧氏）」と

する。



杉並区住民基本台帳に係る個人情報の保護に関する条例の一部を改正する条

例新旧対照表

新 条 例 旧 条 例

（電気通信回線による東京都知事への通 （電気通信回線による東京都知事への通

知） 知）

第４条 法第３０条の６第２項及び第３ 第４条 法第３０条の６第２項及び第３

０条の４１第２項並びに令第１３条第 ０条の４１第２項並びに令第１３条第

４項の規定に基づき、電子計算機から ４項の規定に基づき、電子計算機から

電気通信回線を通じて東京都知事に送 電気通信回線を通じて東京都知事に送

信する事項は、次のとおりとする。 信する事項は、次のとおりとする。

(１) 氏名（外国人住民にあっては、 (１) 氏名（外国人住民にあっては、

住民票に記載されている通称を含 住民票に記載されている通称を含

む。）及び氏名の振り仮名 む。）

(２) 旧氏等記載者にあっては、住民 (２) 旧氏記載者 にあっては、住民

票に記載されている旧氏及び旧氏の 票に記載されている旧氏

振り仮名

(３)～(１０) 略 (３)～(１０) 略

資 料



杉並区刑法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整理等に関する条例

を公布する。

令和７年３月１９日

杉並区長 岸 本 聡 子

杉並区条例第２０号

杉並区刑法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整理等に関する

条例

目次

第１章 関係条例の一部改正（第１条―第１１条）

第２章 経過措置（第１２条―第１９条）

附則

第１章 関係条例の一部改正

（杉並区情報公開・個人情報保護審査会条例の一部改正）

第１条 杉並区情報公開・個人情報保護審査会条例（昭和６１年杉並区条例第４０

号）の一部を次のように改正する。

第１４条中「懲役」を「拘禁刑」に改める。

（杉並区個人情報の保護に関する条例の一部改正）

第２条 杉並区個人情報の保護に関する条例（令和５年杉並区条例第６号）の一部

を次のように改正する。

附則第５項及び第６項中「懲役」を「拘禁刑」に改める。

（杉並区行政不服審査会条例の一部改正）

第３条 杉並区行政不服審査会条例（平成２８年杉並区条例第１３号）の一部を次

のように改正する。

第１０条中「懲役」を「拘禁刑」に改める。

（杉並区職員の分限に関する条例の一部改正）

第４条 杉並区職員の分限に関する条例（昭和５０年杉並区条例第５号）の一部を

次のように改正する。



第８条第１項中「禁錮の刑」を「拘禁刑」に改める。

（杉並区職員の給与に関する条例の一部改正）

第５条 杉並区職員の給与に関する条例（昭和５０年杉並区条例第９号）の一部を

次のように改正する。

第２９条の２第３号中「１箇月」を「１月」に、「禁錮」を「拘禁刑」に改め、

同条第４号中「禁錮」を「拘禁刑」に改める。

第２９条の３第１項第１号及び第３項第１号中「禁錮」を「拘禁刑」に改める。

（杉並区職員の退職手当に関する条例の一部改正）

第６条 杉並区職員の退職手当に関する条例（昭和５０年杉並区条例第１１号）の

一部を次のように改正する。

第１９条第１項第１号及び第５項第２号、第２０条の見出し、同条第１項第１

号、第２１条第１項第１号並びに第２３条第４項中「禁錮」を「拘禁刑」に改め

る。

（杉並区特別区税条例の一部改正）

第７条 杉並区特別区税条例（昭和３９年杉並区条例第４１号）の一部を次のよう

に改正する。

第６７条第１項中「懲役」を「拘禁刑」に改める。

（杉並区保健福祉サービス苦情調整委員条例の一部改正）

第８条 杉並区保健福祉サービス苦情調整委員条例（平成１５年杉並区条例第３１

号）の一部を次のように改正する。

第２０条中「懲役」を「拘禁刑」に改める。

（杉並区プールの衛生管理等に関する条例の一部改正）

第９条 杉並区プールの衛生管理等に関する条例（昭和５０年杉並区条例第２４

号）の一部を次のように改正する。

第１０条中「一に」を「いずれかに」に、「懲役」を「拘禁刑」に改める。

（杉並区幼稚園教育職員の給与に関する条例の一部改正）

第１０条 杉並区幼稚園教育職員の給与に関する条例（平成１２年杉並区条例第１

８号）の一部を次のように改正する。

第２８条第３号中「１箇月」を「１月」に、「禁錮」を「拘禁刑」に改め、同



条第４号中「禁錮」を「拘禁刑」に改める。

第２９条第１項第１号及び第３項第１号中「禁錮」を「拘禁刑」に改める。

（杉並区学校教育職員の給与に関する条例の一部改正）

第１１条 杉並区学校教育職員の給与に関する条例（平成１９年杉並区条例第１１

号）の一部を次のように改正する。

第３０条第３号中「１箇月」を「１月」に、「禁錮」を「拘禁刑」に改め、同

条第４号中「禁錮」を「拘禁刑」に改める。

第３１条第１項第１号及び第３項第１号中「禁錮」を「拘禁刑」に改める。

第２章 経過措置

（罰則の適用等に関する経過措置）

第１２条 この条例の施行前にした行為の処罰については、なお従前の例による。

２ この条例の施行後にした行為に対して、他の条例の規定によりなお従前の例に

よることとされ、なお効力を有することとされ、又は改正前若しくは廃止前の条

例の規定の例によることとされる罰則を適用する場合において、当該罰則に定め

る刑に刑法等の一部を改正する法律（令和４年法律第６７号）第２条の規定によ

る改正前の刑法（明治４０年法律第４５号。以下この項において「旧刑法」とい

う。）第１２条に規定する懲役（以下「懲役」という。）（有期のものに限る。

以下この項において同じ。）、旧刑法第１３条に規定する禁錮（以下「禁錮」と

いう。）（有期のものに限る。以下この項において同じ。）又は旧刑法第１６条

に規定する拘留（以下「旧拘留」という。）が含まれるときは、当該刑のうち懲

役又は禁錮はそれぞれその刑と長期及び短期を同じくする有期拘禁刑と、旧拘留

は長期及び短期を同じくする拘留とする。

（人の資格に関する経過措置）

第１３条 拘禁刑又は拘留に処せられた者に係る他の条例その他の規程の規定によ

りなお従前の例によることとされ、なお効力を有することとされ、又は改正前若

しくは廃止前の条例その他の規程の規定の例によることとされる人の資格に関す

る条例その他の規程の規定の適用については、無期拘禁刑に処せられた者は無期

禁錮に処せられた者と、有期拘禁刑に処せられた者は刑期を同じくする有期禁錮

に処せられた者と、拘留に処せられた者は刑期を同じくする旧拘留に処せられた



者とみなす。

（杉並区職員の分限に関する条例の一部改正に伴う経過措置）

第１４条 懲役に処せられた者であって、刑法等の一部を改正する法律の施行に伴

う関係法律の整理等に関する法律（令和４年法律第６８号）第４４３条第１項の

規定により拘禁刑に処せられた者とみなされたものについては、第４条の規定に

よる改正後の杉並区職員の分限に関する条例第８条第１項の規定は、適用しない。

（杉並区職員の給与に関する条例の一部改正に伴う経過措置）

第１５条 この条例の施行前に犯した禁錮以上の刑（死刑を除く。）が定められて

いる罪につき起訴をされた者は、第５条の規定による改正後の杉並区職員の給与

に関する条例第２９条の３第１項（第１号に係る部分に限る。）及び第３項（第

３号に係る部分に限る。）の規定の適用については、拘禁刑が定められている罪

につき起訴をされた者とみなす。

２ 前項に定めるもののほか、第５条の規定による改正後の杉並区職員の給与に関

する条例の施行に伴い必要な経過措置は、特別区人事委員会（以下「人事委員

会」という。）の承認を得て規則で定める。

（杉並区職員の退職手当に関する条例の一部改正に伴う経過措置）

第１６条 この条例の施行前に犯した禁錮以上の刑（死刑を除く。）が定められて

いる罪につき起訴をされた者は、第６条の規定による改正後の杉並区職員の退職

手当に関する条例第１９条第１項及び第５項、第２０条第１項（第１号に係る部

分に限る。）並びに第２３条第４項並びに杉並区職員の退職手当に関する条例第

２３条第３項の規定の適用については、拘禁刑が定められている罪につき起訴を

された者とみなす。

（杉並区幼稚園教育職員の給与に関する条例の一部改正に伴う経過措置）

第１７条 この条例の施行前に犯した禁錮以上の刑（死刑を除く。）が定められて

いる罪につき起訴をされた者は、第１０条の規定による改正後の杉並区幼稚園教

育職員の給与に関する条例第２９条第１項（第１号に係る部分に限る。）及び第

３項（第３号に係る部分に限る。）の規定の適用については、拘禁刑が定められ

ている罪につき起訴をされた者とみなす。

２ 前項に定めるもののほか、第１０条の規定による改正後の杉並区幼稚園教育職



員の給与に関する条例の施行に伴い必要な経過措置は、人事委員会の承認を得て

杉並区教育委員会規則（以下「教育委員会規則」という。）で定める。

（杉並区学校教育職員の給与に関する条例の一部改正に伴う経過措置）

第１８条 この条例の施行前に犯した禁錮以上の刑（死刑を除く。）が定められて

いる罪につき起訴をされた者は、第１１条の規定による改正後の杉並区学校教育

職員の給与に関する条例第３１条第１項（第１号に係る部分に限る。）及び第３

項（第３号に係る部分に限る。）の規定の適用については、拘禁刑が定められて

いる罪につき起訴をされた者とみなす。

２ 前項に定めるもののほか、第１１条の規定による改正後の杉並区学校教育職員

の給与に関する条例の施行に伴い必要な経過措置は、人事委員会の承認を得て教

育委員会規則で定める。

（経過措置の規則等への委任）

第１９条 第１２条から前条までに定めるもののほか、この条例の施行に伴い必要

な経過措置は、規則又は教育委員会規則で定める。

附 則

この条例は、令和７年６月１日から施行する。
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杉並区刑法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整理等に関する

条例新旧対照表

第１条による改正（杉並区情報公開・個人情報保護審査会条例の一部改正）

新 条 例 旧 条 例

（罰則） （罰則）

第１４条 第１２条の規定に違反した者 第１４条 第１２条の規定に違反した者

は、１年以下の拘禁刑又は５０万円以 は、１年以下の懲役 又は５０万円以

下の罰金に処する。 下の罰金に処する。

第２条による改正（杉並区個人情報の保護に関する条例の一部改正）

新 条 例 旧 条 例

附 則 附 則

１～４ 略 １～４ 略

５ 次に掲げる者（次項において「職員 ５ 次に掲げる者（次項において「職員

等」という。）が、正当な理由がない 等」という。）が、正当な理由がない

のに、この条例の施行前において旧実 のに、この条例の施行前において旧実

施機関が保有していた個人の秘密に属 施機関が保有していた個人の秘密に属

する事項が記録された旧条例第２条第 する事項が記録された旧条例第２条第

３号アに係る個人情報ファイル（その ３号アに係る個人情報ファイル（その

全部又は一部を複製し、又は加工した 全部又は一部を複製し、又は加工した

ものを含む。）をこの条例の施行後に ものを含む。）をこの条例の施行後に

提供したときは、２年以下の拘禁刑又 提供したときは、２年以下の懲役 又

は１００万円以下の罰金に処する。 は１００万円以下の罰金に処する。

(１)～(３) 略 (１)～(３) 略

６ 職員等が、その業務に関して知り得 ６ 職員等が、その業務に関して知り得

たこの条例の施行前において旧実施機 たこの条例の施行前において旧実施機

資 料
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関が保有していた旧管理個人情報をこ 関が保有していた旧管理個人情報をこ

の条例の施行後に自己若しくは第三者 の条例の施行後に自己若しくは第三者

の不正な利益を図る目的で提供し、又 の不正な利益を図る目的で提供し、又

は盗用したときは、１年以下の拘禁刑 は盗用したときは、１年以下の懲役

又は５０万円以下の罰金に処する。 又は５０万円以下の罰金に処する。

７～１４ 略 ７～１４ 略

第３条による改正（杉並区行政不服審査会条例の一部改正）

新 条 例 旧 条 例

（罰則） （罰則）

第１０条 第７条の規定に違反した者 第１０条 第７条の規定に違反した者

は、１年以下の拘禁刑又は５０万円以 は、１年以下の懲役 又は５０万円以

下の罰金に処する。 下の罰金に処する。

第４条による改正（杉並区職員の分限に関する条例の一部改正）

新 条 例 旧 条 例

（失職の例外） （失職の例外）

第８条 任命権者は、拘禁刑 に処せら 第８条 任命権者は、禁錮の刑に処せら

れた職員のうち、その刑に係る罪が過 れた職員のうち、その刑に係る罪が過

失によるものであり、かつ、その刑の 失によるものであり、かつ、その刑の

執行を猶予された者については、情状 執行を猶予された者については、情状

により、当該職員がその職を失わない により、当該職員がその職を失わない

ものとすることができる。 ものとすることができる。

２ 略 ２ 略

第５条による改正（杉並区職員の給与に関する条例の一部改正）

新 条 例 旧 条 例
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資 料

第２９条の２ 次の各号のいずれかに該 第２９条の２ 次の各号のいずれかに該

当する者には、前条第１項の規定にか 当する者には、前条第１項の規定にか

かわらず、当該各号の基準日に係る期 かわらず、当該各号の基準日に係る期

末手当（第４号に掲げる者にあつて 末手当（第４号に掲げる者にあつて

は、その支給を一時差し止めた期末手 は、その支給を一時差し止めた期末手

当）は、支給しない。 当）は、支給しない。

(１)及び(２) 略 (１)及び(２) 略

(３) 基準日前１月 以内又は基準日 (３) 基準日前１箇月以内又は基準日

から当該基準日に対応する支給日の から当該基準日に対応する支給日の

前日までの間に離職した職員（前２ 前日までの間に離職した職員（前２

号に掲げる者を除く。）で、その離 号に掲げる者を除く。）で、その離

職した日から当該支給日の前日まで 職した日から当該支給日の前日まで

の間に拘禁刑以上の刑に処せられた の間に禁錮 以上の刑に処せられた

もの もの

(４) 次条第１項の規定により期末手 (４) 次条第１項の規定により期末手

当の支給を一時差し止める処分を受 当の支給を一時差し止める処分を受

けた者（当該処分を取り消された者 けた者（当該処分を取り消された者

を除く。）で、その者の在職期間中 を除く。）で、その者の在職期間中

の行為に係る刑事事件に関し拘禁刑 の行為に係る刑事事件に関し禁錮

以上の刑に処せられたもの 以上の刑に処せられたもの

第２９条の３ 任命権者は、支給日に期 第２９条の３ 任命権者は、支給日に期

末手当を支給することとされていた職 末手当を支給することとされていた職

員で当該支給日の前日までに離職した 員で当該支給日の前日までに離職した

ものが次の各号のいずれかに該当する ものが次の各号のいずれかに該当する

場合は、当該期末手当の支給を一時差 場合は、当該期末手当の支給を一時差

し止めることができる。 し止めることができる。

(１) 離職した日から当該支給日の前 (１) 離職した日から当該支給日の前

日までの間に、その者の在職期間中 日までの間に、その者の在職期間中
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の行為に係る刑事事件に関して、そ の行為に係る刑事事件に関して、そ

の者が起訴（当該起訴に係る犯罪に の者が起訴（当該起訴に係る犯罪に

ついて拘禁刑以上の刑が定められて ついて禁錮 以上の刑が定められて

いるものに限り、刑事訴訟法（昭和 いるものに限り、刑事訴訟法（昭和

２３年法律第１３１号）第６編に規 ２３年法律第１３１号）第６編に規

定する略式手続によるものを除く。 定する略式手続によるものを除く。

第３項において同じ。）をされ、そ 第３項において同じ。）をされ、そ

の判決が確定していない場合 の判決が確定していない場合

(２) 略 (２) 略

２ 略 ２ 略

３ 任命権者は、一時差止処分につい ３ 任命権者は、一時差止処分につい

て、次の各号のいずれかに該当するに て、次の各号のいずれかに該当するに

至つた場合には、速やかに当該一時差 至つた場合には、速やかに当該一時差

止処分を取り消さなければならない。 止処分を取り消さなければならない。

ただし、第３号に該当する場合におい ただし、第３号に該当する場合におい

て、一時差止処分を受けた者がその者 て、一時差止処分を受けた者がその者

の在職期間中の行為に係る刑事事件に の在職期間中の行為に係る刑事事件に

関し現に逮捕されているときその他こ 関し現に逮捕されているときその他こ

れを取り消すことが一時差止処分の目 れを取り消すことが一時差止処分の目

的に明らかに反すると認めるときは、 的に明らかに反すると認めるときは、

この限りでない。 この限りでない。

(１) 一時差止処分を受けた者が当該 (１) 一時差止処分を受けた者が当該

一時差止処分の理由となつた行為に 一時差止処分の理由となつた行為に

係る刑事事件に関し拘禁刑以上の刑 係る刑事事件に関し禁錮 以上の刑

に処せられなかつた場合 に処せられなかつた場合

(２)及び(３) 略 (２)及び(３) 略

４～６ 略 ４～６ 略

第６条による改正（杉並区職員の退職手当に関する条例の一部改正）
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資 料

新 条 例 旧 条 例

（退職手当の支払の差止め） （退職手当の支払の差止め）

第１９条 退職をした者が次の各号のい 第１９条 退職をした者が次の各号のい

ずれかに該当するときは、当該退職に ずれかに該当するときは、当該退職に

係る退職手当管理機関は、当該退職を 係る退職手当管理機関は、当該退職を

した者に対し、当該退職に係る一般の した者に対し、当該退職に係る一般の

退職手当等の支払を差し止める処分を 退職手当等の支払を差し止める処分を

行うものとする。 行うものとする。

(１) 職員が刑事事件に関し起訴（当 (１) 職員が刑事事件に関し起訴（当

該起訴に係る犯罪について拘禁刑以 該起訴に係る犯罪について禁錮 以

上の刑が定められているものに限 上の刑が定められているものに限

り、刑事訴訟法（昭和２３年法律第 り、刑事訴訟法（昭和２３年法律第

１３１号）第６編に規定する略式手 １３１号）第６編に規定する略式手

続によるものを除く。以下同じ。） 続によるものを除く。以下同じ。）

をされた場合において、その判決の をされた場合において、その判決の

確定前に退職をしたとき。 確定前に退職をしたとき。

(２) 略 (２) 略

２～４ 略 ２～４ 略

５ 第１項又は第２項の規定による支払 ５ 第１項又は第２項の規定による支払

差止処分を行つた退職手当管理機関 差止処分を行つた退職手当管理機関

は、次の各号のいずれかに該当するに は、次の各号のいずれかに該当するに

至つた場合には、速やかに当該支払差 至つた場合には、速やかに当該支払差

止処分を取り消さなければならない。 止処分を取り消さなければならない。

ただし、第３号に該当する場合におい ただし、第３号に該当する場合におい

て、当該支払差止処分を受けた者がそ て、当該支払差止処分を受けた者がそ

の者の基礎在職期間中の行為に係る刑 の者の基礎在職期間中の行為に係る刑

事事件に関し現に逮捕されているとき 事事件に関し現に逮捕されているとき

その他これを取り消すことが支払差止 その他これを取り消すことが支払差止
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処分の目的に明らかに反すると認める 処分の目的に明らかに反すると認める

ときは、この限りでない。 ときは、この限りでない。

(１) 略 (１) 略

(２) 当該支払差止処分を受けた者に (２) 当該支払差止処分を受けた者に

ついて、当該支払差止処分の理由と ついて、当該支払差止処分の理由と

なつた起訴又は行為に係る刑事事件 なつた起訴又は行為に係る刑事事件

につき、判決が確定した場合（拘禁 につき、判決が確定した場合（禁錮

刑以上の刑に処せられた場合及び無 以上の刑に処せられた場合及び無

罪の判決が確定した場合を除く。） 罪の判決が確定した場合を除く。）

又は公訴を提起しない処分があつた 又は公訴を提起しない処分があつた

場合であつて、次条第１項の規定に 場合であつて、次条第１項の規定に

よる処分を受けることなく、当該判 よる処分を受けることなく、当該判

決が確定した日又は当該公訴を提起 決が確定した日又は当該公訴を提起

しない処分があつた日から６月を経 しない処分があつた日から６月を経

過した場合 過した場合

(３) 略 (３) 略

６～１０ 略 ６～１０ 略

（退職後拘禁刑以上の刑に処せられた場 （退職後禁錮 以上の刑に処せられた場

合等の退職手当の支給制限） 合等の退職手当の支給制限）

第２０条 退職をした者に対しまだ当該 第２０条 退職をした者に対しまだ当該

退職に係る一般の退職手当等が支払わ 退職に係る一般の退職手当等が支払わ

れていない場合において、次の各号の れていない場合において、次の各号の

いずれかに該当するときは、当該退職 いずれかに該当するときは、当該退職

に係る退職手当管理機関は、当該退職 に係る退職手当管理機関は、当該退職

をした者（第１号又は第２号に該当す をした者（第１号又は第２号に該当す

る場合において、当該退職をした者が る場合において、当該退職をした者が

死亡したときは、当該一般の退職手当 死亡したときは、当該一般の退職手当

等の支払を受ける権利を承継した者） 等の支払を受ける権利を承継した者）

に対し、第１８条第１項に規定する事 に対し、第１８条第１項に規定する事
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資 料

情及び同項各号に規定する退職をした 情及び同項各号に規定する退職をした

場合の一般の退職手当等の額との権衡 場合の一般の退職手当等の額との権衡

を勘案して、当該一般の退職手当等の を勘案して、当該一般の退職手当等の

全部又は一部を支給しないこととする 全部又は一部を支給しないこととする

処分を行うことができる。 処分を行うことができる。

(１) 当該退職をした者が刑事事件 (１) 当該退職をした者が刑事事件

（当該退職後に起訴をされた場合に （当該退職後に起訴をされた場合に

あつては、基礎在職期間中の行為に あつては、基礎在職期間中の行為に

係る刑事事件に限る。）に関し当該 係る刑事事件に限る。）に関し当該

退職後に拘禁刑以上の刑に処せられ 退職後に禁錮 以上の刑に処せられ

たとき。 たとき。

(２)及び(３) 略 (２)及び(３) 略

２～６ 略 ２～６ 略

（退職をした者の退職手当の返納） （退職をした者の退職手当の返納）

第２１条 退職をした者に対し当該退職 第２１条 退職をした者に対し当該退職

に係る一般の退職手当等が支払われた に係る一般の退職手当等が支払われた

後において、次の各号のいずれかに該 後において、次の各号のいずれかに該

当するときは、当該退職に係る退職手 当するときは、当該退職に係る退職手

当管理機関は、当該退職をした者に対 当管理機関は、当該退職をした者に対

し、第１８条第１項に規定する事情の し、第１８条第１項に規定する事情の

ほか、当該退職をした者の生計の状況 ほか、当該退職をした者の生計の状況

を勘案して、当該一般の退職手当等の を勘案して、当該一般の退職手当等の

額（当該退職をした者が当該一般の退 額（当該退職をした者が当該一般の退

職手当等の支給を受けていなければ第 職手当等の支給を受けていなければ第

１５条第３項又は第６項の規定による １５条第３項又は第６項の規定による

退職手当の支給を受けることができた 退職手当の支給を受けることができた

者（次条及び第２３条において「失業 者（次条及び第２３条において「失業

手当受給可能者」という。）であつた 手当受給可能者」という。）であつた

場合には、これらの規定により算出さ 場合には、これらの規定により算出さ
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れる金額（次条及び第２３条において れる金額（次条及び第２３条において

「失業者退職手当額」という。）を除 「失業者退職手当額」という。）を除

く。）の全部又は一部の返納を命ずる く。）の全部又は一部の返納を命ずる

処分を行うことができる。 処分を行うことができる。

(１) 当該退職をした者が基礎在職期 (１) 当該退職をした者が基礎在職期

間中の行為に係る刑事事件に関し拘 間中の行為に係る刑事事件に関し禁

禁刑以上の刑に処せられたとき。 錮 以上の刑に処せられたとき。

(２)及び(３) 略 (２)及び(３) 略

２～６ 略 ２～６ 略

（退職手当受給者の相続人からの退職手 （退職手当受給者の相続人からの退職手

当相当額の納付） 当相当額の納付）

第２３条 略 第２３条 略

２及び３ 略 ２及び３ 略

４ 退職手当の受給者が、当該退職の日 ４ 退職手当の受給者が、当該退職の日

から６月以内に基礎在職期間中の行為 から６月以内に基礎在職期間中の行為

に係る刑事事件に関し起訴をされた場 に係る刑事事件に関し起訴をされた場

合において、当該刑事事件に関し拘禁 合において、当該刑事事件に関し禁錮

刑以上の刑に処せられた後において第 以上の刑に処せられた後において第

２１条第１項の規定による処分を受け ２１条第１項の規定による処分を受け

ることなく死亡したときは、当該退職 ることなく死亡したときは、当該退職

に係る退職手当管理機関は、当該退職 に係る退職手当管理機関は、当該退職

手当の受給者の死亡の日から６月以内 手当の受給者の死亡の日から６月以内

に限り、当該退職手当の受給者の相続 に限り、当該退職手当の受給者の相続

人に対し、当該退職をした者が当該刑 人に対し、当該退職をした者が当該刑

事事件に関し拘禁刑以上の刑に処せら 事事件に関し禁錮 以上の刑に処せら

れたことを理由として、当該一般の退 れたことを理由として、当該一般の退

職手当等の額（当該退職をした者が失 職手当等の額（当該退職をした者が失

業手当受給可能者であつた場合には、 業手当受給可能者であつた場合には、

失業者退職手当額を除く。）の全部又 失業者退職手当額を除く。）の全部又
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は一部に相当する額の納付を命ずる処 は一部に相当する額の納付を命ずる処

分を行うことができる。 分を行うことができる。

５～８ 略 ５～８ 略

第７条による改正（杉並区特別区税条例の一部改正）

新 条 例 旧 条 例

（入湯税に係る帳簿の記載義務違反等に （入湯税に係る帳簿の記載義務違反等に

関する罪） 関する罪）

第６７条 前条第１項の規定によつて、 第６７条 前条第１項の規定によつて、

帳簿に記載すべき事項について正当な 帳簿に記載すべき事項について正当な

事由がなくて記載をせず、若しくは虚 事由がなくて記載をせず、若しくは虚

偽の記載をした者又は同条第２項の規 偽の記載をした者又は同条第２項の規

定に違反して５年間帳簿を保存しなか 定に違反して５年間帳簿を保存しなか

つた者に対しては、１年以下の拘禁刑 つた者に対しては、１年以下の懲役

又は１０万円以下の罰金に処する。 又は１０万円以下の罰金に処する。

２ 略 ２ 略

第８条による改正（杉並区保健福祉サービス苦情調整委員条例の一部改正）

新 条 例 旧 条 例

（罰則） （罰則）

第２０条 第６条第３項の規定に違反し 第２０条 第６条第３項の規定に違反し

た者は、１年以下の拘禁刑又は５０万 た者は、１年以下の懲役 又は５０万

円以下の罰金に処する。 円以下の罰金に処する。

第９条による改正（杉並区プールの衛生管理等に関する条例の一部改正）

新 条 例 旧 条 例
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（罰則） （罰則）

第１０条 次の各号のいずれかに該当す 第１０条 次の各号の一に 該当す

る者は、１年以下の拘禁刑又は１０万 る者は、１年以下の懲役 又は１０万

円以下の罰金に処する。 円以下の罰金に処する。

(１)及び(２) 略 (１)及び(２) 略

第１０条による改正（杉並区幼稚園教育職員の給与に関する条例の一部改正）

新 条 例 旧 条 例

第２８条 次の各号のいずれかに該当す 第２８条 次の各号のいずれかに該当す

る者には、前条第１項の規定にかかわ る者には、前条第１項の規定にかかわ

らず、当該各号の基準日に係る期末手 らず、当該各号の基準日に係る期末手

当（第４号に掲げる者にあっては、そ 当（第４号に掲げる者にあっては、そ

の支給を一時差し止めた期末手当） の支給を一時差し止めた期末手当）

は、支給しない。 は、支給しない。

(１)及び(２) 略 (１)及び(２) 略

(３) 基準日前１月 以内又は基準日 (３) 基準日前１箇月以内又は基準日

から当該基準日に対応する支給日の から当該基準日に対応する支給日の

前日までの間に離職した職員（前２ 前日までの間に離職した職員（前２

号に掲げる者を除く。）で、その離 号に掲げる者を除く。）で、その離

職した日から当該支給日の前日まで 職した日から当該支給日の前日まで

の間に拘禁刑以上の刑に処せられた の間に禁錮 以上の刑に処せられた

もの もの

(４) 次条第１項の規定により期末手 (４) 次条第１項の規定により期末手

当の支給を一時差し止める処分を受 当の支給を一時差し止める処分を受

けた者（当該処分を取り消された者 けた者（当該処分を取り消された者

を除く。）で、その者の在職期間中 を除く。）で、その者の在職期間中

の行為に係る刑事事件に関し拘禁刑 の行為に係る刑事事件に関し禁錮

以上の刑に処せられたもの 以上の刑に処せられたもの



- 11 -

資 料

第２９条 教育委員会は、支給日に期末 第２９条 教育委員会は、支給日に期末

手当を支給することとされていた職員 手当を支給することとされていた職員

で当該支給日の前日までに離職したも で当該支給日の前日までに離職したも

のが次の各号のいずれかに該当する場 のが次の各号のいずれかに該当する場

合は、当該期末手当の支給を一時差し 合は、当該期末手当の支給を一時差し

止めることができる。 止めることができる。

(１) 離職した日から当該支給日の前 (１) 離職した日から当該支給日の前

日までの間に、その者の在職期間中 日までの間に、その者の在職期間中

の行為に係る刑事事件に関して、そ の行為に係る刑事事件に関して、そ

の者が起訴（当該起訴に係る犯罪に の者が起訴（当該起訴に係る犯罪に

ついて拘禁刑以上の刑が定められて ついて禁錮 以上の刑が定められて

いるものに限り、刑事訴訟法（昭和 いるものに限り、刑事訴訟法（昭和

２３年法律第１３１号）第６編に規 ２３年法律第１３１号）第６編に規

定する略式手続によるものを除く。 定する略式手続によるものを除く。

第３項において同じ。）をされ、そ 第３項において同じ。）をされ、そ

の判決が確定していない場合 の判決が確定していない場合

(２) 略 (２) 略

２ 略 ２ 略

３ 教育委員会は、一時差止処分につい ３ 教育委員会は、一時差止処分につい

て、次の各号のいずれかに該当するに て、次の各号のいずれかに該当するに

至った場合には、速やかに当該一時差 至った場合には、速やかに当該一時差

止処分を取り消さなければならない。 止処分を取り消さなければならない。

ただし、第３号に該当する場合におい ただし、第３号に該当する場合におい

て、一時差止処分を受けた者がその者 て、一時差止処分を受けた者がその者

の在職期間中の行為に係る刑事事件に の在職期間中の行為に係る刑事事件に

関し現に逮捕されているときその他こ 関し現に逮捕されているときその他こ

れを取り消すことが一時差止処分の目 れを取り消すことが一時差止処分の目

的に明らかに反すると認めるときは、 的に明らかに反すると認めるときは、

この限りでない。 この限りでない。
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(１) 一時差止処分を受けた者が当該 (１) 一時差止処分を受けた者が当該

一時差止処分の理由となった行為に 一時差止処分の理由となった行為に

係る刑事事件に関し拘禁刑以上の刑 係る刑事事件に関し禁錮 以上の刑

に処せられなかった場合 に処せられなかった場合

(２)及び(３) 略 (２)及び(３) 略

４～６ 略 ４～６ 略

第１１条による改正（杉並区学校教育職員の給与に関する条例の一部改正）

新 条 例 旧 条 例

第３０条 次の各号のいずれかに該当す 第３０条 次の各号のいずれかに該当す

る者には、前条第１項の規定にかかわ る者には、前条第１項の規定にかかわ

らず、当該各号の基準日に係る期末手 らず、当該各号の基準日に係る期末手

当（第４号に掲げる者にあっては、そ 当（第４号に掲げる者にあっては、そ

の支給を一時差し止めた期末手当） の支給を一時差し止めた期末手当）

は、支給しない。 は、支給しない。

(１)及び(２) 略 (１)及び(２) 略

(３) 基準日前１月 以内又は基準日 (３) 基準日前１箇月以内又は基準日

から当該基準日に対応する支給日の から当該基準日に対応する支給日の

前日までの間に離職した職員（前２ 前日までの間に離職した職員（前２

号に掲げる者を除く。）で、その離 号に掲げる者を除く。）で、その離

職した日から当該支給日の前日まで 職した日から当該支給日の前日まで

の間に拘禁刑以上の刑に処せられた の間に禁錮 以上の刑に処せられた

もの もの

(４) 次条第１項の規定により期末手 (４) 次条第１項の規定により期末手

当の支給を一時差し止める処分を受 当の支給を一時差し止める処分を受

けた者（当該処分を取り消された者 けた者（当該処分を取り消された者

を除く。）で、その者の在職期間中 を除く。）で、その者の在職期間中

の行為に係る刑事事件に関し拘禁刑 の行為に係る刑事事件に関し禁錮
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以上の刑に処せられたもの 以上の刑に処せられたもの

第３１条 教育委員会は、支給日に期末 第３１条 教育委員会は、支給日に期末

手当を支給することとされていた職員 手当を支給することとされていた職員

で当該支給日の前日までに離職したも で当該支給日の前日までに離職したも

のが次の各号のいずれかに該当する場 のが次の各号のいずれかに該当する場

合は、当該期末手当の支給を一時差し 合は、当該期末手当の支給を一時差し

止めることができる。 止めることができる。

(１) 離職した日から当該支給日の前 (１) 離職した日から当該支給日の前

日までの間に、その者の在職期間中 日までの間に、その者の在職期間中

の行為に係る刑事事件に関して、そ の行為に係る刑事事件に関して、そ

の者が起訴（当該起訴に係る犯罪に の者が起訴（当該起訴に係る犯罪に

ついて拘禁刑以上の刑が定められて ついて禁錮 以上の刑が定められて

いるものに限り、刑事訴訟法（昭和 いるものに限り、刑事訴訟法（昭和

２３年法律第１３１号）第６編に規 ２３年法律第１３１号）第６編に規

定する略式手続によるものを除く。 定する略式手続によるものを除く。

第３項において同じ。）をされ、そ 第３項において同じ。）をされ、そ

の判決が確定していない場合 の判決が確定していない場合

(２) 略 (２) 略

２ 略 ２ 略

３ 教育委員会は、一時差止処分につい ３ 教育委員会は、一時差止処分につい

て、次の各号のいずれかに該当するに て、次の各号のいずれかに該当するに

至った場合には、速やかに当該一時差 至った場合には、速やかに当該一時差

止処分を取り消さなければならない。 止処分を取り消さなければならない。

ただし、第３号に該当する場合におい ただし、第３号に該当する場合におい

て、一時差止処分を受けた者がその者 て、一時差止処分を受けた者がその者

の在職期間中の行為に係る刑事事件に の在職期間中の行為に係る刑事事件に

関し現に逮捕されているときその他こ 関し現に逮捕されているときその他こ

れを取り消すことが一時差止処分の目 れを取り消すことが一時差止処分の目

的に明らかに反すると認めるときは、 的に明らかに反すると認めるときは、

資 料



- 14 -

この限りでない。 この限りでない。

(１) 一時差止処分を受けた者が当該 (１) 一時差止処分を受けた者が当該

一時差止処分の理由となった行為に 一時差止処分の理由となった行為に

係る刑事事件に関し拘禁刑以上の刑 係る刑事事件に関し禁錮 以上の刑

に処せられなかった場合 に処せられなかった場合

(２)及び(３) 略 (２)及び(３) 略

４～６ 略 ４～６ 略



杉並区建築物再生可能エネルギー利用促進区域内における説明義務の対象となる

建築物の用途及び建築の規模を定める条例を公布する。

令和７年３月１９日

杉並区長 岸 本 聡 子

杉並区条例第２１号

杉並区建築物再生可能エネルギー利用促進区域内における説明義務の対象と

なる建築物の用途及び建築の規模を定める条例

（趣旨）

第１条 この条例は、建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律（平成２

７年法律第５３号。以下「法」という。）第６３条第１項の規定に基づき、建築

物再生可能エネルギー利用促進区域内の建築物に設置することができる再生可能

エネルギー利用設備に係る建築主に対する建築士の説明義務の対象となる建築物

の用途及び建築の規模を定めるものとする。

（建築士が説明を要する建築物の用途）

第２条 法第６３条第１項に規定する条例で定める建築物の用途は、法第２０条第

２号及び第３号に掲げる建築物の用途以外のものとする。

（建築士が説明を要する建築物の建築の規模）

第３条 法第６３条第１項に規定する条例で定める建築物の建築の規模は、当該建

築に係る部分の床面積（建築基準法施行令（昭和２５年政令第３３８号）第２条

第１項第３号に規定する床面積をいう。）の合計が１０平方メートルを超えるも

のとする。

附 則

この条例は、令和７年６月１日から施行する。



杉並区立公園における移動等円滑化の基準に関する条例の一部を改正する条例を

公布する。

令和７年３月１９日

杉並区長 岸 本 聡 子

杉並区条例第２２号

杉並区立公園における移動等円滑化の基準に関する条例の一部を改正する条

例

杉並区立公園における移動等円滑化の基準に関する条例（平成２５年杉並区条例

第８号）の一部を次のように改正する。

第３条第２号コ中「第２１条第２項第１号」を「第２２条第２項第１号」に改め

る。

附 則

この条例は、令和７年６月１日から施行する。



杉並区立公園における移動等円滑化の基準に関する条例の一部を改正する条

例新旧対照表

新 条 例 旧 条 例

（園路及び広場） （園路及び広場）

第３条 不特定かつ多数の者が利用し、 第３条 不特定かつ多数の者が利用し、

又は主として高齢者、障害者等が利用 又は主として高齢者、障害者等が利用

する高齢者、障害者等の移動等の円滑 する高齢者、障害者等の移動等の円滑

化の促進に関する法律施行令（平成１ 化の促進に関する法律施行令（平成１

８年政令第３７９号。以下「令」とい ８年政令第３７９号。以下「令」とい

う。）第３条第１号に規定する園路及 う。）第３条第１号に規定する園路及

び広場を設ける場合は、当該園路及び び広場を設ける場合は、当該園路及び

広場のうち１以上は、次に掲げる基準 広場のうち１以上は、次に掲げる基準

に適合させなければならない。 に適合させなければならない。

(１) 略 (１) 略

(２) 通路は、次に掲げる基準に適合 (２) 通路は、次に掲げる基準に適合

するものとすること。 するものとすること。

ア～ケ 略 ア～ケ 略

コ 令第１１条第２号に規定する点 コ 令第１１条第２号に規定する点

状ブロック等及び令第２２条第２ 状ブロック等及び令第２１条第２

項第１号に規定する線状ブロック 項第１号に規定する線状ブロック

等を適切に組み合わせて路面に敷 等を適切に組み合わせて路面に敷

設したもの（以下「視覚障害者誘 設したもの（以下「視覚障害者誘

導用ブロック」という。）を通路 導用ブロック」という。）を通路

の要所に敷設すること。 の要所に敷設すること。

(３)～(７) 略 (３)～(７) 略

資 料



杉並区子ども・子育て支援法に基づく過料に関する条例の一部を改正する条例を

公布する。

令和７年３月１９日

杉並区長 岸 本 聡 子

杉並区条例第２３号

杉並区子ども・子育て支援法に基づく過料に関する条例の一部を改正する条

例

杉並区子ども・子育て支援法に基づく過料に関する条例（平成２６年杉並区条例

第２９号）の一部を次のように改正する。

第２条第１号中「第１３条第１項」を「第１０条の５若しくは第１３条」に改め、

「第３０条の３」の次に「及び第３０条の１３」を加え、「。以下この号において

同じ」を削り、「同項の」を「これらの」に改め、同条第２号中「第３０条の３」

の次に「及び第３０条の１３」を加え、同条第３号中「又は第２４条第２項」を

「、第２４条第２項又は第３０条の１８第２項」に改め、「支給認定証」の次に

「又は乳児等支援支給認定証」を加える。

附 則

１ この条例は、令和８年４月１日から施行する。ただし、第２条第１号の改正規

定（「第３０条の３」の次に「及び第３０条の１３」を加える部分を除く。）及

び次項の規定は、令和７年４月１日から施行する。

２ 前項ただし書に規定する規定の施行の日前にした行為に対する罰則の適用につ

いては、なお従前の例による。
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杉並区子ども・子育て支援法に基づく過料に関する条例の一部を改正する条

例新旧対照表

新 条 例 旧 条 例

（過料） （過料）

第２条 次の各号のいずれかに該当する 第２条 次の各号のいずれかに該当する

者は、１０万円以下の過料に処する。 者は、１０万円以下の過料に処する。

(１) 正当な理由なしに、法第１０条 (１) 正当な理由なしに、法第１３条

の５若しくは第１３条（法第３０条 第１項 （法第３０条

の３及び第３０条の１３において準 の３ において準

用する場合を含む 用する場合を含む。以下この号にお

。）の規定による報告若し いて同じ。）の規定による報告若し

くは物件の提出若しくは提示をせ くは物件の提出若しくは提示をせ

ず、若しくは虚偽の報告若しくは虚 ず、若しくは虚偽の報告若しくは虚

偽の物件の提出若しくは提示をし、 偽の物件の提出若しくは提示をし、

又はこれらの規定による当該職員の 又は同項の 規定による当該職員の

質問に対して、答弁せず、若しくは 質問に対して、答弁せず、若しくは

虚偽の答弁をした者 虚偽の答弁をした者

(２) 正当な理由なしに、法第１４条 (２) 正当な理由なしに、法第１４条

第１項（法第３０条の３及び第３０ 第１項（法第３０条の３

条の１３において準用する場合を含 において準用する場合を含

む。以下この号において同じ。）の む。以下この号において同じ。）の

規定による報告若しくは物件の提出 規定による報告若しくは物件の提出

若しくは提示をせず、若しくは虚偽 若しくは提示をせず、若しくは虚偽

の報告若しくは虚偽の物件の提出若 の報告若しくは虚偽の物件の提出若

しくは提示をし、又は同項の規定に しくは提示をし、又は同項の規定に

よる当該職員の質問に対して、答弁 よる当該職員の質問に対して、答弁

せず、若しくは虚偽の答弁をし、若 せず、若しくは虚偽の答弁をし、若

資 料
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しくは同項の規定による検査を拒 しくは同項の規定による検査を拒

み、妨げ、若しくは忌避した者 み、妨げ、若しくは忌避した者

(３) 法第２３条第２項若しくは第４ (３) 法第２３条第２項若しくは第４

項、第２４条第２項又は第３０条の 項又は第２４条第２項

１８第２項の規定による支給認定証 の規定による支給認定証

又は乳児等支援支給認定証の提出又 の提出又

は返還を求められてこれに応じない は返還を求められてこれに応じない

者 者
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